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5.1. マ レー シア の国土政策 と製造業立地政策の変遷及びその特質 と両者の関係

5.1.1. マ レー シアの国 土政策 と地域格差 是正

前章でみたタイ同様、マ レーシアでもイギ リスからの独立を果たす1957年 以来、地域格差是正政策が謳

われてきた。 しか しそれはタイの場合 と違い、国家施策としての民族間格差 (主に土着のマレー人と植民

地時代に入植 してきた華人 ・イン ド人) の是正が第一義的に存在 し、農村に多いマレー人の地域格差是正

はその手段 として用いられ ることとなった。 「マ レーシアは、民族問題の解決のために、経済成長を一定

程度犠牲にしてまで農村 ・農業開発に資源を投入 した。」1とまで表現 しているものもあるが、実際は後

述するように、民族間格差のために工業の地方分散 ・農村振興の他に、マ レー人の都市化を同時に行って

所得格差を相対的に小 さくする政策を同時に打っている。

マ レーシアは、1980年代前半の不況をはさんだ2度 の長い経済成長期を経て、絶対貧困層を劇的に減少

させ るとともに、民族間格差をある程度小さくすることにも成功 したわけだが、こうした成果は主に後者

の都市化政策によるところが大きくなっている。後者は第一章で定義するところの相対的地域格差のうち、

一人 当た り配分の不平等 (地域間不公平) の是正のための政策にあた り、マ レー人を中心とした人口が農

村から都市に移動すると同時に、都市では製造業を中心とした工業による雇用が促進されたため、それは

民族間格差の緩和 とい う点で一応の成功を収めたのである。

一 方 、池 下2に よれば、地域間格 差 自体は80年 代 に縮小傾 向にあった もの の90年 代は逆に拡 大す る傾 向

にあった と言 われ てい る。石 筒3は この ことにつ いて、 「(地 域格差是正が) それほ ど問題視 されなかっ

た理 由は、主 と して、格差 の一方 の極 にある都市部での工業化 の進展 が、国全体の経 済成長 を牽 引 してき

たこ とにあ る」と述 べてい るが、もともとの政策 目標が民族 格差の緩 和にあ るとい うこ とも強 く影響 して

いる と考 え られ る。また生 田は近年の中間層 の台頭 によって民族 間 よりも同一民族 内の所得格差が大 きく

なっている と指摘 してい る4が、 これ が地域格差 とどの よ うな関係 にあるかについては言及 していない。

一方 、近年の報告によれば、過剰都市化に伴 う都市環境問題やスラム問題は比較的分散的構造を持つマ

レー シアで も顕在化 してお り5、一方 で農村 ・森林地域 での人 口減少に よる荒廃 が深刻化 してい るため、

過密過疎問題 (絶対 的地域格差) はむ しろ悪化 している と考 えることがで きるだろ う。

ところで、マ レーシアの地域格差是正政策 としての工業の地方分散政策は、これか ら詳 しくみていくよ

うに、タイ同様、国家計画などの上位 レベルでは民族格差にひけを取らない重要度で扱われているかのよ

1 生 田真人 (2000-c)、p.239

2 池下譲治 (1997)

3 石筒覚 (2000)、p.39

4 「都 市圏の産業拡 大は、雇用 と居住 に関 して民族間 の相違 を際立たせ る方向に作用 したが、も う一方で

は所得水 準の上昇を もた らし、日常消費生活の レベルでは民族 の壁 を緩和す る方 向にも動いた。 …マ

レー人以外 の民族 の所得拡大 も進展 した。マ レー シアの所得統 計では、3民 族 の所得水準の格差が示 され、

そ の違い が強調 され る。 しか し、民族 間の所得格差に も増 して、同一民族 内の所 得格差 も大 きい ものがあ

る。同一民族 内の所 得分布の実態は明 らかではないが、ひ とつ明確 なこ とはいずれ の民族で も中間層が拡

大 してきたこ とであろ う。 」(生 田真 人 (2000-d)、p.17-)

5 生 田は、 「クア ラル ンプール都市圏は人 口規模 が小 さい ために、東南 アジアの大都市のなかでは比較的

目立た ない存在 であ る。 けれ ども、この都市圏はバ ンコクや ジャカル タ と同 じよ うに、首位 都市の肥大 化

と過剰都市化 に悩み 、インフォー マルセ クターや 不法居住者 などの都市 問題 が大きいことにかわ りはな

い」(生 田真人 (2000)、p.3-) としている。
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うな文章が並ぶが、実際の政策においては、国全体の経済成長 との兼ね合いでその色合いは薄くなってい

る。外資を導入す る輸出加工区は、クアラルンプール首都圏に加えてシンガポールの都市基盤 ・集積を利

用することも可能なマ レー半島南部や、ペナン島を中心とする半島北部の地方拠点都市にも作 られ、マレ

一半島西海岸一帯での回廊 (コ リ ドー) づ くりを 目指す ことになった。 この点でタイ と違 い、地方分散的

な要素 も持 ってい るが、半島東海岸 部やボルネ オ島部 のサバ ・サラ ワク州 との比較で はむ しろ既存集積へ

の集 中容認 ・あるい は集 中促進政策 とも呼べ るものであ る。 この ことについて、テ ンク6はマ レー シア政

府 の地 域 開 発 政 策 の ア プ ロー チ と して 、(1) 農 村 的 現地 ア プ ロー チ (Agricultural content and in-situ approach)、

(2) 土 地 開 発 と移 住 政 策 (Land development and resettlement)、(3) 産 業 分 散 と農 村 開 発 (Industrial dispersai and

rural development) の3つ を 対 等 に 挙 げ 、 地域 格 差 是 正 を 目指 して のバ ラ ンス の 取れ た 開発 がマ レー シア の

地域開発 にお いて主 要な役割 を果 たす もの と している。

なお、第二章 で レビュー した開発 主義に基づ く政策の位 置づけは、マ レー シアにおい てはなかなか難 し

く、独立 当初、特に民族暴動 か ら国家経済政策の策定、その後 の第一次経済成長の時代 に至 る1960年 代 か

らの特徴 とす る考 え方 が一般的 であ るが、鳥居が 「そ もそ もマ レー シアにおいて 「特定の産業 を育成す る」

とい う狭義の産業政策 が採用 され たのは、1981年 のマハテ ィール政権 の成 立以降であ り、また、本格 的に

始動す るのは90年 代以 降であ る、 と筆者は考えてい る。…1990年 代にはい る とマハテ ィールは91年 に

は じめて 「開発主義 的アプ ローチ」をよ り明確 に打ち出 し、マ レー人 に対す る分配 を重視す る政策か ら成

長重視 の政策へ とそ の開発 の重 点を移 した。…こ の ように制度構築の試 みに着手 されたのが91年 以降

であ り、また実際に最初の制度が作 られたのは97年 に過 ぎない。 」7と述べ るよ うに、マハテ ィール首相

が就任 した1981年 以降、あるいはすでにかな りの経 済成長 を達成 した1990年 代以降のみ を産業政策お よび

開発 主義 的アプ ローチ の出現 とみ るユニー クな見方 もあ る。筆者 は、マ レー シアにおいてはマハ ティール

首相誕生 以前 もある一定の政治的枠組みの もと、国家 の安定 のため経済成 長 ・貧 困撲滅 と民族間格差是正

を第一義 に捉 えていた点 と、そのために国家計画等 を通 じて概 して一貫 した政策 を採 って きた ことか ら、

前者の一般 的見方 に与す るのであるが、近年 の傾 向 として 「分配か ら成長 へ」とす る鳥居 の指摘す る方向

性 には同意す る。それ はすで に見て きた 日本、タイにお けるグローバル化の影響 に も共通す る ものであ る

し、後 に紹介す る情報産業誘致政策 ・マルチメデ ィアスーパー コ リ ドー計画 の内容 に も顕 著に表れて きて

いる と考 え られ る。

この章 では、まず始めに タイ とほぼパ ラレル な形 でマ レー シアの地域格差 是正政策 を製 造業 の立地分散

の視点か らレ ビュー し、実際の地域格差、また分散 の対象 と しての製 造業企 業立地が それ に対 して どの よ

うに反応 したか を示す。ただ しタイ と類似 した進 出形態 を示す製造業のための非 立地依存型業態 について

は ここでは検討 しない。そのかわ り、一方でマ レー シアが近年の新たな成長 ・基幹産 業 として注 目し振興

政策 を打 ち出 してい る情報産業 につ いて、製造業 同様 に立地 に関わ る政策 の レビュー と実際の企業への意

向調査 (イ ン タビュー ・アンケー ト) に よって、分散可能な非 立地依存型業種 ・あるいは業態 について分

析す るこ とにす る。

6 Tenku Idris Tenku Hadi (1996)、p.77

7 鳥 居 高 (2000)、p.144-
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5.1.2. マ レー シアにお ける地域 格差是正 政策の背景

ここでは まず、個 々の国土政策 ・地域格差是正政策 を レビューす るまえに、その前提 とな るマ レー シア

の歴 史的 ・政治的 な背 景について説 明す る。大 きく分 ける と、地域格差是正政策に関連す るマ レー シアの

政治的背景は、(1) 独 立以前 か らの歴史的背景、(2) ブ ミプ トラ政策 との関連、(3) 政治力 の行使 と議席操作 、

(4) マハ テ ィール首相の政策、の4つ に分 けるこ とがで きる。 これ らについて述べ るこ とにす る。

5.1.2.1. 歴 史 的 背 景

イギ リスがマ レー シアを植 民地 とす る前 において、(半 島) マ レー シアで統一 された国家は、マ ラッカ

王国であ る。マ ラ ッカ王国 は、その成立以前か ら存在 していた王国 よ りも高度 の政治組織 を持 った国であ

り、イス ラムの中心 であ り、最 も強大 な国であ り、十五世紀 中頃までにはマ レー半島の大部分 の州 をその

影響 下においていた1。 当時すでにマ ラッカは国際貿易港 と して名高い位 置にあ り、原 始的 な形態のグ ロ

ー バ ル化 を担っていた と考 えることもで きる。その様子 は中原 によれ ば 「マラ ッカが東南 アジアにお いて

最 も繁栄 を極 めた貿易港 と して発展 した理由は何 であったのか。 まず、自然の良港があ った こと、豊富な

商 品が集 まった こと、マ ラ ッカの王がイ スラムに改宗 した ことも、当時海上貿易 を独 占 していたペル シャ、

アラブ 、イ ン ドのムス リム (イ スラム教徒) 商人 たちに とって大 きな魅力 であった。 ・・・マ ラッカでは

少 な くとも84の 外 国語 が話 され 、四千人の外国人の商人が住んでいた とい う。」2と い うものであった。

図5-1 英領 マラヤの人 口構成の変動

出典: 林田裕章 (2001)、p.165

しか しなが ら、イ ギ リスが19世 紀にマ レーシアにや ってきた時にはマ レー 半島には政治的 にま とまった

一つ の国家が存在 していてお らず、マ レー半島に存在 していたのは独 立 したい くつかのマ レー人の小 さな

王国であった3。 そ してその後のイギ リスの植民地政策下では、開発の舞 台 となったマ レー半島西海岸一

体 の労働力 は主に 中国人、イ ン ド人の移民で補われ、マ レー人 と植民地政策の関わ りは薄 く、結果 として

民族 としての近代化 が遅れ るこ とになった4。 マ レー人が農村 で専 ら農産物 に頼 って生活 しているのに対

し、半ば強制 的に、あ るいは 自ら職 を求めて故郷か らマ レー半島に渡 ってきた 中国人 ・イ ン ド人の中には、

その うち都 市で 自ら通商 ・貿易 ・産 業を営む ものが現れ、それが今 日の民族 間格 差の発端 とな り、それが

1 中 原 道 子 (1994)、p.17

2 中 原 道 子 (1994)、p.5

3 中 原 道 子 (1994)、p.12

4 Jill Eyre (1997)

260



第五章 マレーシアの地域格差是正政策と産業立地政策 ・産業立地動向

地域間格差 を伴 って表れ るよ うにな る。半島内で も、植民地政策の強弱に よ り西～南 海岸 で中国人 ・イ ン

ド人の構 成比が大 き く、東海岸 はマ レー人が多 くな り、このことも半島の東西での地域格差 を広 げる要因

となった。

そ うしたマ レー シアの歴史的特質 について は、の ちに首相 となるマハテ ィールが 「『マ レー人に とって

の遺伝 と環境』について は、豊かな 自然 の中で コメに恵まれ、イスラムを受け入れ てきたマ レー人の社会

に移 民 として中国人が入 り、商業の分野に進 出 して、マ レー人は多 くの農 民 とご く少数の都 市で働 く役人

とに分かれ た。イ ギ リスは 、スズ とゴムを中心 に経済 を発展 させ 、農村 を放 置 したため、マ レー人の多 く

住む農村の環境 は極 めて悪 い ものであった。そ して、 「マ レー人の経済的 ジ レンマ」は、土着 のマ レー人

が主 と して農村 に従事 し、移住 してきた中国人 が商工業を握 り、植 民地支配者 であったイギ リスが貿易、

海運、金融 な どを握 った結果、 「豊か なマ ラヤでマ レー人が貧 しい」 とい うジレンマ が起 こった。 」 と表

現 してい るのが典型 的であ り、のちのブ ミプ トラ政策を正当化す る根 拠 として述べ ている5。

一方、 国土構 造 につい ては、植 民地政策 の影響が大 きく、 当時の産物 であっ た錫鉱 山での採掘 をベース

として形作 られ て きた。錫の産地はマ レー半島主山脈の西側に長 く伸び、プル リス州か らジ ョホール州 に

まで達 してお り、最大 の産地 はペ ラ州の キンタ渓谷であった6。 イ ギ リス植 民地政府 の政策に よって形成

された都 市は西海岸 沿いに集 中す るが、それ らの都市が交通で結 ばれ るの は後 のこ とであ り、当時は鉄道

がそ うした錫産地 と海港 を結 んで敷設 され たため、マ レー シアあるいはマ レー半島での広域的 な交通ネ ッ

トワークでは陸上で は形成 され なかった。なお、クアラル ンプール も錫産業の発 展に伴 って形成 された都

市の一つ であ り、そこか ら西のクラ ン港まで伸び るクランバ レー の回廊 (コ リ ドー) は当時か らのルー ト

を示す もの となってい る。 なお1891年 の クアラル ンプール の人 口43,786人 の うち、79%は 中国人であった

と伝 え られ7、 都 市での 中国人の多 さを物語 っている。

5.1.2.2. ブ ミプ トラ政策が立地政 策に与えた影響

○ブ ミプ トラ政策が地域格差是正政策に与えた政治的含意

ブ ミプ トラ政策 の導入背 景の詳細 は他の著書 に譲 るが、直接的には1969年5月13日 の民族暴動 (「五月

十三 日事件」 と呼ばれてい る) とい うことになってい る。 その後、民族問題 の激化 を恐れた政府 は、経 済

的に貧 しいマ レー人等の優 遇 を、土着の人 (ブ ミプ トラ) を支援す るとい う形で正当化 し、新経 済政策

(NEP: National Economic Policy) とい う国家政策 の もと、実際にマ レー人に様 々な優遇 を与えて民族 間経済

格差 の縮 小を国是 としてきた。 この後 、政策 の詳細が様々な流れ の中で変化 して も、基本理念は2002年 現

在 に至るまで変わ っていない。

ブ ミプ トラ政策の導入 当時の状況 について、萩原 はラーマ ン初代 首相 と当時か ら政治活動 を行 ってい た

マハテ ィール の関係 について述べた書物のなかで 「五月十三 日事件 の原 因は、ラーマ ン首相が捉 えたよ う

な共産主義者 、人種主義者 、秘密結社 な どによる扇動ではな く、マハテ ィール が捉 えよ うと した民族間の

歴史的 に形成 され た経 済構造の 中にあった ことは明 らかで あった。それは相対的 に見た とき中国人 に有利

な経済構造 であ り、マ ラヤ連邦の独立 によ りUMNOが 政治権力 を握 りマ レー人の生活向上に向かって動 き

出 したに も関 わ らず、それが農業 ・農村開発 に留まっていたた め一定の限度 が あ り、商工業につ いては 中

5 萩 原 宜 之 (1996)、p.120

6 平 戸 幹 夫 (1994)

7 平 戸 幹 夫 (1994)
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国人 と欧米人の 自由に任 され ていたために中国人 の経済力は増 大 し、結果的にはマ レー人 と中国人 との経

済格差 は縮 ま らず、マ レー人の側に大きな不満 が蓄積 された ことにあった、 と言える」8と している。 し

か し結果 的には この事件 ののち、マハテ ィールはいったん政治 の舞台か ら追い出 され ることにな り、一方

で、ラーマ ンを中心 と した政府首脳 はブ ミプ トラ政策 によってマ レー人の優遇 を全 面的に図っていくこと

になるのである。

ブ ミプ トラ政策 は、当時 のマ レー シアの 工業化政策、地域格 差是正政策 、その他 あ らゆる政策 に影響 し

ている と考 え られ てお り、例 えば堀井9は 「マ レー シアの工業化 はいわば、 こ うした基本的政策枠組 み と

してのマ レー 人優遇政 策の 中で位置づけ られ、実施 されてきたのである。言い換 えれば、マ レー シアの工

業化政策 の実態 と問題 を明 らかに し、その特徴 を どう理解す るかは、ブ ミプ トラ政策 との関連 でな され な

ければ な らないのであ る。 」 と述べて、その 目的につ いて も 「マ レー シアにお いて、70年 代以降つ ま り、

ブ ミプ トラ政策以降 の工業化の 目的は、工業化それ 自体の促進や 工業国家建設 にあ るのではな く、ブ ミプ

トラ政策諸 目標 を達成す るこ とにある。 」 として当時のブ ミプ トラ政策 の絶対的存在 を強調 している。

五月十三 日事件 とそれに続 くブミプ トラ政策の導入は、経済政策、国土政策にみても様々な変化を与え

ている。経済政策 としてみれば、レッセフェール体制からNEP実 施のための国家主導による開発体制へと

大きく変化す ることにな り10、国土政策 としてみれば、絶対貧困層への福祉政策と農業 ・農村開発による

もののみによる地域格差是正から、もう一つ工業分散 と都市化政策の両面によるマレー人の経済的地位向

上を合わせた政策に移行することになる。ブ ミプ トラ政策の導入までは、地域開発政策の必要性は認知さ

れてはいたものの、輸入代替工業成長戦略が均霑 (きんこん) 浸透効果を通 じて分配問題を自動的に解決

するものと想定されていた11が、導入以降は国家主導の開発体制と相まって、政府が主体的に民族間格差

是正 と同時に、地域格差是正を目指す方向になったのである。

○ブ ミプ トラ政策における地域格差是正政策の具体的内容

新経済政策の諸 目標の達成方法は、上述 したように経済活動における 「国家の直接的介入」の始ま りで

あるということができる。烏居によればそれは、一つは開発予算を公企業及びその関連 ・子会社の設立、

英系および華人系企業の買収、 「開発プロジェク ト」の実施、連邦土地開発庁 (FELDA) など特定の計画実

施に資金を振 り向けることであ り、もう一つは、許認可行政の実施、すなわちライセンスの発給や行政指

導によって民間部門を政府の管理 ・監督下において目標の履行を義務づける方法である。直接介入ににつ

いてみると、マ レーシア政府は石油収入に支えられた豊富な財源によって可能 となった。しかし豊富な財

源にも限界はあり、政府は限られた資金を配分する際に、各時期において配分に戦略的な優先順位をおく

必要があった12。地域格差是正との関連では、後述するように前者は州開発公社等によってインフラ整備

に関与 し間接的に影響力をもち、後者は未開発地域での税制優遇等をもって直接的に地域格差是正を促す

政策を施 している。

そのス タンス として、石筒 は 「民族間対立の問題 がそのまま地域間格差の問題 と して とらえ られ てきた

8 萩 原 宜 之 (1996)、p.123

9 堀 井 健 三 (1991)、p.iii-

10 鳥 居 高 (2000-b)、p.199

11 H. Osman-Rani (1993)、p.140-

12 鳥 居 高 (1991)、p.34
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側面がある」としている13。70年代以降に見られ る全州での工業団地建設、主要拠点での自由貿易地域 (FTZ)

の設置、低開発地域への優遇政策などの積極的な工業分散政策はブ ミプ トラ政策における地域格差に対す

る基本的姿勢の結果として出てきたものであると考えられている。テンクが指摘するように、もともとは

別の問題であるはずの地域格差是正 と民族間格差是正の間にかなり近い相関が見て取れる14ため、実際に

はかなり重なった形で解決が図られている場合があるのも事実である。

ブミプ トラ政策 自体が持つ地域政策の具体的なイメージについては、やはり鳥居によれば、マレー人が

農村部に多 く居住 していることから、空間移動を伴 う雇用構造の再編 も行われた とされている。すなわち

図5-2に おける1の 動き (伝統的部門から近代的部門への動き) は、空間移動を伴わずに産業間移動が

行われるB (都市→都市移動) とC (農村→農村) の他に、産業間移動に従い空間移動をも伴 うDの 動き

が加わる15。

図5-2: NEPの 雇用構造再編 目標の概念 図

出典: 鳥 居 (1991)、p.3

この点について鳥居は、 「ブミプ トラ政策の 目標を達成するために諸政策を実行するNEPは 、結果とし

てマ レー人を農村部から都市部へと移動を促すメカニズムを内包 していることになる」16としている17。

実際にブミプ トラ政策による雇用政策はマ レー人の経済水準を高め、すべての産業について労働者の民

族間構成比を同じにす るため18、都市に出てきたマ レー人に対 しても政府部門、工業部門において優先的

に雇用機会を与えてきた。その結果、稲作地域から多 くの若年労働者が都市に向かって流出 して工業労働

者 として働き所得を得 る一方で、稲作農村には全般的な労働力不足が広がったのである19。こうしたマレ

ーシアの都市化政策は、本論文における地域格差是正政策の定義によれば、相対的地域格差の うち一人当

たり配分の不平等 (地域間不公平) の是正を目指す動きということになる。

ところでこうした政策の前提としての工業化を担 うのは、華人でもイン ド人でも、いわんやマ レー人で

13 石 筒 覚 (2000)、p.47

14 Tenku Idris Tenku Hadi (1996)、p.37

15 鳥 居 高 (1991)、p.39

16 鳥 居 高 (2000)、p.203

17 但 し鳥居 はそ の注釈 で 「マ レーシア政府 はNEPの 前半期 においてはマ レー人の都市化 を促 さず、地域

開発や農村 開発 を進め るこ とによって空間移 動を伴 わない雇用構造の再編成 を実現 しよ うとした。しか し、

80年 代半ば以降 の急速 な工業化の過程 でこ うした方針は放棄 された」としてブ ミプ トラ政策成立 当初 か ら

都市化の意図が あった ことは否定 している。
18 Jill Eyre (1997)

19 堀 井 健 三 (1991-c)、p.342
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もな く、70年 代か ら80年 代 を通 して外資系企業であった ことが鳥居に よって指摘 され てい る20。現に1987

年末時 点での操 業 中企業 に占める外資の比率は固定資産ベースで38%に も達す る21こ とも踏 まえて、外資

系企業 の立地政策、またそれ に関連 して輸 出促進地区の指定等 も、ブ ミプ トラ政策の 目標 である民族間格

差是正 と同時に、地域格 差是正に も大きな影響 を及 ぼす ことになる と考 えることがで きるだろ う。

マ レーシア人の外資に対する反応は、アリフ22の中で次のように表現されている。 「マ レーシアでは、

外国資本支持者、反対者の両者が存在す るように見える。社会階層、経済的利害グループ、政党の外国資

本に対する態度は分かれる。マ レー人は一般的に外国資本に対 して好意的であるようにみえる。その理由

は、FDIの 貢献により拡大 したパイのシェアの増加を通 して、人種間の経済的格差是正する機会として外

国投資を捉えていることにある。最近の研究では、マ レー人は外国資本を地場資本と提携する上でのより

よい代替策 として、また華僑資本である 「地場資本」をクラウディングアウ トする手段 として捉えている

とい う指摘す らある。」としており、ブ ミプ トラ政策において、マレー人の相対的な地位を上げるには外

資を利用 してマ レー人の所得を相対的に上昇させ民族間格差を無くそ うとい う視点が見て取れる。そのこ

とは、国内市場を対象 とす る地場資本 と、輸出基地として進出してきた外国資本の間に直接的な競合が少

ない23ことからもいえることであ り、外資受け入れを比較的容易にしたと考えることができる。

5.1.2.3. 政 治 力 の 行 使 と議 席 操 作

ところで 、ブ ミプ トラ政策 の導入 とマ レー人優遇の正 当化 が地域 との 関係 で与 えてい る影響は、経済的

な地域格 差是正以外 にも う一つ あ り、それ がマ レー人 の政治力の向上であ る。前述の よ うに、マ レー人は

農村 に多 く住 んで いた こ とか ら、農村の政治力 を相対的に上昇 させ る (逆 に華人な どが多い都市 の政治力

を低 下 させ る) ことが、ブ ミプ トラ政策 の正当化 にも繋が ると考え られた。

当時の状況 と して例 えば1960年 代末 には、マ レー人の15%の みが都市 に住 んでいたのに もかかわ らず 、

中国 人の47%、 イ ン ド人の35%が 都市に住んでいた24。鳥居 によれば、 こ うした状況の中で、まず1973年

の連邦憲 法改正に よって選挙区民の人数 、 とくに農村部 と都 市部 の格差 に関す る制約 が撤廃 され25、いわ

ゆる一票 の格 差が政治的 な問題 とされ な くなった。もともと独立憲法 な らびに62年 の憲法改正においては、

都市部 と農村 部の選 挙 区の格差 に関 して数字に よる明確 な規制 が設 け られて いた。 しか し、73年 の改正に

よってこれ らの全 ての規 制は撤廃 された のである26。

次 に1974年 のクア ラル ンプール連邦直轄領 の新設に よ り、まず元々属 していたス ランゴール州議会にお

ける直轄領 内選 挙区 (有権者17万3946人) の8議 席が廃止 された。 これ ら8選 挙区の議員 の うち野党議席

が7議 席含 まれ ていた ことか ら、新 しいスランゴール州議会 において華人系野党である民主行動党 (DAP)

を含む野党勢 力が減 退す る可能性 はこの変更 で極めて強いものになった27。 またこれ によって出来た連邦

議会の クア ラル ンプール選挙 区は、有権者 数を他 の選挙 区 と比較す ると圧倒 的に人 口規模 が大 き く、クア

20 鳥 居 高 (1991)、p.33

21 鳥 居 高 (1991)、p.34

22 Mohamed Ariff (1993)、p.24

23 Mohamed Ariff (1993)、p.24

24 Jill Eyre (1997)

25 鳥 居 高 (2000-b)、p.201

26 MCAの 資料 によれ ば、1957年 憲法では都 市 と農村 の選挙区の格差 は15%を 越 えない もの とされてい

た。 鳥居 高 (2000-b) よ り。

27 鳥 居 高 (2000-b)、p.202
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ラル ンプール 市民の一票 の価値 が低 い。 この傾 向は74年 以降いっそ う拡大す る趨 勢 となった28。選挙 区間

の格差は先 に触れ た1973年 の憲法改正に よって容認 され ることになっていたのであ る。

この傾 向はクア ラル ンプール に限 らない。1986年 以降 において もマ レー人人 口比率が高 くなれば なるほ

ど、一人 当 りの選 挙 区民の数が小 さ くなる傾 向を読み取 ることができ (表5-1)、 マ レー人 区に優位 な

選挙 区割が全国 でも行 なわれてい る29のである。

鳥居は こ うした事実 を踏 まえ、クアラル ンプール な ど華人が多い都 市部 よ りもマ レー人が多い農村 部に

重点が置かれて いたこ とを意味 し、マ レー人の政治的優位性の確保、とい う点か ら考 えれば、マ レー人人

口が相 対的 に高 い農村部 にマ レー人 によ り有利 な選挙 区 (マ レー人区) を配分す るこ とによって、UMNO

が 目指 したマ レー人の政治的優位性 の確保 が達成 されていた としている。

(出所) 1986年 はRachagan [1987]。

1990年 はUtsusan Maiaysia, 1995年 はNew Straits Timesよ り作成。

(注) 半島部 の みで、サ バ ・サラ ワク州の議席 をふ くまない。

表5-1 下院選挙における種族比率と選挙区数 ・平均有権者数の分布の推移

出典: 鳥 居 高 (2000)、p.202

5.1.2.4. マ ハ テ ィー ル 政 権 の 影 響

マハテ ィール 首相は、今 で こそマ レー シアの政治 ・経済 を担 う統治者 、あ るいは場合 に よっては独裁 者

として扱 われ る ことが あ り、確か に1981年 の 首相就任に よってマ レー シアの政治 ・経 済の方 向性 、また本

論文 との 関連 で地域格 差是正 に関す る政策について も大きな変化が あった。しか し就任 した当初 の80年 代

前半 にお いては、内外 に変化 を及ぼす要因が多 くあ り、そ うした様 々な外 的要 素が絡み合 って変化 を生み

だ した と考 え られ る。

28 鳥 居 高 (2000-b)、p.205-

29 鳥 居 高 (2000-b)、p.205-
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まず 当時のマ レーシア国内の要因 と して、ブ ミプ トラ政策に よる政府 主導の政策運営が財政支出 を肥 大

化 させ 、財 政制約 が厳 しくなっていた こ とが挙げ られ る。萩原他 は、連邦政府 の支出がGNPに 占める比率

は1990年 には31.3%に も達 し、同年の 日本 におけ る中央政府支出の対GNP比 が16.7%で あ ることを考 える

と、新経 済政策 の元 での連 邦政府 に よる経 済の介入 がいか にす さま じい ものであったか、とい うことを指

摘 してい る30。それ は、新経 済政策 の下、マ レー人のための大規模 な地域開発や産業開発 を行 ったために、

財 政制約 がいっそ う厳 しくなったか らで ある。お りしもマハテ ィール政権が成立 した80年 代 の初期はイ ギ

リス、ア メ リカで はサ ッチ ャー首相 とレーガン大統領 、そ して 日本では 中曽根政権が登場 した時期 であ り、

この時期にマ レー シア もその流れに沿 って民活 を進 めた31。

しか し、マ レー シアの民活は他 の欧米諸 国 とも異 なる特殊 な もので、ブ ミプ トラ政策 を維持す るために

多 くの許認 可政 策は残 す こととなった し、国産 車計画や石油事業な どは、株式会社化 して も連邦政府 が株

主等 として影響 力 を保 持す るな ど、官民の一致団結体制 を示す とい うよ うな ものだった。それ を象徴す る

のが、有名 なル ックイー ス ト政策 と並んでマ レーシアの高度成長期 の経済政策 を代表す る 「マ レー シア株

式会社構想 」(1983) であ り、そ うした理念 を 自ら主導的に押 し進 めてい ったのがマハテ ィール首相であ る

といわれてい る。官 民の関係 については、マハテ ィー ル首相 自身、 「ア ジア経済の再生は 日本 の経済回復

にかかってい るが、 日本 は欧米か ら 「日本株式会社」 とレッテル を貼 られた政府 (官庁) と企業 の協力関

係 か ら決別 し、欧米 式の官民分離へ脱皮 しよ うとしているよ うだ。 …「 日本株式会社 」は よく役割 を

果た して きた。この システ ムを急に捨て去れた、政府側 も民間側 も完全に違 うや り方を採 り入れ なければ

な らな くな り経 済混乱 を招 く」32と述べて官民の密接 な関係 を肯定 してい る。 それ は経済危機 後の経済金

融政策 について もい えることであ る。

もっ とも、実際の政策転換に よ り大 きな影響を与えたのは80年 代前半の不況であ り、経済不況 によって

それ までのNEPの 諸政策 の諸 目標 が一 時的 に棚上げに され、経済成長 を促すためにICAの 取得義務対象企

業の条件緩 和、さらには外資の導入のための投資促進 法の整備 な ど、民間資本 を積極的 に導入 し経済成長

の回復 が図 られ たのであった33。

具 体的 な工業 政策 の変化については、鳥居が、(1) 明確 な産業育成政策 、(2) 政府 直接出資の工業化、(3) 連

邦政府支 出の削減、(4) 民活 、(5) 規制緩和、の5つ に分類 して述べてい る34が、 この うち地域格差是正政策

への影響が大 きいのは (3) と (4) であ り、政府主導 で元々ポテ ンシ ャル のない地方 での工業 を振興 してきた こ

れ までの方針 を変更 して、(1) 産業育成 に関わ る一部の産業 (重工業 ・自動 車) を除 いて民間での動きに任

せた こ とが、都市化の さらなる容認 とい う形 で現れ る。インフラ整備 につい ても高速道 路がお しなべてPFI

で建設 され たのをは じめ、民活ベー スでの整備 が 目立っている。また(1) 産業育成政策の方針は、後述 の情

報化政策 にお いて も重要な位 置を 占めてお り、情報産業集積 であ るマル チメデ ィアスーパー コ リ ドー の国

を挙げての育成 とい うスタンスとな ってい る。

30 萩 原 宜 之 ・今 岡 日出起 (1994)

31 生 田 真 人 (2000-d)、p.9-

32 マ ハ テ ィー ル ・モ ハ マ ド (2000)、p.52

33 鳥 居 高 (2000-a)、p.157

34 鳥 居 高 (2000-a)、p.153-
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5.1.3. マ レー シアの 国土計画体 系 と政策の変遷

5.1.3.1. 計 画 体 系

マ レー シアにおけ る、地域格差是正政策 を含 んだ国家 ・国土計画体系は他国 に比べ てやや多層的 となっ

ている。独 立以 降、全国 レベル では、これ までに紹介 した新経済政策 とそれ に連動 してい る長期展望計画

(OPP1: Outline Perspective Plan) 等の、10年 ～20年 単位 の政策 ・計画が最上位 あるいはその次に位 置 して全体

の方 向性 を整 え、それ を5年 ごとに策定 され るマ レー シアプ ランに よって具体的 なセ クター別計画 にブ レ

ー クダ ウンす る。 このマ レー シアプ ランは概 して 日本 の全総 よ りもやや 具体的な もの となってお り、大ま

かな予算配分 まで規定す るもので ある。国土 レベル では この他 に国家空間計画 (National Spatial Plan) がで き

る予定 だが、 これ はインフ ラ事業や地域開発計画は含 まず専 ら土地利用や環境保全 の 目的 で策定 され る

(予定 の) もの であ る。

2000年 現在 では、マ レー シア を2020年 までに先進国入 りさせ ることを目標 とした ワワサ ン (ビジ ョン)

2020を 理念的 な最 上位 計画 とし、その下に1991年 か らの10年 間を期間 とす る国家開発 政策 (NDP: Natioanl

Development Policy) 及 び第 二次長期展望計画 (OPP2: 2nd Outline Perspective Plan) があ り、さらにその下で5

年 ご とのマ レー シアプラン ・及び そのセ クター別 計画 がある とい う体系立てになってい る。

ここで はその うち地方分散政策の具体的 な内容 に関連 して くる政策であ る、長期計画のNEPとNDP、 及

び 中期計画のマ レー シアプランを時代 を追って見てい くこ とにす る。

5.1.3.2. NEPとNDP

(1) NEPとOPP1 (1971-1990)

前述の よ うな歴 史的な背景の もと、元々政策 自体 は政治的な色彩 の強い ものであ り、特 にマ レー人の優

遇 を明確 に した。具体 的には、

(1) 貧困の撲滅

(2) 雇 用機 会の創 出 と失 業の解 消

(3) すべての経 済機構 にすべての人種が参加 できるよ うにす ること (実質的 には商工業部門におけ

る雇用 、資本 のマ レー化)

を明言 し、その実現のた めにそれ までの レッセフェール的な政策 か ら国家主導的 な開発体 制に移行 した。

具体的 には、1969年5月 に起きた前述 の人種暴動が、マ レー シアにおけ る人種 グルー プ間の経済的、政治

的不平 等の深 刻 さを示す ものであった とい う解釈の もと、これ までの成長第一主義戦 略を修正 して民族 間

平等を達成す るこ とを 目的 とし、それを政策 として実現す るために、NEPと 策定 した上で実際の投資計画

とな る (第二次) マ レー シア計画に組 み込んだ。 この後、同時の ラザ ク首相 (第二代) は、マ レー語 の公

用語化 な どでマ レー人優先政策 を さらに明確 に し1、1970年 代 はこのブ ミプ トラ政策 を中心に、下位 のマ

レー シア計画や それ に続 く政策 が形作 られ てい くこ とにな る。

1 谷藤悦 史 (1996)
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NEPは 、貧 困 を根 絶 し民族 間の社 会経済的格差 を減少 させ ることを第一 目標 としていたため、その枠組

みの 中で例 えば工業団地 の増設 は、経済的後進地域の他 、農村や小都市の近代化 を同時に狙 った ものであ

ったので、 レッセ フェール時代か らの移行 とい って も、必ず しも農村志向的な政策ばか りが行われ たわけ

ではなか った。国内資源の利 用、労働集約的技術の奨励 、工業技術 の開発 、都市の過密の軽減 、そ して商

工業におけ るブ ミプ トラ参加 の促 進 もNEPに よ り振興 され たのだが、 これ も最終 的には民族間格差 の是

正 ・解 消を 目的に練 られ た ものであ る。 また後述す るパイオニア ・ステー タス、投資税延 べ払い、輸 出奨

励 、増資引 当金 の他 、地方 立地に よる財政上 のイ ンセ ンテ ィブな ど、現在 まで続 く企業進出に伴 う各種優

遇政策の原型が導入 されたの もこのNEPの 計画期間 中であった2。

この期間 中、財政悪化 ・不況 ・その後の外 資導入 な ど外部条件 も大 き く変化 し、また政策面で も民活化

等 が進 め られ るな ど したが、その際の政策 の方 向性 の調整は、専 らマ レー シア プラン以下の計画や政策に

よって行われ、長期計画で あ り国家 の根本姿勢 とも見な されていたNEPの 基本 方針は不変 のまま計画期間

を全 う した。

(2) NDPとOPP2 (1991-2000)

NEPが20年 の計画期 間 を終 えた1991年 当時は、外資導入 による経済成長のただ 中にあ り、絶対貧 困率 も

劇的 に減少 し、また政策 的には民活路線 が成功 を収 めていたので、状況的 にみ る と転換点 とは必ず しもい

えない時期 であった。しか し、経 済成長 とともに労働力不足の解 消や高付加価値化が課題 となっていた り、

新たに都市問題 な どが発 生 した り、未だに民族 間経 済格差が縮小 し切れ ない状況な どを踏 まえて、NEP時

代 よ りも民間 の活力を導入す るとい う視点 の もと、新たな課題 に対応 すべ く、期間 を10年 に して政策を立

ち、上げ る ことになった。

NDPに おい ては、基本政策 は、

(1) 政府 の関与の抑制 (政府 の関与は教育 と訓練 に重点)

(2) 経 済の 自由化

(3) 全 コ ミュニテ ィの仕会経済参加

の3つ であ ると されてお り3、NEPに 比べ ると、マ レー人の地位 向上 とい う文言 よ りも、すべてのマ レー シ

ア人の利 益、 とい った文 句が多 く並べ られ、ニ ュア ンスを若干異に している と思われ る。 しか し谷藤が

「(NDPは) 公 正で統一 され た社会 を創造す ることを 目的 として、公平性 、均衡 とい う点が強調 され てい

るが、そ こには、各経済部門の均衡 的な発展 と、地域 間格差 、社 会的格 差の是正 とい う課題 が含 まれ てい

るのがい うまで もない。 しか しなが ら、も う一つ留意 しておかなけれ ばな らないのは、均衡的な発展 、開

発 とい うことの 中に、人種 間の経 済格差 、仕会格差の是正 とい う意味が含 まれ てい ることである。要す る

に、マ レー人 と華 人の間 の格差 を是正 し、人種構成 に比例 した形 での均等 な開発 と発展、さらにその開発

の成果 、富を人種構 成に比例 して均等的に配分 す る、すなわち より多 くの成果 と富をマ レー人に還元す る

2 ただ しオスマ ンラニ (H. Osman-Rani (1993)、p.140-) によれば、マ レー シアにお いて比較的最近 になっ

てか ら産業 の分 散に対 し関心が高 まったのは、一部の発展途 上国で経験 され たよ うに、地域計画が近年に

なってよ うや くたて られ るよ うにな った ことが大 きな理由になっているのではな く、比較 的最近 において

仕会経済政策 の優 先順位 が変 更 した ことに よるとされ てい る。
3 日本国際協 力セ ンター ・国際開発セ ンター (1996)
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ことに よって、経済的、社会的な平等が果た しうるとい う考えがそ こに示唆 され ている。」4と 述べ るよ

うに、民族 間 ・人種 間格 差の是正がその究極の 目的である とい うことには変わ りがない とい う説が一般 的

となってい る。

具体的な内容 と しては、例えば (NDP達 成の) 戦略遂行において 「すべてのマ レーシア人、特にブ ミプ

トラ社 会に対す る経 済成長 の利益の公平かつ公正な分配 を促進す るた め、社会 ・経済的な不平等 ・不均衡

を削減 し、さ らには撤廃す る」 「各州間及び都市部 と地方 との間の経済格差 を縮小 す るこ とに より、国民

的統合 を促進す る」 とい った基本方針 があ り、貧 困撲滅の具体的な方法 として 「地域格差 、特に半島 と東

マ レー シア問の格差 の解 消及 び都 市部 の貧 困問題 に注意 を払 う」 といった施策5が 並び、 さらには社会 の

再編成 として 「都市 のマ レー シア化 のためブ ミプ トラが小売業に参加 してい く必要があ る」6と いった政

策が盛 り込 まれてい る。

第 二次長期展望計画 (OPP2) において も、不均衡是正について、 「…地 域開発戦略は、国内の州間に

ある大 きな経済発展 の不 均衡 を軽減 し、それ によ り所得分配を改善す るために実施 され る …。 …

立地 による工業団地 の専 門化 とい う考え方 を推進す るなかで、政府は設備が十分に整った工業団地 を開発

す ることによ り産業 の分散 を促進す る。つ ま り民間投 資家 に とり、地方に立地す る ことがよ り魅力的にな

るよ うに、このよ うな後進 地域 の工業団地には、十分 な物的施設や教育、衛生そ して住 宅 とい うサー ビス

が整備 され る。後進 州にお けるこのよ うなイ ンフラス トラクチ ュアや社会サー ビスに対す る投資 は、これ

ら工業団地が地域開発 に貢献す る新 たな成長セ ンターに発展す るよ うに計画 された ものであ る。」とい う

形 で触れ られ 、地域格差 是正の中に工業分散 も含まれ る ことが述べ られてい る。

5.1.3.3. マ レ ー シ ア プ ラ ン

(1) マ ラ ヤ 計 画 と第 一 次 マ レー シ ア プ ラ ン (1966-1970)

第 二次世界大戦後 、独 立以前はイギ リスが開発計画 を担 っていたが、1945年 英国植 民地開発福祉法 (the

United Kingdom Colonial Development and Welfare Act of 194) に基づいて半島マ レー シアの開発 計画 として

策定 され た 『1950年 開発 草案 (DDP: 1950 Draft Development Plan)』が戦後最 初の国土計画 と見なす ことがで

きる。草案 は植民地政府 下の高等 弁務官経済諮問事務所 (Office of the Economic Adviser to the High

Commissioner) によって策 定 され たが、内容 的には主 に貿易、経 済開発 な どにつ いて寄せ集 め的に策定 され

た もの にす ぎず7、 地域 格差是正等が含 まれ た内容ではなか った と考 えられ る。

独立以降 、シンガポール が分離す るまで (正確 には1963年 まで) マ レー シアはマ ラヤ連 邦 といわれ、国

土計画 もマラヤ連 邦五力年計画 と して第二次まで策定 され た。そののち、1965年 の シンガポール分離 を経

て、現在 の国土 で最 初のマ レー シアプラン (第一次) が策定 される。

第一 次、第二次のマ ラヤ連邦五力年計画は、農業開発 によるマ レー人の生活 を向上 させ、社会資本 の整

備や人材 の育成 によ り産業基盤 の充実 を図 るとい うものであ り、工業化 につ いては外国資本 と華 人資本 に

4 谷藤悦史 (1996)

5 この政策 につ いては、よ り具体的 に 「貧困 ライン (月間家庭所得370RM) の半額以下の最貧 困者層 (90

年は全家計 の4%) へ の援 助 と並び、貧困層割合 の高 い州 (サバ ・クランタン ・トレンガヌ ・ケダの4州

では貧困 ライン以 下の家計が30%以 上 いる) 及び非マ レイ系の貧 困家計へ の支援 も重点的に行 う」といっ

た ことが表明 され てい る。 日本 国際協力セ ンター ・国際開発セ ン ター (1996) よ り。
6 国際協力事業団 (1994)

7 Tenku Idris Tenku Hadi (1996)、p.51
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よる民間企 業の活動 に委ね ていた8。 また第一次マ レー シアプ ランも農業 中心 (農業部門に公 共開発支出

の23.9%、 農 業灌概 事業、農 業の多角化 、ゴムの植 え替 え等) であ り9、また半島マ レーシアに公共開発投

資の80%が 支出 されてお り10、地域格差是正 とい う意味あいでは特質すべ き ところは見あた らない。

そ もそ もここまで の レッセ フェール体制時代は、種族融和 を原則 として、連盟 党体制 によって担保 され

た非マ レー人社会 による 自由な経 済活動 によって もた らされ る経 済成長 の達成が、マ レー 人へ の分配政策

よ りも重視 され た。 経済活動は主に英国人 と華人 によって 自由に行われ ることが前提 とされ てお り11、マ

レー人に対す る分配政策 は この経済成長 に伴 う 「浸透効果」(Trickle Down Effect) にその多 くが期待 されて

お り、特定の政策 はマ レー人が多 く居住す る農村開発 な ど部分的 に しか行 われ ていなか った12。 そ うした

思想 の元で策定 され たマ ラヤ 計画及 び第一次マ レー シアプ ランにつ いて も、公共セ クター のフ レー ムワー

クを除 けば、民間活動に対 しては 「ガイ ドライ ン」13程度の意味合 いで しかなかった ことにな る。

(2) 第二 次 (1971-1975)

NEPの もと初 めて策定 された第二次マ レーシアプランは、前述 した背景に基づ くブ ミプ トラ政策導入を

踏 まえて、第一次 までの国家計画か ら方 向転換 され た。1971年5月27日 にラザ ク首相が第二次マ レーシア

計画の概要 を発表 し、マ レー人の間に商工業社会 をつ くるた めに社会を再編す るこ とを明 らかに し、7月

11日 に計 画全文 が発表 され、同12日 に下院 を通過 した。 この計画は、(1) 全てのマ レー シア人の所 得水 準の

向上 と雇用機会 の増大に よって貧困 を除去す ること、(2) 民族間の経済格差 をなくすた めに社会 を再編す る

こ と、を二大 目標 に掲げた が、実質的 には農業の生産性 を向上 させてマ レー人の所得を増大 し、マ レー人

を商工業 に参入 させ て雇用機会 を増大 し、所得 を向上 させ ることであった14。特 に これ までの国家計画 と

異 なる三つの特徴15と して、

(1) 公 共投資が拡大 され 、国家の経済への積極 的な介入。

(2) 農業開発か ら工業開発へ の重点の移行。 一次産 品等加工、繊維 な どの振興。

(3) 経済のマ レー化。

といったNEPに 沿った方 針転 換が見 られ 、また この ころを境に新興工業国家 としての基本 的な方向性 が定

まって くる。計画全体 と してみて、第二次プ ランは これまでの レッセ フェール的 (あ るいは民 間活動 の受

け身的) 立場 を改 め、経済活動やその他あ らゆ る活動 に政府が積極 的主導的 な役割 を果たす16と い う点で

大 きな転換点 となった。

地域格差是正政策 についてみ ると、第 二次 プランで貧困の撲滅 と種族 間 ・地域 間の富の分配 の不公正の

是正 とい う達成 目標が示 され たの を受けて、後述 の投 資奨励 法が改正 され、雇 用 を促進 し、かつ地域 間格

8 萩 原 宜 之 (1996)、p.84-

9 マ ラ ヤ 計画 ま で との 明確 な違 い は、 マ ラヤ 計 画 が モ ス クや マ ー ケ ッ トな どの「 す ぐに 結 果 が 出 るプ ロジ

ェ ク ト (Quick Riesult Projects)」 に 焦点 を絞 っ てイ ン フ ラを供 給 してい た の に 対 し、第 一 次 マ レー シ アプ ラ

ンで は 幹 線 道 路 ネ ッ トワー クや 電 力 、通信 な ど、よ り大 きな イ ン フラ へ の投 資 へ の 供 給 に 方 向性 が変 更 さ

れ た こ とで あ る。Tenku Idris Tenku Hadi (1996)、p.60よ り,

10 谷 藤 悦 史 (1996)

11 Tenku Idris Tenku Hadi (1996)、p.52

12 鳥 居 高 (2000)、p.148-

13 Tenku Idris Tenku Hadi (1996)、p.52

14 萩 原 宜 之 (1996)、p.131

15 谷 藤 悦 史 (1996)

16 Tenku Idris Tenku Hadi (1996)、p.61
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差 を是正す るた めに、労働集約産業、地域開発産業の育成 を 目的 とする ような修正が加 えられた17。

一方、 工業分散 にも積極 的に取 り組む こ とにな り、工業団地の全州へ の建設、 中心都 市か らのスピル オ

ーバー効果 を狙 った成 長の極戦略 (Growth Pole Strategy)、さらにFTZを 設 置 し外 資を誘致す る とい う方策 を

同時 に実行 した。工業団地建設は主に低 開発 地域 の工業 育成 を 目的 としていたが、都心 の工場 を農村部 に

移転す るので はな く、新 規の工場 立地 を農村部に持って くるとい う手法であった18。

国土構造へ のアプ ローチ と しては、低 開発 地方 の中心地 である人 口3万 ～5万 程度 の都市、ない しその

近接の町 を経済 開発 の拠点 に指定 し、そこへ重点的な公共投資 を行 う方針 を1970年 代前半 に打ち出 してい

る19。

(3) 第三 次 (1976-1980)

第三次マ レー シアプ ランは、NEPと 第二次プ ランを受けて、ブ ミプ トラ政策 の 目的の一つ であ る 「地域

間の経 済お よび構造格 差を解 消す るために農業 と工業 の地域開発 を行 い、そのなかに成 長セ ンター を育成

す る」とい う目的を実現す るための諸措 置を開始 した時期 にあた る。政策の基本的な方向性 はNEP及 び第

二次プランを受 け継 いだ ものであ るが、特 に地域格差 と関 しては、第二次プ ランの中間報告 (the Mid-term

Review of the Second Malaysia Plan) において民族格差 との関連性が明確 に定義づ け られた20の を受けて具体

的 な政策が 打ち出 され る。 「地域間の経済不均衡 をただす」ために、後進 地域優 先の公共投 資を進め、 「人

口稠密地域 での人 口集 中を避 ける」ことをめざ した21ので あった。公 共投 資総額186億 リンギの第三次マ レ

ー シア計画が発表 され、農業 ・農村開発 に25.5%、 運輸 に12.5%、 公益事業 に11.5%、 社会 ・教育に16.6%、

商工業に9.5%を 割 り当てた。その 目的 としては、(1) 農村 と都 市の貧 困の解消、(2) 鉱業、製造業、建設業に

お けるマ レー人 の雇 用の拡大 、(3) 土地 、固定資本 、機械 資本にお けるマ レー人の シェアの拡 大、(4) マレー

人の企 業家精神 の育成 一な どブ ミプ トラ政策 の推進 を挙 げていた。特 に、ブ ミプ トラの投資 を促進す るた

めに、ブ ミプ トラ投 資基 金 (YPB) をつ くり、 二億 リンギ を割 り当て ることを明 らかに した22。

この時期 に新 たに展 開 された具体的な地域 開発計画 には様 々な タイプがあって 目的 も異 なるが、主 に3

つに分類 す るこ とがで きる。 第一は、地域開発公社 (RDA) であ る。 この タイ プには東南 ジ ョホール地域開

発公 社や 中央 トレンガヌ地域 開発公社 な ど、七つの地域開発公社が含 まれ ている。第二は、既 存村落地の

開発 を 目的 とす る統合農業 開発型 の公社で、ム ダ地域農 業開発公社 (MADA1970)、 クムブ地域農業開発公

社(KEMUBU1972)、 西 ジ ョホール農業総合開発公社 が これ に入 る。第三 は、都 市 自治体 の再開発 を主な 目

的 とす る計 画で クラン地域開発計画 (Klang Valley) な ど四つの地域計画が これに入 る23。

工業分散 に関連 す る政策 につ いて も、基本 的な方向性 は第 二次プ ランと同様 であるが、工業調整 法が施

行 され24製 造業企業 に対す る コン トロールが本格化す る1975年 以降、工業分散 に対す る風向きに変化が生

じる。 この時期 取 られた政策 の うち、1971年 の 自由貿 易地域法 に基づいて指定 された十数 地点のFTZ (自

17 北 村 か よこ (1991)、p.108

18 石 筒 覚 (2000)、p.48

19 平 戸 幹 夫 (1994)

20 Tenku Idris Tenku Hadi (1996)、p.63

21 平 戸 幹 夫 (1994)

22 萩 原 宜 之 (1996)、p.148

23 堀 井 健 三 (1991-b)、p.142

24 工 業 調 整 法 で は、 全製 造 業 企 業 に対 し、 ライセ ン ス の取 得 を義務 付 け、NEPの 諸 目的 の 履行 を義 務付

けた。

272



第五章 マレーシアの地域格差是正政策と産業立地政策 ・産業立地動向

由貿易 地域) は 、主に既 存集積 であ るクア ラル ンプール大都市圏、ペナ ン島周辺及び ジ ョホール周辺 に立

地 し盛 況を極 め る一方 で、投資奨励 法等に も とづ く地方でのイ ンセ ンテ ィブはそれ ほど強力な ものがお こ

なわれ なかった。

(4) 第四 次 (1981-1985)

第 四次マ レー シアプ ランも、基本 的にNEPの 方針 に従 って民族 間格差是正 とい う至 上命題の もと、地方

開発 ・格差是 正が重視 されていた25。 しか し策定後ま もな く、 これ まで の政府主導 の開発 のつ け として財

政悪化が深刻化 し、また世界的 な不況 の波 にも大 きな影響 を受 け、こ うした状況 に対応す るた め、新 しく

首相 に就 いたマ ハテ ィールの もと、民活 政策 を基本 とす るその後の第五 次プランでの方針変更や1983年 の

「マ レー シア株式会社 (Malaysia Incorporated) 構想」等に代表 され る新たな政策発表 に繋 がることになる。

この時期の主 な変 更点は、それまでの工業化の成 果を踏 まえて、重心 を農業 ・農村開発か ら工業開発 に

本格的に移 して いる とい う点であ る。それは公共部門 (連邦政府並 びに州政府 、公 企業な どか らなる) の

開発 支出に見 られ、農業 ・農村開発への支出が第二次プラン期には公共部 門開発支 出全体の21.7%、 第三

次プ ラン期には18.7%と いずれ も部門別支 出の一位 を占めているのに対 し、第四次プ ランにお いては この

構成 に変化が見 られ、開発予算支出全体の27.3%が 商工業部門に充て られ、従来重要な地位 を占めていた

農 業 ・農村 開発 に対す る支出は11.8%を 占めるに過 ぎなかった。 これ を鳥居は、政府 がその役割 を 「工業

開発 」に限定 した明確 な現れであ ると してい る26。

またこ うして商工業 に配分 された予算 は、ブ ミプ トラ殖産振興後者 (MARA)、 国営企業公社 (Pernas)、各

州 の経 済開発公 社 (SEDC)、 都市開発庁 (UDA)、 国営持ち株会社 (PNB)な どのマ レー人の商工業への進 出を

促進す る機 関に配分 され 、また1980年 に設立 されたマ レーシア重工業公 社 (HICOM) や1983年 のマ レー シア

初 の国産 自動 車会社 であ るプ ロ トン (Proton) に合わせ て、国策に よる特 定産業 の振興 を 目指す契機 となっ

た計画 でもあった。

(5) 第五 次 (1986-1990)

第五 次マ レー シアプ ランを策定 した時期は、様々な意味 で転換点 とな るところであ る。それ までの財政

悪化や不況 を踏 まえて民活政策 を打 ち出 したの もこの ころであ り、また この計画を機 に再び長期の経 済成

長 を達成す るこ とにな る。地域格差是正 とい う観点 では これ 以降、都 市化 が さらに激化 して格差は拡大 し、

都市問題 は深刻化 の一途 をた どろ ことになる。具体的には経済不況の影響 が非 常に大きく、それまでの

NEPの 諸政策 の諸 目標 が一時的 に棚上 げにされ、経 済成 長を促すためにICAの 取得義務対象企 業の条件緩

和、さらには外 資の導 入のための投 資促進 法の整備 な ど、民間資本 を積極的 に導入 し経済成長の回復 が図

られた。 これ らの諸対応 は 、グ ローバル化の進展 に沿 って、また折 しもの円高傾 向による 日本 を中心 とす

る外国資本の導入 に成功 し、87年 以降再び高度成長への軌跡へ と復帰 した27。

第五次プ ランの基本 的な視点は、マ レー シアの公 共投資の重点化 と、民間活力の導入であ り、具体的 に

政府 は専 ら、

25 平 戸 幹 夫 (1994)

26 鳥 居 高 (2000-a)、p.153-

27 鳥 居 高 (2000-a)、p.157
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(1) 農村 開発 (ゴム植 え替 え、灌漑 に よる米の二期作)

(2) 社会 資本 の充実 (運輸 ・通信 ・公益事業)

(3) 社会 開発 (教育 ・訓練 ・保健 ・社会 サー ビス)

とい った分野28を 重点的に政策でカバー し、工業化については民間 のイニ シアチブに任せ る とい うスタン

スを取 った ため、民営化政策が本格的 に進 められ、開発支 出は大 きく削減 され た29。この時期 の公共支出

総額690億 リンギの内訳 は農業17.2%、 イ ンフラ44.7%、 工業14%、 教育8%等 とな ってい る。

・地域発 展戦略 と人間発展 戦略

この第五次プ ランの時期 は、地域格差是正政策の上で も第 四次プランか ら大 きな転換があ った。平戸30に

よれ ば、第四次マ レー シアプ ランの段 階までは各州への開発 計画の貼 り付 けと実施 を重視 したいわゆる

「地域繁 栄戦略 (Place-Prosperity Strategy)」 が とられ てお り、第三次及び第 四次マ レー シアプ ランでは、一

人当た りGDPに ついて は最 下位の クランタンが90年 に全国平均の三分 の二を越 え、旧ス ランゴール との格

差 も二分 の一以 内にな るとい う目標 が示 されていた。ところが第五次マ レー シアプランではこ うした 目標

値が放棄 され 、従来 の地域 繁栄 戦略 か ら後 進地域か ら先進地域への人 口移動 に よって、一人 当た りGDPの

格差、つ ま り地域格差が縮小す るとい う、いわゆ る 「人間繁栄戦略」(People-Prosperity Strategy) への転換

が図 られ た とされ る。

これ を本論文 の分類 でい うな ら、地域発展戦略は地域 的配分 の不平等 (地域 間不平等) の是正 ・緩 和に

あた り、一方、人間発展 戦略は一人 当た り配分の不平等 (地域間不公 平) の是正 ・緩和 に相 当す る。平戸

はこ うしたスタンスの変 更について、 「『人 口移動 による格差是正』 とい う政策は、後進地域 に対す る政

策 と して は無策 に等 しい。また、経済的衰退 を伴 う人 口移動 とい う現象が発生 してい る地域に関 して、一

人 当た りGDPを 地域格差 の指標 にす る ことについても問題 が ある。人 口流 出の規模 と態様 によっては、い

わば 中身 と しての経済活動 を支 える器 と しての社会 的フ レーム ワー クの崩壊 にまで逢着す る。 」31と して

強 く批判 して いる。 これ は、絶対的地域格差 とい うも う一つ の問題の軽視か ら起 こる問題 であ り、後に示

す本論 文での視点 と共通 の認識 とな ってい る。

・民営 化 と工 業分散

80年 代中葉の 財政悪化 ・不況 とそれ に続 く民営化への方針転 換及 びそれ が工業分 散に果 た した役割 につ

いて もう少 し詳 しく述 べてお くと、転換後 は、公企 業の民営化、外資出資比率規制の大幅 な緩和 、工業調

整法 に基づ く製造業 ライセ ンス取得義務 の緩 和、投 資促進法の制定、後述 の工業 化マ スタープ ラン等の策

が次 々 と打 ち出 され、民間資 本を積極的 に導入 した経済成長の回復 が図 られ た。

但 し前述 のよ うに民営化 自体は、西欧 の レベル で見る と徹底 した ものではな く、例 えば政府 系企 業の民

28 萩原宜之 (1988)

29 鳥居高 (2000-a)、p.157

30 平戸幹夫 (1991)、p.331-

31 平戸は こ うした絶対 的格 差に よる弊 害の具体 例 として、 一人当た りGDPの 最 も低 いクランタン (マ レ

ー シア全国平均 に対 して半分 以下の水準 で0.4) の例 を挙 げ、 「農業活 動の顕 著な後退が発 生 してお り、

この こ とは この地域 の農 業の中で最 も重要な稲作 での停滞、耕 作放棄 田の拡 大や ゴム小農部門の生産 の停

滞が少 なか らず 影響 しているこ とは明 らかで ある」 としてい る。
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営化において も、政府 は資本参加等 を通 じてやは り間接 的に関与 してい る場合 も多 く32、現在 に至るまで

民営化 路線 が貫かれて いて も、財政危機に陥 った民営化企業 を国が買い取 る等の措 置 も行 われ ている状況

であ る。 しか しともか くこれ らの諸対応は折 しもの円高傾 向のもとで、日本 を中心 とす る外 国資本 の導入

につなが り、87年 以降マ レー シアは再び高度成長への軌跡へ と復帰 したのであ る33。

民営化 は、財 政負 担の大 きいイ ンフラ整備 につ いても広 く行われた。港湾な どの公的部 門の民営化だけ

ではな く、新規のイ ンフラプ ロジェ ク トに対す る民間資金の導入 も盛 り込 まれ ていた。高速道路、新国際

空港、クラン港 ウェス トポー トの建設はその例 である。こ うしたイ ンフ ラ部門の民営化 の流れ を地域格差

との兼 ね合いで観察す る と、効率性 とい う面で利点 の多 い都市部のイ ンフラ整備 を優先的 に進 める結果 と

なった34。 こ うした動 きを平戸 は、 「地域的には、イ ンフラの整備 された ところに投資がは りつ き、従 っ

て地域格差 は必然 的に拡 大す るとい う構図 に成 らざるを得 なか った」35と してい る。

また1986年 に投資奨励 法が投資促進法に改め られ 、それ までの低 開発 地域 に対す る投 資奨励措置が (一

部) 廃止 され たこ とな ども踏ま えて、石筒は 「(第 五次プラン期 の) 地域開発 戦略は 『後進地域優先主義

的』戦略か ら、 『連 邦主導 ・効 率主義的』戦略へ と転換 し、都 市部のインフラ整備や工業団地開発が以前

にも増 して重要 になった」36と してい る。

・第五次 プラ ンに おけ る記述

第五次 プランを具体 的に見てみ ると、民営化に したがって具体的 な地方分散政策 に明確 な変化が見 られ

ることがわか る。

第五章 「地域 ・都市開発 」の冒頭で 「経済格差 の減少(Reducing Economic Disparities)」(p.165) を明記 し

てい るものの 、 「産業分散戦略 のイ ンパ ク トが限界的であった ことは、第五次計画期間において工業 立地

を指示す る上 で、異なっ たアプ ローチ を必要 としている。第五次計画 の産業分散 にお ける主要な推進力 は、

市場 と効率性 とい う基 準に よ り指針 を与え られ る。それ ゆえ、特 定の産業の立地は産業の性格 と市場 の動

向に よ り決定 され る。」 としてお り、民営化への志向性 を述 べている。

また別 の個所で は、 「市場が工業 の最適配置を決める」(第 十一章 「製造業」第三節 「見通 し (Prospect)」

(p.354)) とい う形で工場立地 につ いては最終的に民間の 自由に任せ る旨がやは り示 され ている。また、第

四節 「工業化 マスターブ ラン」では、規模 の経済 を享受す るために、現在 の成長 センター に開発 を集 中す

るべきであ るとも述べ られ てお り、財政難か ら無理 に地方への分散 を進め るのは避 け るべき とい う立場 を

とってい るのであ る37。

こ うした動 きを石筒は、 「1980年 代中葉におけ る政策転換 は、都 市 ・農村 間格 差の是 正 とい う課題の棚

上げ とも言 える。 ・・・日本やア ジアNIEsで 発生 した通貨高、労働力不足、高 コス ト構 造等 のマ レー シア

に とって外生的 な要因 が作 用 していたが、加えて、規制緩和、民営化、外向 きの工業化 、都市 ・農村間格

差の是正の棚上 げ といった現実的な政策変 化 (内生的問題) も、外 資系企業の誘致に とって有利 に作用 し、

すでに企業集積の あった都市部への進 出急増につなが った。・・・外国資本 に対 し地方分散を促す こ とは、

32 谷 藤 悦 史 (1996)

33 鳥 居 高 (2000-a)、p.157

34 石 筒 覚 (2000)、p.49

35 平 戸 幹 夫 (1991)、p.331-

36 石 筒 覚 (1998)

37 Maiaysian Government (1986)
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1970年 代 の経験 か ら容易 でないことはすでに認識 され てお り、また、外 向きの工業化 を迅速 に達成す るに

は、都 市部に企業 を誘致す るこ とがよ り効率的であ ることは明 白であ った。そのた め、この時期か ら大都

市へ の企業進 出が活発 にな る。 」38とま とめている。実際、石筒 の報告に よれば、第五次プラ ンの期間に

設 立 され た21の 新 工業団地の うち、半分 が立地イ ンセ ンテ ィブの減税 を享受 できる諸州 にあるのに、所得

の点か らみ る とこれ ら工業団地の うちの19カ 所 が高 ・中所得州に立地 し、2カ 所だ けが低所得州に立地 し

てお り、 さらにサバ とケ ダにお いて以前に開発 された2つ の工業団地 では操業 を中止 した。

ここにタイ と同様 、マ レー シアにおけ るグローバル化 による地域格差是正政策 への影響 が見て取れ る。

外国直接投 資を立地誘 導す るのが難 しいため、地方で の振興 よ りもまず経済効率性 が強 く求 め られた。マ

レー シアの場合 は特 に、過密過疎問題 (絶対的地域格差) の問題は元々 タイほ ど激 しくはな く、また民族

間格差の是 正が国是 とされ前述の 「人間繁 栄戦略」とよばれ る、一人 当た り配分の不平等 (地域間不公 平)

の是正 を念頭 にお いて いたため、地域格差の是正への要求 はタイ よりもさ らに低か った と考 えられ る。

(6) 第 六 次 (1991-1995)

第六次 プ ランが策 定 された時期は、グローバル化の下 での外資を含み電気電子産業 を中心 とす る製 造業

による経済成長 が軌道 にの り始めた一方、急激 な成長の負の側 面 として労働力不足や都 市問題 な どの新た

な問題が生 じた時期 で もあ った。 しか も当時は タイ ・イ ン ドネシアなど周辺諸国の台頭 が著 しく、また中

国 の市場経済 システムが本格的に軌道 に乗 り始 め、近 い将来の脅威 として考 え られ ていた ため、人 口が他

のASEAN諸 国に比べて も少ないマ レー シアは、高付加価値化 を軸 とす る工業発展の新た な展開を模 索 し

始 めた時期 でもある。政策面 で も、NEPとOPP1が 計画満 了 となった こともあ り、高付加価値 化 と継続的成

長 を 目指 して国民を鼓 舞す るために、前述 の超長期政策 ワワサ ン2020を 始 め、その具体的政策 をま とめた

国家開発政策やその 具体的 計画 であるOPP2等 、新た な方向性 を正式 に定めた時期 であった。 ただ し実質

的 には1980年 代中半の財 政悪化、経 済不況等 を背景 として、第五次プランか ら継続 されてい る民営化 を引

き継 ぐ形 となってお り、地域格 差是正政策 と して もそれ ほ ど目新 しい変化が あるわ けではな い。

具 体的 な記述 としては、 これ までの計画同様 、は じめ (第一章) に 「バ ランスの取れ た開発」39が強調

され ている一方 、 「市場の力で移転 を促 し、政府 はイ ンフラ整備に特 化すべ き」40と いった形 で役割はイ

ンフラ整備 に、また 「階層格差 としての捉 え方 か ら、農村開発や都市貧困層 の救済」41に限定 されてい る。

特 にイ ンフ ラ整備 において は、 「新規産業 の地理的分散 と既存 産業の都市立地は、今後 も引き続 き市場要

因に より決 定 され るだ ろ う。 この考え方 に沿 って、第六次計画では、後進 州に対す る輸送や 、他のイ ンフ

ラス トラクチ ュア面での支援 を増加す ることに よって、産業 を再立地す る ことに力点を置 く。インフラス

トラ クチ ュア施設の向上 に加 え、労働 力の移動性 を高め、社会施設 を改 善す る ことによ り、後進州での事

業 コス トを軽減 する とい う措置 も講 じられ る。…」42と い う記述 な どによ り強調 されてい る。 また都

市の成長 を環境 問題 との兼ね合 いか ら捉 えてお り、都市問題 な どへの対策 も挙 がっている43。

開発 戦略の項 目の 中には、所得分配戦略 として 「地方 にお ける産業立地 の促進1が あげ られ 、これは 「(地

38 石 筒 覚 (2000)、p.49

39 Maiaysian Government (1991)、p.50

40 Malaysian Government (1991)、p.147

41 Malaysian Government (1991)、p.46

42 H. Osman-Rani (1993)、p.140-

43 Malaysian Government (1991)、p.405
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方の工業化が) 産業の地方分散化に よ り、地方 に住む割合 の大きなブ ミ (マ レー 人等) が製造業へ参加す

るた めの好影響 を与え るであろ う」とい うことか ら、製造業の分散 を所得格 差軽減のための手段 として大

きく取 り上げ ているこ とがわか る。 テ ンク44もこの ことを 「(第 六次プランにお ける)『 バ ランスの取れ

た開発 (balanced development)』 の強調 は、経済成長 と分配 がこれまで進め られ てきたが、成長のプ ロセス

の過程が もっ と広 い意味 (moreb broad-based) で改 善 されていなけれ ばな らない。 従ってバ ランスの取れ た

開発のた めの戦略 は、産業基盤 を多様化 させ る可能性 を広 げ、人的資源開発 を行い、技術 を振興 し、そ し

てセ クター間 と地域 間の構 造的アンバ ランスを緩和す ることにある。」と指摘 してお り、産業基盤の地方

分散が政策 として打 ち出 されていた ことがわかる。

地域開発戦略 として 「地域 ・立地条件 による特定産業の開発特化の奨励 、また全国都 市化政策 を策定 し、

系統だ った都市化推進や地方 と都 市間 の緊密 な結合化 を図 る。これ によ り、クア ラル ンプール などの既存

都 市への過度 の集 中を避 ける」 こと45などが挙げ られ てお り、基本 的には工業分散 と都市化 の両方 を睨ん

だ多面的な展開 となっている。産業立地政策 自体 は、1967年 所得税法の改正 と1986年 投資促進法 によって、

第五次プ ラン時か らの 民活 の方向性 を継 承 し、よ り自由主義的で魅 力的な投資イ ンセ ンテ ィブを提供す る

ことにな り、実際に1986年 投資促進法で労働 力雇 用控除 と立地イ ンセ ンテ ィブの両者 は廃止 された。 これ

は地域 的な比較優位 とは両立 しない直接干 渉よ りも、規制緩和 と自由化が強調 され ているか らである。

む しろ産業政策 と しては、振興すべ き産業 を特定す るとい う作業 が全国的 にも地域的に も行 われ 、OPP2

において よ り選 択的 な産業 の分散 をめざ し、第六次プランで も競合を避 け協調 的なアプ ローチ を実現す る

ために、立地点毎の産業の特定化戦略を実施 し、そのために必要なイ ンフラを低開発地域へ拡大す るこ と

を通 じて諸産業の再立地 を進 める ことを強調 しているのである46。

(7) 第七次 (1996-2000)

第 七次プ ランは、基本的 に第五次、第 六次プランの流れ を継 承 して民活 を主体 とした さ らな る経 済成長

を 目指す とい うスタイル になってい る。また この時期 は第六次プ ランか らの特 定産業の開発特化 の考え方

を よ り先 鋭化 して いる。MSC計 画はこの段階 ではまだそれほ ど具体化 していないが 、実際はイ ンターネ ッ

トの普及 と共に伸びが著 しい情報産 業の振興 を政府 主導で押 し進め る方向性 がこの時期 に確立 され たと

考えて よいだ ろ う。 しか し、1997年 に襲った金融恐慌 とそれに伴 う経 済危機 によって、予定 されていた政

策の多 くが中止や縮 小 に追い込まれ た。

第七次計画 で も基本 的な考え方 として 「持続的社 会 ・経済の安定 、社会再編成促進 のため、公 平な所得 ・

富の分配 へ努 力す る」 とい う考え方が見 られ47、 地域 開発 の最終的な 目標 は 「地域的格 差の縮小→バ ラン

スの取れ た開発 」 とされ ている48。

連 邦政府 開発 予算 は主 として、民間では供給がで きない分野のイ ンフラ整備 (道路 を中心 とす る運輸 に

158億 リンギ な ど) と科学技術分 野での人材開発 (教育に102億 リンギ) に向け られ る とい う点で第六次 と

同 じ流れ であ り、この頃 か ら注 目され始めた通信 部門についても、民間を中心 とした整備 が打ち出 されて

44 Tenku Idris Tenku Hadi (1996)

45 国 際 協 力 事 業 団 (1994-a)

46 H. Osman-Rani (1993)、p.140-

47 国 際 協 力 推 進 協 会 (1997)

48 Malaysian Government (1996)
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い る49。国内需 要でみ ると、投資の伸び は、第六次プランの実績値16.0%か ら5.6%に まで抑制 され る計画

であ る。 特 に、民間部 門の伸び の鈍化 (16.6%→7.8%) に比べ 、政府部門の伸びの鈍化 (14.7%→0.6%)

が顕著であ る50。

産業政策で特徴的 なのは、全要素生産性 (TFP: Total Factor Productivitiy) を指標 とした投資 ・労働力投入型

の経済発 展構造 か ら生産性 ・質重視型 の経済構造への転換 、及び海外 との投資誘 致競争激化 を踏ま えて地

場産業の振興 といったこ とである。後者については、 「特に資本 ・技術集約 型産 業へ の投資拡大が期待 さ

れてい るが、海外か らの投資 は周辺諸国 との競争が激化 していることもあ り、地場 と海外 か らの投資比率

は地場6: 海外4と 地場投資 を主体 とす る」 とされ、投資比率が明記 されてい る51。

地方分散政策 につ いては、 「『バ ランスの取れ た地域開発 (Balanced Regional Development)』 の達成が重

要な政策で あ り続 ける」 とされ、混合指標 (Composite Index) を用いて、パハ ン、ケダ、プル リス、 トレン

ガヌ、サ ラ ワク、クランタン、サバの各州 を 「未開発地域 (Less Developed)」 と同定 し、そ うした地域に対

して 「主 に製 造業 か らの成長」52を望む と明記 されてい る。具体的 には、 「低開発 地域 の経 済拠点の拡大」

と称 して工業イ ンフラ、特 に工業団地の開発に重点を置 き、第七次 プランの期間 中に10600haを 開発 、4.37

億RMを 投資す ると してお り53、また代表的 な低開発地域へ の開発予算 を増大 させ るべ く、投資額 も明記 し

第六次プ ランよ りも多 く地方 に配分 してい る54。

一方、 都市化 につ いては2000年 には、58.8% (1,370万 人) が都市地域 に居住 し、農村人 口は49%(1991)か

ら45.3% (1995) へ減少 、都 市 と農村の所得格 差は1:1.7 (1990) か ら1:2 (1995) へ拡大 している とい う予測 を踏 ま

えて、 「都心 の成 長は、混雑 、地価 ・賃金上昇 、環境破壊 を招 いてい る」との認識 か ら、解決策 と して 「政

府に よる (地方及 び都 市の) イ ンフ ラ整備 」 と 「分散政策 の実行 (特に産業再配置 (Industrial Relocation)」

を掲げてい る。ただ し、後者の分散 とは主に衛 星都市55の成長 とい う形で訳 され 、大都市圏 (Urban

Conurbation) で生活の質 を維持、よ りよい人 口配置 を促 している56。産業は 「成長 の半分 は製造業か らの期

待。一方、 クアラル ンプール に関 しては証券、保険、不動産、企業サー ビスか ら」57と してお り、都心で

の高付加価値化 、産 業多様化 を 目指 してい る。

5.1.3.4. 工 業 化 マ ス タ ー プ ラ ン

最後 に、工業化 に関連 して2度 策定 された工業化マ スタープ ラン (Industrial Master Plan) について触れ て

お こ う。 その位 置づけは、国家計画や諸法制に比べ る と曖昧で あ り、 また基本 的に立地政策 ではないが、

49 国 際 協 力推 進 協会 (1997)

50 国 際 協 力 推 進 協 会 (1997)

51 国 際 協 力推 進 協 会 (1997)

52 Malaysian Government (1996)

53 Malaysian Government (1996)

54 第 六 次 プ ラ ンで は 、未 開 発 地 域 に総 額 (実 績) 159億RM (27.2%)(う ち ク ラ ン タ ン: 2.6%、 サ バ: 4.4%、

サ ラ ワ ク: 5.4%) で あ る の に 対 して 、第 七 次 プ ラ ンで は総 額208億RM (30.8%)(う ち ク ラ ン タ ン: 2.7%、

サ バ: 6.7%、 サ ラ ワ ク: 6.7%) に な る と して い る。

55 衛 星 都 市 とは 、(1) ク ラ ンバ レー: プ タ リン ジ ャヤ 、 ス ン ガイ ブ ロ ウ、 ア ンパ ン 、セ ル ダ ン、 ス リク ン

バ ガ ン、 カジ ャ ン、 ス ラヤ ン 、(2) ペ ナ ン: ス ン ガ イ ・ア ラ 、プ ライ 、ゲ ル ゴル 、 タ ンジ ュ ン トコ ン、 タン

ジ ュ ンプ ンガ 、(3) ジ ョホ ー ル: パ シ ー ル グ ダン 、 ウル テ ィラ ム、 ス クダ イ 、 スナ イ を指 す。(Malaysian

Government (1996))

56 Malaysian Government (1996)

57 Malaysian Government (1996)
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マ レー シアの工業化 の方針 を象徴す る計画 となっている。

(1) IMP (-1)(工 業 化 マ ス ター プ ラ ン)

第一次工業化 マスター プラ ンIMP (-1) は、第五次マ レー シアプ ランと同時期の85年 に完成 し翌86年 に発

表 され た 「将来 の工業化 の方 向を示す計画書 (Indicated Plan)」 としての位 置づけを持つ 、10年 を計画期間

とした非公式 な計画書 であ り、当時のマ レーシアが工業化 を進 めるにあたって現状 と問題点 を指摘 した上

で、望ま しい政策の方 向性又 は採 りうる可能性について工業化政策 を提示 してい るものである。 内容 は、

内外の民間企業に対 して有望 と思 われ る工業部門 に関す る情報 を提供す るのみであって、この計画 目標 達

成のための直接 的政策手段が具体的に提示 されてい るわけで もない など、やや抽象的 であ り58、役割 につ

いて も限定 的であ るとい う意見59が ある。 しか し鳥居 が 「57年の世銀調査以来、最 も体系的勝 つ広範囲の

内容 を含 んだ計画書 とい う点で、その意義 は大 きい」 と指摘す るな ど60、その発 布がマ レーシアの工業化

政策 に与えた影 響は小 さくな く、当時の工業化方針 を代表す るもの と して引用 され るこ とも多い。不況の

直後 で民営化方 針が打 ち出 された 当時の状況 を踏 まえ、民間部 門を重視 し、民間投資奨励 のために、投資

イ ンセ ンテ ィブの見直 し、特 にブ ミプ トラ政策 目標 達成 のために とらえてきた諸政策の緩和が唱 えられ て

い る点、また工業化政策及び 工業部 門、各産業組織 のモデル と して、 日本、韓国の経験が 引用 されている

点等 が特徴 となってい る61。

前述 のよ うにIMP (-1) が工業 立地 に関 して言及 してい る部 分はそれほ ど多 くないが、民活や効率性 を踏

まえて、国内の産業活動 は主要 な港湾、空 港に発達 した通信設 備や その他サー ビスが利 用で きる 「西部回

廊 」に継続 して集 中 され るべ きで あると してい ると しなが らも、東海岸地域 では小規模の (ケランタン、

トレンガヌ 、パハ ン、ジ ョホー ルを結ぶ)「 東部回廊」が開 発可能である としてい る62。

(2) IMP-2 (第二次 工業化 マス ター プ ラン)

第 二次工 業化マス タープラ ン (IMP-2) は、IMP (-1) の計画期満 了に伴 って策定 された もの であ るが、その

位置づけは若干 異な り、正MP (-1) があ くまで単 なる 「将来の工業化の方向性 を示す計画書」 と位置 づけ ら

れ たのに対 し、IMP-2は 明 確な政府 の工業 化政策 と公式 に位置づけ られ た63。具体的には、工業部門全 体の

政策決定 、調整機関 が多重的 に構成 され たこ とが挙 げ られ る (図5-3参 照)。 工業部門全体に関わる問

題 を検討 し、政策 を調整す る役割 を担 う産業調整協議会 (Industrial Coordination Council=ICC) を頂点 とし、

その下部組織 と して既設の 工業政策 ・奨励委員 会 (Industrial Policy and Incentive Committee=IPIC) が位 置づけ

58 鳥居 高 (1991)、p.44

59 鳥居 は 「IMP (-1) の役割 は、 きわめて限定的 なものであった。 まず第一に、 この計画は あくまで も将来

の 「工業化の方 向性 を示す計 画書」と して しか政府 か ら受 けてお らず、その政策 内容 も基本的 には奨励措

置の実施 に よ り民間部 門が取 るべき戦略的方向 を示 した、いわば 「誘導的な政策 」内容 に留まった。また、

個別 産業の課題 を克服す るための政策実行 メカニ ズム も伴 わないもので あった。第二には、その実行 メカ
ニズムの未 整備 で ある。 確かにIMP (-1) が掲げた諸 目標を達成す るために、産業毎に官民代表 か ら成 る産

業 タス クフォー ス委員会 が設 立 され た。 しか しなが ら…後 述す るよ うなIMP-2に お ける産業委員会の

よ うに実際 の政策決定機関 まで連携 していなかった。 」 と述べ てい る。鳥居高 (2000-a)、p.155-よ り。
60 鳥居高 (1991)、p.44

61 鳥居高 (1991)、p.45

62 H. Osman-Rani (1993)、p.140-

63 鳥居高 (2000-a)、p.163-
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られ64、さらにIPICの 下にはIMP-2に おいて 育成すべ き産業 クラスター として指定 された18産 業グループに

関す る官 民双 方か らな る産業 クラスター作業 グループ (Public-Private Cluster Working Groups=CWG)、 戦略

的 目標 ・先導的課題 委員会 (Strategic Thrust and Initiative Task Force=STITF) の2つ の組織 が新設 された。

立地に関連 す るの も、この クラスター (産業群) とい うアプ ローチの採用においてである。IMP (-2) で

い うところの クラス ター開発 とは、あ る産業にお いて産業内連関性 を もってい た り、産業間連 関性 を持 っ

てい る一群の活動か ら構成 され たクラスター の同時並行 的開発 を進 めよ うとす る考 え方であ り、こ うした

クラスター戦略 は電機電子 、輸送機器な ど重点産業におい て育成す るこ とが謳われてい る65。マイケル ・

ポー ターの クラスター論 を参考に したか ど うかは定かで はないが、重点産業 を指定 して特定の性質 を持っ

た集積 を国家主 導で装備す るとい う考 え方は、ポー ターの理論 とは異 な り、む しろ成長の極理論 などと類

似す るもの となっている。

(注) B. G. は ビ ジ ネ ス ・グ ル ー プの 意 。

NDC: National Development Council。

Gerakan: Gerakan Rakyat Malaysla。

(出 所) 筆 者 作 成 。

図5-3 マ レー シアの経済政策 を巡 る政治 システム と行為者

出典: 鳥居高 (2000-a)、p.163-

64 IPICはIMP-2策 定以前か ら設立 され た機関であ り、その役割は産業を特 定せず、経済成 長を促進す る

上で必要 な、外 資を中心 とす る製造業投資に対す る投資奨励 政策の検討 と決定 (変更 ・調整) を行 う機関

であ る。 その構成 はいずれ も官僚 のみ で、通産省 の他、大蔵 省、EPU、 中央銀行 な ど8省 庁の代表 か ら構

成 され る。鳥居 高 (2000)、p.164-よ り。
65 鳥居 高 (2000-a)、p.163-
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5.1.4. 具 体 的 な 産 業 立 地 政 策

5.1.4.1. 投 資 政 策 全 般

まず、マ レー シア にお ける (海外 直接) 投資 とそれ に影響 した投資政策 について時代別に考 えてい くと、

(1) 70年代前後 半: 食品 な どの輸入代替→電 子 ・繊維 な どの輸出代替、輸 出先 は英米 日

1968年 の投資奨励法 と1971年 の 自由貿易地域法 により投資が増 えた

(2) 80年代前 半: 世 界的 な投資低調等 によ り停 滞

1975年 の工業調整法 によ り外国の投資率は減少

(3) 80年代後 半: 規制緩和 な どが行 われ再び増加

1986年 の規制緩和 で部分的 に外資100%が 認可 され る

(4) 90年代前半: 外国企業 が輸 出に貢献

中国 ・イ ン ドネ シア ・タイ の台頭でマ レーシアへ の投資は減少

(5) 90年代後 半: 経 済の過熱 とその後の危機

マ レー シアは再生計画 にお いて独 自の道 を採 り始 める。

とい う流れ に なってい る1。

この 中で も特 に動 きが大きかったのは、や は りブ ミプ トラ政策が導入 され る70年 代 は じめの動 きと、不

況か ら民活への流れ が鮮 明になる80年 代中半以降 である。前者 については、前述 した華人 との所 得格差の

拡大に 由来す る60年 代後 半か らの議論及 び1969年 の暴動 と、その後 の一連の政策転換 を元 に した国家主導

の政策展開 とマ レー人優遇 のための一連 の規制 ・優遇措置、後者につ いて は1968年 投資奨励 法か ら1986年

投資促進法へ の衣 替 えとそれに付随す る様 々な諸措置2の 撤廃3と い うこ とにな る。しか し立地に関 しては、

ブ ミプ トラ政策 が導入 された70年 代 当時において も決 して不 自由な ものではな く、後述の よ うな地方 での

優遇措置は見 られ た ものの、原 則的 には 自由な活動が行 われていた。

現在の投 資政策 については、まず特徴的 な規制 として原則的な資本構成 の規制 であ り、ブ ミプ トラ30%

以上、 その他マ レーシア人 (中国系 ・イ ン ド系等) 40%以 下、外資30%以 下である とされてい る。そ して

そ の例外 と して、売上の80%を 直接輸 出す る場合 と戦略的重要プ ロジェク ト等の場合は、100%の 外資が認

め られ る とい うよ うな政策が打 ち出 されてい る。 この政策 はブ ミプ トラ政策 の根幹 をなす ものであって、

見 かけ上非 常に厳 格に適用 されてい る4反面、実際 は認可 を基本 に してい るので、その例外 については柔

軟 に適用 され てい る5。

立地に限 らない一般的な製造業に対する優遇措置については、

1 Bala Ramasamy (1998)

2 70年 代前半 に設 け られた雇用促 進及び開発指 定地域 への投資促進に対す る特別奨励 、輸出控除、加速減

価償 却な どの措置。
3 北村 か よこ (1991)、p.122

4 例えば、1980年 代 前半の ジェ トロの報告 書 (ジ ェ トロ (1983)) では、 「(80年 代前半までの外 資につい

て) 新経 済政策に基づ くブ ミプ トラ優先政策 によ り、外資の出資比率 は制限 されてい るため、100%日 本

企業の会 社は20社 (全276社 中 ・1982年 調べ) に留まってい る。 人種間 の経済格差の是正を 目的 と した

新経 済政策 に よ り、企業の 人種雇用比率 を人 口構成に見合 った ものに しな ければな らず、また外国人の雇

用 も厳 しくチ ェ ックされ る。 」と報告 している。
5 ジェ トロ (1998)
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1. 一般 的優遇 措置

主に3種 類 に分 けられ る。

(1) 創始産業資格 (パイオニアステー タス): 法人税の減税 (法定所得の30%、 生産開始 日か ら

5年 間)

(2) 投資税 額控 除 (ITA): プロジェク ト認可 日か ら5年 以内に発 生 した適格 資本投下 に対 して60%

の控 除枠

(3) 再投 資控除 (RA): 生産性 を高 める拡張投資 と認 め られた適格資本投 資に対 し60%の 控除

2. ハ イテ ク産 業優遇措 置

3. マル チメデ ィアスーパー コ リ ドーへの奨励投資

4. 戦略 プ ロジェク ト優遇措置

産業 間 リンケー ジを向上 させ るハイテ クプロジェク ト

5. 輸 出奨励措置

優遇金利 な ど

6. 研 究開発優遇措 置

7. 訓練優遇措置

8. 有毒 ・危険物 の貯蔵 ・処理 ・廃棄奨励措置

9. 経営統括本 部 (OHQ: office of Head Quarter) 奨励措置

対象 は、次の活動 の内3つ を行 う企業 ・銀行

(1) マネー ジメン トその他管理的サー ビス

(2) 資金及び ファン ドマネー ジメン トサー ビス

(3) 財務 コンサ ルテ ィング

(4) 研究開 発 (R&D)

(5) 従業員 の トレー ニング及び人事 管理

10. 国際調達セ ンターへ の税優遇措置

な どが存在 す る6。 こ うしたイ ンセ ンテ ィブについては、多 くの企 業がその効 力を認 めてい る7。

・海外 直接投 資

マ レー シアにお いて も、海外 直接投資 が国内の製造業立地に及ぼす影響 は、特 に1980年 代後半以降 に非

常に大 きな もの となってい る。資金 力の ない民間資本に 代わって重 工業化 を担 ってきた政府が財 政収支 の

悪化に直面 した1980年 代中半以降、NEPの 緩和 による一定の 自由な企業活動 を認 めるこ とによって外 資主

体に よる工業化 を進 め ざるを得ない状況 となった。84年 頃か ら政府 は、外 資規制の現実的な運用 を口に し

は じめてお り、84年 半ば、政府 はその具体策 の第一歩 として資本のブ ミプ トラ化にあえて逆行す るよ うな

6 ジ ェ トロ (1998)

7 ア ブ ドゥル ラー マ ン (Abdul Aziz Abdul Rahman (1993)、p.176-) に よ る ク ラ ンバ レー 企 業 で の ア ンケー トで

は 、製 造 業 の た めの 主 要 な イ ンセ ンテ ィブ と して 、パ イ オ ニ ア ス テー タス 、投 資 税 引 当金 、調整 所 得減 税 、

輸 出 引 当金 、 輸 出 促 進 控 除 が 挙 げ られ て い る。
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外資誘致政策 を発表 した。それ は製品輸出の拡 大 と、製 品の多様化 をはかる ことを 目的 と して、外国企業

が、(イ) 高度 に資本集 約的で 、(ロ) 資源加 工型でかつ (ハ) 輸出志向型 工業に投資す る場合 、外資比

率 を最高70%ま で認 める とい うものだった8。 こ うした動きに加 え、従来大 きな影響力 を持 っていた外資

の 出資比率規制の大幅 な緩 和が奏功 し、外部状況等 とも合致 して1980年 代後 半か ら多額の海外直接投 資を

呼び寄せ ることに成功す る。

図5-4 マレーシア高度経済成長期の製造業への

海外直接投資 (MIDA認 可ベース)

出典: MIDA資 料

1980年 代後半以降 の投 資活動 にお ける外国資本 シェアは、株式 保有 に反映 されてい る以上の ものがある。

例 えば、1988年 に外国 資本 は資本金の24-6%を 占める一方で、新規 プ ロジェク トでの認 可外国資本の シェ

アは、58.6% (表5-3参 照) を しめた。 また1990年 のマ レーシア資本全額出資プ ロジ ェク トが総資本の

55%で あるのに対 し、外国資本全額 出資 プロジェク トのシェアが28.6%で ある9。

表5-3 認 可 プ ロジ ェク トの 所 有 者 プ ロ フ ィー ル

出典: モ ハ メ ド ・ア リ フ、横 山 久 編 (1993)、p.6

8 北 村 か よ こ (1991)、p.118

9 Mohamed Ariff (1993)、p.5
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5.1.4.2. 立 地 的 優 遇 措 置

マ レー シアで も、国家計画 の 「バ ランスの取れた開発 」の もと、名 目上は民族間格差だ けでな く、地域

格差 につ いて も問題視 し、それ を政策 によって具現化す ることになった。 しか し、同時に後述の 自由貿易

地域 の政策 と同時に行 われた こ と等 か らも、まず投資や産 業の呼び込みを行 い、その一部 を地方 に流す と

い うス タンスで あると考 え られ る。それ はマ レー シアの政策の真の 目的 が 「民族 間格 差の解 消」にあるこ

とか ら、都 市農村格 差 (地域的配分 の不平等 (地域間不平等)) の是正 はその手段 の一つ で しかなく、一

方マ レー人の都 市化 による雇用 と賃金上昇 も一方で民族間格差の解 消に繋が る とい う意味で同 じ位置づ

けになるか らである。

具体的 には、まず1958年 の創始産業法 が、後進的 な地域 ・州 に立地 してい る製 造業企業に追加 的なイ ン

セ ンテ ィブを供 与 した。NEPの 実施に先立つ1968年 の投資奨励法 もまた、産業分散 、特に輸出指向企業に

対す る分 散に力点が置かれた10。 同法 において具体的な立地的優遇措置 が加 え られ るのは1971年 であ り、

指定地域11へ の投資 に対す る特別奨励措置 などが新たに盛 り込まれ、NEPの 諸 目標 に対応す るよ うに改正

が施 され た12。 さらに73年 には投 資奨励法 が再度改正 され 、政府の指定 した開発促進地域 に立地 した企業

には税控 除期間が一年追加 され る措置 が とられ た。また各地に地域開発公 社 (RDA)(後 述) が設立 された。

農村 部にお けるブ ミプ トラ雇用促進 と同時 に、地方 に 「新経済成長セ ンター」を創 設す るとい うもう一つ

のNEPの 目標達成に貢献す る 目的 を持っていた13。

そ して現行の制度 (2000年 現在) では、遠隔地 (サバ、サラ ワクの両州 お よび ラブ ワン連邦直轄領 並び

に、半島マ レー シアの東部3州 の指定地域) に関す る税 制優遇措置 としては、製造業投 資にかかわ る優遇

措置 と してまず投資税額控 除 (ITA) を14、遠 隔地 において は、控除枠は資本 的支出の80%、 法定所得の85%

を相殺 で きる。また再投資控除 (RA) 上の優遇措 置があ り、再投資資本支出 の60%が 控除枠 として あたえ ら

え、賦課年度法定所得 の70%を 相殺 、遠隔地 では100%の 相殺 が認 められ る15。

・サバ ・サ ラワ ク両 州のへの投 資政策

マ レー シアの未 開発 地域 の中で も、特 に海 を隔ててジャングルに覆 われ たサバ ・サ ラ ワク州 では開発 が

遅れてい る。両州 では 、原 油生産が 工業部門成長の原動力 となってきたが、この産業 は資本集約的産業で

あ り、かっ外 資系企業が担 い手 となってお り、両州の州民に とって雇用 、所得創 出 といった点では効果は

限 られた もの となっている。 開発 が遅れた原因 と してテ ックワイは、以 下の要 因を挙 げてい る16。

(イ) 半島部 と比較 して事業設 置の コス トが高い こと。 また半島部 に比較 して生活 費 もサバで30%、

サ ラワクで15%高 い もの とな ってい る。

(ロ) 地理的に両州 は主要 な通商路か ら遠 く離れ てお り、輸送手段へのア クセスが難 しい。例 えばサ

10 H. Osman-Rani (1993)、p.140-

11 主 と して マ レー 人 人 口比 率 の 高 い 地域 を 指す 。 鳥 居 高 (2000-a)、p.151-の 注 釈 よ り。

12 鳥 居 高 (2000-a)、p.151-

13 鳥 居 高 (1991)、p.40

14 資 本 的 支 出 が発 生 した 日か ら5年 以 内 に発 生 した資 本 的 支 出 に対 し、 与 え られ る税 制控 除 で 、一般 に

は 控 除 枠 が60%、 法 定 所 得 の70%を 相 殺 で き る制度 。

15 こ の 遠 隔 地 特 典 は 、農 業 、観 光 業 に も適用 され る。 ジ ェ トロ ・クア ラル ンプ ー ル セ ン ター への イ ンタ

ビュー よ り。

16 パ ン ・テ ック ワイ (1991)
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バか らクラン港への海上輸送費は、サバ か らロサ ンゼルスへのそれ と同 じなのであ る。

(ハ) 道路、港湾 、水 道 ・電気 な どの社会資本が貧 弱であ る。 サバ、サ ラ ワクの主要都 市の多 くは、

舗 装道路でつ ながれ ていない。農魚、水産養殖 、観 光業な どに必要 な土地開発は 、接近道路 がな く、

また電気、水道、通信 などの設備 がないため、阻害 されている。

(ニ) また一般 的 に、半島部に比 して両州 では水道、電気 、工業用地等の価格 が高い。

(ホ) 川下産業の分野 (特 に木材業 などの場合) に関 して、明確 かつ実施 可能 な政策がないこ とのた

め、不確実 さや投資 コス トを高めている。 …

(ヘ) 連邦政府 が採用す る政策は、時 と してボルネ オ二州が直面す る固有 の経 済問題 を認識 してい な

い よ うに見 える。例 えば、サバ、サラ ワクに対 して半島の他 のよ り発展 した州 に採用 してい るの と

同 じ様な資金優 遇政策や取 り扱 いが適用 され るのであれ ば、これ らの州 との投 資家誘致競争 には太

刀 打 ち出来ないで あろ う。

これに対 し、サバ ・サ ラワク両州 で取 られ ている投資上の特別 な優遇措置 でいえば、パイ オニアステー

タスが取 りやすい (この場合は法定所得の30%に 対 し、法人税課税が行われ る、期間5年 間) こ と、前述

のITAと の選択 で、実効税 率が半島側 に比べ、15%、 投資税控除で10%程 度有利 とされているこ となどで

あ る。 しか しこれ が上記の6つ の要因 を補 って余 りある程 の優遇で あるとは言い難 く、後述す るよ うに両

州への投資は進 んでいない17。

・海外直接投資 と立地政策

投資優 遇政策の うち、立地 に関連す る部分 につ いては、特にマ レーシア国内、あるいはマ レー人企業で

あって も、外国企業で あって も明示的 に差別化 した政策 は見受け られ ない。ただ通 常の優遇政策 の うち、

例 えばパ イオニア ステー タス及び投資税引 当金の場合、ス ランゴー ル、KL、 ペナ ン、ジ ョホールの合計

はそれぞれ の措置 を受 けた外 国投資の73%と70%を 占めるが、国内投資 ではわずか46%と37%で ある。

WTIの 場合 に も同 じパ ター ンが見 られ る18。これは、 も しこれ らの施策の強化 で外国投資が よ り多 く引き

つ けられ る場合 、それが西側 回廊への集 中に繋がる とい うことを意味 してい る。

5.1.4.3. FTZ・ 保 税 工 場

実際に大 きな影響 力を持 った産 業立地政策 としては、前述 の遠隔地 での投資優遇 よ りも、ここで紹介す

る自由貿易 区 (FTZ: Free Trade Zone) の影響が非常に大 きい。1970年 のブ ミプ トラ政策策 定当時か ら、政府

は公共投資の拡大 によ り、工業団地の造成、 自由貿易 区 (FTZ) の設置 など、工業基盤 の整備 を進めた。特

17個 別で見れ ば、海外 直接投資 も含 めた投資実績 は必ず しも全 くないわけではない。2001年 現在、 ジェ

トロの報告 によれ ば、サ ラワク州 ではマ レー シアでも最大級 の半導 体 ウェハー製造プ ロジェク トが進 め ら

れ ている。 日本 のシ ャープの技術 を導入 してのプ ロジェク トであ り、推進母体はサ ラワク州の開発公社

SEDC (後述) で あ り、SEDCの 投資額は10億 米 ドル 、このプ ロジェ ク トには、独 、米、 日のODA資 金

が投入 され てい る。 この官民一体型 のプ ロジェク トの他 に、半島マ レー シアか らの民間企業のマ レー シア

内の第二 工場建設 も建設 され 始めてお り、具体的には、 日系では太陽誘電、東光(ソ ニー 系列)の 二社が、

数 千人規模 の工場 を稼 動 させてい る との ことであ る。又、中国政府 が資源確保の観 点か ら、サバ州 に特別

の関心 を示 してお り、製紙 工場及びパーム事業につき、マ レーシア政府への 申請 を行 ってい るとい うこと

である。
18 H. Osman-Rani (1993)、p.154
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に原材料や部 品の輸入、完成品の輸出に伴 う通関手続 きを簡略化 す ることができるFTZの 設置は、71年 の

「自由貿易 区法 (Free Trade Zone Act)」 の制定 によ り進め られ、ペナ ン、スランゴール 、マ ラ ッカ州な どに

次々 と設置 され てい った19。鳥居は この点につ いて、ブ ミプ トラ政策策定の 当時か ら輸 出型が多 くを 占め

る外資 系製造業 が奨励 され ていた としてい る20。その理由 と して、FTZに お ける経済活動は、生産に必要

な部材 を国外 か ら調達 し、製 品を海外へ輸 出す るとい う生産 システ ムを取 るために、国内の経 済秩序、 と

くに華 人系企業 の成長 に関与 しない、 とい う点において大 きなメ リッ トがあった ことを挙げている。

この1971年 自由貿易区法 によって、1972年 にBayan Lepas FTZが ペナ ン国際空港近 くに初 めて建設 され21、

さらにスランゴール州 のスンガイ ・ウェイ、最終的にはFTZの 数は14に 増加 し22、すべてが半島西海岸 に

位置 した。 これ についてオスマ ンラニは、 「FTZの 開発は経済成長促進 を (輸出増加 と雇 用創 出) 目標 と

していたので、地方分 散の 目的を大 き く損 な うものであった」23と指摘 してい る。 その後、 このFTZ以 外

の地域 で も輸 出志 向型 とい う条件 を満たせ ば取得 できる 「保税工場倉庫」 とい う制度 も整備 され、選定 さ

れ た地域 に集 中 してい るFTZの 工場 とは異な り、保税 工場制度 は地理的に分散 している24といわれ ている。

図5-5 マ レー シアの 自由貿易地域一覧

出典: マ レー シア日本人商工会議所 (1998)

19 北 村 か よ こ (1991)、p.108

20 鳥 居 高 (2000-a)、p.151-

21 ジ ェ ト ロ (1983)

22 99年4月MIDAへ の イ ン タ ビ ュ ー よ り。

23 H. Osman-Rani (1993)、p.140-

24 Mohamed Ariff (1993)、p.16
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5.1.5. イ ン フ ラ 整 備

5.1.5.1. 全 般

(連邦) 政府 か らみたイ ンフラ整備 は、財政 を通 じての経 済活動への参入 とな り、それ は 「開発支出

(Deveiopment Expenditure)」 を通 じて なされて いる。これ は連邦政府に よって直接支 出 され る部 分 と連邦政

府に よる貸付か らなっている。直接支 出は公共事業への支出のみな らず 、公企業への 資金 の贈 与 も含まれ

てい る。いずれに して も、この公 企業への贈与 と開発支 出の 中の連邦政府貸付が、連 邦政府 が経済活動へ

参入す る財政手段1と なってい る。その うち広域 インフラであ る高速道路な どは州政府 を通 さず連邦 自ら

が、工業団地等の地域的な施設は一部 を除いて州政府 を通 して、さらにそれ ぞれが往 々に して公企業を通

す形で行われ てい る。そ の うちここでは広域交通イ ンフ ラについて紹介 し、後者につ いては次項 に回す。

製 造業全体 と して最 も重 要な輸送形態は、投入 (調達)、 産出 (出荷) の双方 にお いて道路輸送であ り、

次に海 運が続 いてい る。

投入 、産 出 と輸 送形態についての石筒 の調査 では、投入 について道路: 64.1%、 海運: 41.0%、 航空:

1514%、 鉄 道: 0%で あ り、算出につ いては道路: 76.9%、 海運: 38.5%、 航 空: 5、1%、 鉄道: 5.1%と なっ

てい る2。

図5-6マ レー地図: インフラ整備状況 (半島部)

1 今 岡 日出 紀 (1991)、p.94

2 石 筒 覚 (1998)
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図5-7 マ レー地図:イ ンフラ整備状況 (ボルネオ島部)

5.1.5.2. 道 路

国 内旅客輸送 ・貨物輸送 ともに9割 を依存す る道路交通網 は、国道 (高速道路 を含む) 及び州道か ら構

成 されてお り、 これ らの道路総延長は64328kmで あるが、密 な道路網 は半島西海岸 に構成 されているのみ

であ る。半島 東海岸及 び東マ レー シアでは、海岸 沿いの諸都 市を結ぶ道路及びその諸都 市周 辺の村落 を結

ぶ道路が存在す るのみ で、本格的な道 路網 を形成 するには至っていない。 この理 由の一つ として、イ ギ リ

ス植 民地時代 の開発投 資が主 と して西海岸 に行 なわれ、ゴム、錫等の物産積み出 しの ための道 路整備が進

め られ、 これが現在 のマ レーシアの道路網 形成 の基盤 となっている ことが挙げ られ る3。

道路 ネ ッ トワー クの基本的な部分 は、工業立地へのア クセ シビリテ ィを高 める と同時に都 市間の リンケ

ー ジを改善す る とい う目的で計画 され4、 その概 要は各次マ レー シアプランにも述べ られている。1981年

に政府 直轄事業 としてスター トしなが ら1987年 か らBOT方 式による整備に転換 し1994年 に全通 した南北

高速道 路 をは じめ と して、その後の主要高速道 路はすべてBOT方 式によって整備 されてい る5。民営化に

よっ て収益性が 問題 にな ることか ら、これ までの高速道路整備 はすでに発展 して きた半島西海岸沿いで行

われ 、東 海岸沿い及 び東西 間の高速道路は整備が遅れて きた。それで もマ レーシア半島部 では全体的によ

く整備 されてお り、92年 時 点ですでに、総延長約57491キ ロの うち舗装率 は約73%と なっている。一方サ

バ ・サ ラワク州 では、地理的 な要因 もあって都 市間道路す ら十分には整備 され てお らず、物流 は主に船舶

に頼 る状況 となって いる。 また クア ラル ンプー ル市内 、ペナ ン市内、ジ ョホール市内な どでは渋滞が発 生

す る6が、バ ンコ クな ど他 の大都 市と比較す るとその程度は緩 い もの となってい る。

5.1.5.3. 鉄 道

鉄道はペナ ン ・クア ラル ンプール ・ジ ョホール間や 東海岸 の都市等 を一通 り結 んではいる ものの、クア

ラル ンプール大 都市圏 の通勤鉄道 な どを除 けば、旅客 ・貨物 ともに主要な働きを果た してい るとはいえな

い状況にあ る,総 延長 は約2000kmで あ り、鉄道 による年間の輸送 実績 (1996年) は、旅客が約14億 人 ・キ ロ、

3 マ レー シ ア 日 本 人 商 工 会 議 所 (1998)、p.65-66

4 Tenku Idris Tenku Hadi (1996)、p.85

5 マ レー シ ア 日 本 人 商 工 会 議 所 (1998)、p.65-66

6 ジ ェ ト ロ ・ ク ア ラ ル ン プ ー ル ・セ ン タ ー (1998)、p.75-
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貨物が約14億t・ キ ロである。マ レー シア半島部の鉄道 は政府 管轄下にあるマ レー鉄道7が、 サバ州の鉄道

は同 じくサバ鉄道 がそれ ぞれ 運営 してお り、サ ラワク州には鉄道 はない。大半が単線 で狭軌かつ電化 され

ていないため、速度 (最高速度80km/h) と本数の面でサー ビス不足は否 めない8。

結果的 に、クアラル ンプール周辺 に立地す る企業へのア ンケー トによれ ば、投入物、 産 出物 とも輸送の

主要 な形態 は道路 輸送 と海運 であ り、鉄道輸送は実質的に存在 しない9。

5.1.5.4. 港 湾

港湾 の整備 は、特に主要港 につい ては各次マ レー シアプランなどに位置づ けられて連邦政府 によ り整備

され る。1998年 現在、マ レー シアの主要港湾 と して クラン、ペナ ン、ジ ョホール、クア ンタン、ケママ ン、

ピンツル 、 ミリ、ラジャン、クチ ン、 コタキナバル 、サ ンダカンの11の 港 が挙 げ られ る。 この うち、クラ

ン、ペ ナ ン、ジ ョホール 、クアンタン、ピンツル は連邦政府 管轄 下の公社 または民営化 による会社 が運営

してい る。 サバ ・サ ラワク州 では連邦政府 に変わ って州政府 が管轄 してい る。 これ以外の中小港湾 は連邦

政府海 事局の管轄 下にある。全マ レー シアにおけ る港湾の取 り扱い貨物量は、1995年 には1億5230万 トン、

その内訳 は、雑 貨3010万 トン、液バ ラ6070万 トン、乾バラ2370万 トン、コンテナ3780万 トンで、外国貿易

貨物 の90%以 上を扱 ってい る10。マ レー シアの港湾設備 は東南ア ジアでは最 高水準 であ り、各港 とも取扱

量の増大 と近年 の コンテナ化に対応す るた め、設備の整備 ・拡張 を進めている11。港湾 自体 (便数な どは

除 く) の整備 状況 だけみれ ば、半島西海岸 と東海岸 、サバ ・サ ラワク州 とで特 に差 があるわけでないと考

えられ てい る。但 し半島東海岸部は季節に よってはモンスー ンの影響 で使用 が制限 され るこ とがある。

5.1.5.5. 空 港

マ レー シアには6ヶ 所の 国際空港 を含め20箇 所の空港がある。国際空港は半島マ レーシアに、 クア ラル

ンプール (スバ ン空港→1998年 にセパ ン空港 (KLIA: Kuala Lumpur International Airport) が開業)、 ペナン、

ジ ョホールバル 、ランカ ウィの4ヶ 所、東マ レー シアは、コタキナバル とクチ ンの2ヶ 所 となっている12。

1996年 統 計で総輸 送旅 客2,900万 人 (うち国内線1,800万 人)、 過去5年 間の平均伸び率は7.7%で あった
。

一方、貨物 は54万 トン (1996年) で過 去5ヵ 年 の平均伸び率は13.7%と 急激 な伸び率 を示 している13。空港整

備 につ いて も、その整備状況 (便数な どは除 く) だ けを見れ ば、特に半島西海岸 と東海岸 、サバ ・サ ラワ

ク州 とで特 に差が あるわけでない と考 え られ る。 しか し予定完成 時には世 界第二位 の規模 (面積) を誇 る

KLIAの 整備 が進 んだ場合 、国際線 な どが相対的に集中す る可能性があ る。

7 1992年 に 民 営 化 しマ レー 鉄 道 会 社 とな った (マ レー シ ア 日本 人 商 工 会議 所 (1998)、p.65-68) が、 近 年 で

は この 民 営 化 した 鉄 道 会 社 を逆 に 国 が 買 い 取 る とい う動 き も見 られ る。
8 ジ ェ トロ ・クア ラル ンプ ー ル ・セ ン ター (1998)、p.84

9 Abdul Aziz Abdul Rahman (1993)、p.176-

10 マ レー シ ア 日本 人 商 工 会 議所 (1998)、p.68

11 ジ ェ トロ ・クア ラル ン プ ー ル ・セ ン ター (1998)、p.85

12 ジ ェ トロ ・ク ア ラル ン プ ー ル ・セ ン ター (1998)、p.89

13 マ レー シア 日本 人商 工会 議 所 (1998)、p.69
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5.1.6. 州 の 政 策

前述のように、連邦はその産業立地政策において、広域インフラの整備や開発財政の配分などによって

影響を及ぼすが、工業団地をはじめとする地域的なインフラ整備は州によって行われている。

5.1.6.1. 州の国家 (計画) に対す る相対 的な権 限の強弱

連邦 と州の権 限配分につ いては若干意見 がわかれ る。 「歴史的 に州の独立性は強 く、州政府 が土地、水

管理 な どの権 限を持 ってい ることか ら、連 邦政府の権 限が限定 され る局面 も多 く見 られ る」 正とい う指摘

もあるものの、 「完全統合的 な中央集権 に限 りなく近い連邦制 である。州の 自治 とは、連邦(中 央)政 府

が州政府 は基本的 に中央政府 の国家建設 のアプローチに同調 してい ると見な した ときにのみ可能なので

ある とさえ言 われ ている。例 えば、国家 目標 である地域開発の分野では、開発 計画の立案 ・財源配分のシ

ステムは高度 に集権化 され、州政府 の役割 は重視 されて いるものの実質 的な権限 は少ない。 」2と いった

論調で連邦に主 な主導権が ある とす る意見が強 く、テ ンクも、経済発展 を達成 した要因 として様 々な形で

の官 民協力 とともに議会民主的 とい う範囲内にお ける集権 的な意志決定 を挙げてい る3。また クアラル ン

プール がセ ランゴール州か ら連邦直轄領 になった ことに関連 して、実質的に連邦政府 の下へ と集権化す る

動きを読み とる意 見4も あ る。

ここで検討 している工業立地についてい えば、工業誘 致のみ につ いて述べれば州の (自助努力の) 要因

が非常 に強 く、工業団地の整備 など主要 な事項は州が行 い、連 邦は水供給 ・通信 な どの一部の基盤整備 の

他、税な どのイ ンセ ンテ ィブを操作す るのみであ り5、また州 によっては連 邦 とは別 に税制上、また立地

上の様 々 なイ ンセ ンテ ィブを与えてい る例 が、特 に簡単には企 業を呼び込 めない地方の州で多 く見受け ら

れ る。 しか し、分散 を促 す政策 と して は、州 はそれぞれ 自分の地域 によ り多 くの投資 を呼び込む ことを考

えてい るため、州の政策 自体は地方分散政策の要因 とはな り得 ない。

また開発 予算の地域的配分 に関す るデー タはないが、州 レベルで は 日本 と同様 に、州 間の地域格差が増

大 して きてお り、そのため、垂直的調整 (中央～州)、 水平的調整 (州～州) の視 点で財 政の不均衡 を是

正 してい る。 具体的には、ア) 補助金 と分配金 、イ) 州 への権限移管、 ウ) 課税権 の再配分、エ) 再配分

率の変 更に よって財 政能力の均 一化 を図 っている。その結果、実質的な権限を連 邦が逆に握 るこ ととな り、

急速 な経済成長へ の要請が増 大 してい る状況では さらに集権化 を強化す る傾 向にあ るとい う指摘 がある6。

しか し一方で、直接税の面 で石 油産業 か ら恩恵 を受 けて きたサバ ・サ ラワク州 が、ロイヤ リテ ィー では総

生産 の5%の み を州財 政に入 ることができるに過 ぎず、残 りは生産分与方式にのっ とって国営石油公 社

1 国際協力事 業団 (1994-b)

2 地方 自治協会 (1992)、p.41

3 Tenku Idris Tenku Hadi (1996)、p.33

4 鳥居は 「KLに 対す る連邦政府の支配が次第に強化 され るに従い、 マ レー シア全体の連 邦～州 政府関係

にも実質的 な変 化が及 び始めている…。 連邦政府 がKL地 域 に限定 され ている とはい え、本 来州政府

に委ね られ ている管轄事項 に関 して関連 法規や 政策 を策定す るにつれ 、連邦政府 は、半島部 の各州政府 に

対 してKLに お ける規 定に対応 させ るよ うに求めた り、また州政府 自身か らそ うした動きへ同調す るなど

連邦政府 基準 に統一化 され てい く動きが見 られ る。こ うした動 きは連邦～州 関係 には制度 上の変化が 見ら

れない ものの、実質的 に連 邦政府 の下へ と集権化す る動 き と見 ることができるか らである。」 と述べ てい

る。鳥居 高 (2000-b)、p.197よ り。
5 2001年1月30日 のMIDAへ のインタ ビュー。
6 地方 自治 協会 (1992)、p.46-
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(Petronas) と連邦政府 に分配 され7、 それが巡 って他地域 の基盤整備等 に配分 され ること等 を考えれ ば、州

の権限が非常に限 られ た ものであ ることがわかるばか りか、資源開発 に よる利益 の配分 を巡 っては地域格

差是正政策 (地域 間不平等 の是正) とは反対の方向に向か ってい ると考えるこ ともで きるだ ろ う。

5.1.6.2. 州へ の立地 に対す るインセ ンテ ィブ

各州政府 は、州経済開発公社 (SEDC: State Economic Development Corporation) 8、地域 開発公社 (RDA:

Regional Development Agency)、 港湾公社 、地方 自治体 を通 じて各州 と地域の工業団地の開発 を行 い、管理

を行 ってい る。各州 に創設 された制度法上の法 人であるSEDC9は 、工業化 の過程 において各州政府 を援助

す ることを主 目的 と して設立 された ものである。SEDCの 設置 を政治の側 面か ら見る と、政府の経済活動

に対す る役割 が変化 し、植 民地的経済遺制が広 く残存す る環境 では、マ レー人の商工業経 営者 の育成 にあ

た り国家 が直接 的に経済活動 に乗 り出すべ きだ とい う考 え方に変わったこ とを意味 してお り、この動 きは

NEPを は じめ とす るブ ミプ トラ政策の策定 よ りも早い時期 にあたる。73年 のプル リス州 を除 き、9つ の州

ではいずれ も64年 か ら67年 の間に設立 され ている10。その役割 は、単に工業団地 の設置 に限 らず、農 業、

商業、住居 、及び、その他 のプ ロジ ェク トの開発 を促進 し、監督 し、あるいは 自ら運営す る11こ とによ り、

州政府経 済計画 の多 くを先導す ることにあ る。工業に関 しては、工業団地や付随す る雇用者 住宅 ・他 の基

盤施設開発 に留 ま らず 、企 業誘致等 の事業 も一貫 して担 当す る12。

もちろん各州 は誘致 の上で競争 関係 に もあるこ とか ら、すべての州では、外国投資 に関す る政府の施策

は相 当程度 自由な もので あ り、石油開発 法 (1974年) や 、工業調整法 (1975年) 等の連邦政府 が要求する規制

にのみ従い、あ とは各州が企業誘致 のために独 自に採用す る投資優遇措置13を このSEDCで 定 めて誘致を図

ることにな る。 建前上 、工業団地 の開発 と運営及び工業化政策や戦略 の策定 も主に州政府 の責任 であ り、

SEDCを 中心 に行 っている14。外資 については、1988年 か ら連邦工業開発庁 (MIDA: Malaysian Industrial

Development Agency) が投資 に関す る一括取扱機 関、す なわち投資セ ンター (COI: Center of Investment) として

7 パ ン.テ ック ワイ (1991)、p.60

8 サ ラワクでは、その よ うな責任 は1987年 か らすでに州産業開発相 に引 き継 がれ ている。ペナ ンではペ

ナ ン開発公 社 (PDC) が担 っている。H. Osman-Rani (1993)、p.157よ り。

9 マ レー シアの公企業 はその法的地位 に よって次の3種 類 に分類す ることが出来 る。(1) 各官庁が行 う官公

庁企業 (Departmental Undertaking) で、電信電話局や郵便局 が これ に含 まれ る。(2) 連邦議会法 (Act of

Parliament) と州議会法 (Enactment of State Legislatures) に よって設立 され る法定公社 ・公 団で、前者には都市

開発庁 (UDA)、 連邦 米穀公 団 (LPN) な どがあ り、後者の事例 としてはSEDCが 典型 である。(3) 会社法

(Company Act 1965) に 基づ いて設立 され る公企業 である。国営石 油会社 (Petronas) や国営企業公社 (Pemas)

などが これに 当た る。堀 井健 三 (1991-b)、p.131よ り。

10 堀井健三 (1991-b)、p.130

11 実態 と しては、民間企業がSEDCか ら業務 を委託 され て行 うこ とが多い。2001年1月 のジ ェ トロクア

ラル ンプールセ ンターへのイ ンタ ビュー よ り。
12 ジェ トロ (1990)

13 それ には、以下の よ うな政策 があ る。1: 道路、水、電気 、電話 、ファクシ ミリとい う基本的イ ンフ

ラス トラ クチ ャー施設 を十分 に備 えた工業団地 (自 由貿易地域 を含 む) の建設 、また土地価格 の割引や繰

り延べ払 いな どの許可、2: 一括 取扱機 関や投資セ ンターの設立に よって投資 プ ロジェク トの 申請の処理

を容易にす るこ と、3: 通 商産業 省または関係 す る州機 関が組織 した機関 を通 じて、投資誘致使 節団を海

外に派遣 す るこ と、4: その他 に一部の州は外国投資 を誘致す る努力 におい て 「チー ム化」戦略 を講 じて

い る。例 えばパハ ン と トレンガヌの政府は 東海岸の工業 化プ ログラムについ て強調す るこ とに合意 した。

協調 は非 常に広範 に渡 り、イ ンセ ンテ ィブや振興措置な ど、工業化過程のあ らゆる面 を網羅 してい る。
14 H. Osman-Rani (1993)、p.157
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機能 してお り、製造 業に関 して連邦 レベルでの認可を うるためには、投資企業 はMIDAに 行 きさえすれば

よい状態で はある15が、州 によってはMIDA等 の連邦政府機 関 とは別に ミッシ ョンを組 んで 日本 など海外

進出元等 に売 り込み をかけてい る。

5.1.6.3. 工 業団地

前述 の よ うに、工業団地 は基本的に各州 の経 済開発公社 (SEDC: State Economic Development Corporation)

等がその設立 と運営 (価格 の設定等を含む) において主導的な役割 を果た してい る。外国人 に対 しては当

初 土地所 有が認 め られ ていなかったが、1990年 代の中半にな ると、30年 ～99年 の リースホール ドとい う形

で州政府 が開発 した団地 を売 り出す動きが出てきて いる16。

一方、 工業団地開発 に関わ りのある もう一つの政府 関連組織 に、 マ レー シア工業団地Sdn Bhd17 (MIEL)

がある。 これ は、マ レー シア産業 開発金融Bhdが100%所 有す るものであ り、公 開企 業省 の監督 下で操業 を

行 って いる。MIELは 、工業団地 を直接建設せず 、主要 な工業団地内にマ レー シアの、又はマ レー シア人

が過半数の株式 を所 有す る会社向けに、現金又 は長期信用供与の どち らかで、イ ンフラス トラクチ ャーの

完備 した工場用建築物 を開発 する役 目を担 っている18。MIELは 、1965年 ～1989年3月31日 まで に1億8300

万マ レー シア ドル (104億3100万 円) を投 じて、合計1,065の 工場を建設 して いる。

ただ、工業団地 の開発 に関わ る民間部門の割合 は、1990年 時点においてはまだ 「(大 規模 な ものについ

ては) 2～3ヶ 所 に限 られ た揺籃期」19で ある とい う認識が強 く、 ミニ ・イ ンダス トリアル ・パー クとい

った類の 出来合 の工場 を建設す る小規模 のプ ロジェク トに着 手す る動 きが民間部門 に数 多 くある ものの、

工業団地整備 に占める役割 の大 きさはSEDCの それに比べれ ば小 さいと考 えられ る。但 し1990年 前後か ら

は、民営化 政策 を背景 に、民間部門に よる団地 開発が活発化 している とす る指摘 もある20。

例外 と して連邦政府 がイニシアチブを取 って行 ってい る工業立地 として、ケダ州の ク リムハ イテクパー

クな どがあるが、それは一部であ る21。また前述 の 自由貿易地域は現在14ヶ 所 であるが 、それ らの地 区は

す でに満杯 の状 態で あ り、その代わ りにあ る保税 工場倉庫制度 も用いた企 業が2400企 業 とかな り多 くなっ

てきてい る。

ところで、製造業企 業の中で工業団地に立地す る企業の割合 についてのデー タは、工業団地の定義がや

や曖昧 な ところ も見受 け られ るためよいデー タはないが、例 えばコスチャ トスキー22に よれ ば、1980年 前

後でMIDA認 可の投資プ ロジェク トの51.8%が 工業団地 に立地 している とい うこ とである。

15 建築計画の政府許認 可申請については通常20ヶ 所近 くの関係役所 があ り、 これ を歴訪 して個別 に認可

をとるのは大変 な時間 と期間 を要す る。MIDAを 通 じて申請す る場合 は21ヶ 所 の役所 に同時 に同 じ図面

を作 って 申請 し、約2週 間後に合同審査会 が開催 され る。 ここで議長が各役所 の代表 に問題 点 を確認 し、
特に問題 が無ければ30分 程度 ですべ ての建築申請認可が終了す る。福 田拓生 ・高見幸次 (1996) よ り。
16 福 田拓生 ・高見幸次 (1996)、pp.51-60

17 「Sdn」 「Bhd」 は、 共に株式会社を表す。

18 ジェ トロ (1990)

19 ジェ トロ (1990)

20 石筒覚 (2000)、p.44-

21 99年4月MIDAへ のイ ンタビュー よ り。

22 Knut Koschatzky (1988)
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・工業 団地 設立 の歴史 と変遷

マ レー シアで最初の工業団地 は、スランゴール州経 済開発公社の前身 とな るプ タ リンジャヤ開発公社に

よって1952年 にプタ リンジ ャヤに建設 された。その後 、ブ ミプ トラ政策前 の1965年 までに5ヶ 所 で工業団

地が整備 され た とい う記録 があ るが、その全 ては州の大都市部の内部 か近辺 に設 立 され 、一人 当た りの所

得 も平均以上の地域 であった。この傾 向 はよ り大 きな工業用地開発 に も見 られ、1960年 代末 まで続いた23。

しか しなか には、パハ ン、サバ 、サ ラワクといったマ レー シアの後進州 に設 立 され るものもあった (表5

-4参 照) 24。

注: 数 と 規模 は, 既 存 の工 業団 地 に関す る もの。 面積 は, ヘ ク タール。

出所: MIDA.

表5-4 マ レー シ ア にお け る工 業 団 地 の 開発

出典: モ ハ メ ド・ ア リ フ、横 山 久 (1993)、p.140-

1970年 時点で は、全 工業 団地の約80%の 地 区が比較的発展 した西部諸州 (ス ランゴール、KL、 ペナ ン、

ペ ラ、及 びヌ グ リス ン ビラン) にあった とい う記録 がある25。但 しこの時期既 に各州 で作 られていたSEDC

を中心 と して 、1970年 以降、 「成長セ ンター」戦略 を軸 に後進 地域 、また大都市か ら小都 市への工業立地

のシフ トを進め られ ろ方向性が整 ってい き、結果的 に上記の割合 は、1980年 に45%弱 とな る26。

23 H. Osman-Rani (1993)、p.140-

24 H. Osman-Rani (1993)、p.140-

25 H. Osman-Rani (1993)、p.140-

26 H. Osman-Rani (1993)、p.140-
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その後 も、一層 の工業発 展の達成 を求め る州 間競争 は工業団地の急速 な増加 とその分散に貢献 したが 、

1980年 以降 、景気後退 と経 済成長 の減速 、さらにはその後の民活化 ・市場原理導入への政策転換に よって、

工業の分散傾向 は減速す るこ とになる27。 ところが この政策転換 と外的要因に よる海外直接投資の増大 な

どで、1980年 代後 半か ら景気 は再び一気 に回復 し、1990年 頃には工業団地 に対す る需要増大 は供給不足 を

招 き、特に主要都市近郊や都 市内部では逼迫す る とい う状況を生み だ した28。

当時の工業団地 の状況 に詳 しいジェ トロの報告書においては、まず投 資分散 の必要性につ いて、 「既存

の工業団地 を拡張す る努力 が払 われ る一方で新規工業団地 も開発 され てい る。これ らの新規団地 はすでに

確 立 してい るもの と比較 してそれ ほ ど戦略的な場所にはないが 、製造業を分散 させ る必要性 を表面化 させ

るこ ととな った。 」 と述べ てい る。それ に対 してマ レーシア政府 も、 「(当 時 の) 通商産業大 臣が、都 市

中央部 を離れ た新 しい地域 に事務所 を設立す る投資家 の不安 を和 らげた。女 史 (大臣) は、新規工業団地

が建設 され るころには、必要 なバ ックア ップ (支持) 施設 とイ ンフラス トラクチャが設置 され るであろ う

と力説 している。 …こ の よ うな都市部 を離れ た新規団地へ投資す る利 点は、既 に開発 された工業団地

にお いては労働者 を獲得 す ることが困難 になっているのに比較 して、豊 富な労働力 に恵まれてい ることで

ある。 …工 業団地に対す る巨大な需要 とそれ に伴 う投資分散の必要性は、外国資本 を誘致 しよ うとす

る各州 政府 と利害 が一致 した。 …」 といった対応 を取 ってい る。 確かに この ころ、元々人 口密度が高 く

ないマ レー シアでは、特 にペナ ン島周辺部 におい て労働供給 が逼 迫 している状態が続いていた とい う報告

が ある。1990年 現在の既 存 ・計画 中の 工業団地は以下の よ うになってい る。これ を見 ると各州 に行 き渡っ

てい るよ うに見えるが、同報告書 を見 ると、マ ラ ッカ ・セ ラン ゴール州 といった既存の開発軸 上の州 では

工業団地 の販売 に成功 し販 売率が高いのに対 して、 トレンガヌ ・パハ ン州は販売比率が低いこ とが指摘 さ

れてい る。

表5-5 1990年 現在の工業団地 の州別立地状況

ジェ トロ (1990)『 マ レー シアの工業団地 ―ジ ョイン事業調査報告書 ―』

27 H. Osman-Rani (1993)、p.140-

28 ジ ェ ト ロ (1990)
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結果 として、石 筒29に よれ ば、1980年 代 に入っても低開発 地域 での州 の工業団地建設 は続 け られ たもの

の、企業 立地 は都 市部に 向か う傾 向が強 くな り、その中で電気電子産業な ど輸 出を行 う企業 はFTZだ けで

な く、保税 工場 の資格 を得て工業団地に立地す る例 が急増 した とい うことで、工業団地が分散30し よ うと

して も企業 がついていかないケースが多 くあることが示 され てい る。

1998年 現在 で把握 されて いる公的セ クター (各州 経済開発公社 ・地域 開発港湾公社等) の工業団地の現

状について表 に した ものを示す。 未だに8割 方がいわゆる西海岸沿いに集 中 してお り31、大雑把 に分 けれ

ば、半島西側 の電 子 ・機械 (車を主体 とす る) 産業、半島東部 の石 油化学 を中心 とす る産業、ボルネオ島

の木材 ・パー ム油な どの農林産品加 工産業 となる32。

麦2 工業団地の現状

表5-6 工業 団地の現状

出典: マ レーシア 日本人商工会議所 (1998)、p.76

29 石筒 覚 (1998)

30 1991年 までに西部諸州 (ス ラン ゴール、KL、 ペナ ン、ペ ラ、及 びヌグ リスン ビラン) の工業団地の

割合 は30%程 度 に減少 した とい うデー タがあ る。H. Osman-Rani (1993)、p.140-よ り。
31 工業 団地 の定義が、SEDC等 の公企業が開発 した もののみか ど うかや 規模 等に よって も違 うと思われ、

その結果 種 々の分析結果が 大き く異 なることがある。こ こでは公企 業による開発 とい う最 も固定 した概念

での、かつ政策 に最 も関連す るデー タを用いるこ とにす る。 この割合 よ りも地方での工業団地の割合が多

い とい う分析 (H. Osman-Rani (1993)、p.140-) もあるが、民間 による開発 が採算 の とれ に くい地方 で多 く

行 われ る ことは考 えに くく、ここで示すデー タでの傾 向か ら分散方 向へ の大 きな乖離はない と考え られ る。
32 マ レー シア 日本人商工会 議所 (1998)、p.75
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表3 入居 可能 工業団地

表5-7 入居可能工業団地

出典: マ レー シア 日本 人商 工会 議所 (1998)、p.77
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5.2. マ レー シ ア の 地 域 格 差 の 変 遷

5.2.1. 歴 史 的 な 変 遷

歴 史的 に見 て、マ レーシアの国土構造 は比較的多 くの拠点 を持つ分散型 の構造 であった。元来マ レー半

島は人 口希薄地 帯で あ り、19世 紀は じめの人 口は半島全体でわずか30万 人弱 と推定 され ている。マラ ッカ

王朝の統治 か らオ ランダ ・イ ギ リスの植 民地支配 の時代 を経て、その間に政務 を担 ったスル タンによる分

散型 の統 治や 、 また ゴム ・錫 の生産 と搬 出のた めの拠点 (マラ ッカ ・ペ ナン ・シンガポール等) と輸送 手

段 (鉄道等) に よ り、近代化以前か ら比較 的多 くの拠 点を持つ よ うにな った。 ボルネオ島部分は、元々の

地理的 な隔絶 に加 え、マ レー半島部 との政治的な統一が初 めて なされたのが2州 がイギ リスの植民地に帰

属 した19世 紀 以降 であるた め、歴 史的なつ なが りはそれ ほど深 くない1。

マ レー 半島部 に都 市が成 立 したの は、イ ギ リスの植 民地経 済が確立 し華人 ・イ ン ド人が賃金労働者 とし

て来住 してか らで ある。錫鉱 山やプ ランテーシ ョンの開発 には都市機能が不可欠であ った他 、生産物の集

散 、輸出のた めの地方都 市、貿易港湾都 市が形成 され ていったのであ る。そのため鉱 山資源 が開発 されず

大規模 プラ ンテー シ ョンの立地が見 られ なかった半島マ レーシアの東部海岸地方や 山岳地帯、サバ 、サラ

ワク地方 は都 市網 の発 達が遅れた2。 そ してこの時 か ら同時に、都 市で商工業 を営む華人 ・イ ン ド人 と農

村 で農業 を営 むマ レー人 とい う構 図が出来上が るこ とにな る。

国土構 造 も元来 の統 治 ・支配 システムに従 い分散的 となってお り、それ はその後、加工貿易による経済

成長 に よ り発展 した90年 代 まで基本 的には変化 してお らず、現在 首都 クアラル ンプール の人 口は市域 で

100万 人 を越 える程度 であるの に対 し、以降イポー 、ジ ョホールバル 、 クチ ン等、30万 人規模 の都市が分

散 してい る状態 となっている。 しか し近年 はクラン、プタ リンジャヤ等、クア ラル ンプール郊外の衛 星都

市の人 口が伸 び を見せ てお り、また隣国シンガポール (人 口約300万 人) も国土構造に影響 を及ぼ してい

る3。

1 マ レ ー シア 日本 人 商 工 会 議 所 (1998)

2 マ レー シア 日本人商工会議所 (1998)

3 マ レー シア 日本人商工会議所 (1998)
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5.2.2. 民 族 間 題 と人 口移 動

地域格差是正の端的な指標 として、都市 (間) 構造や人 口移動について、主に民族問題 との関連を踏ま

えて見てみよう。

5.2.2.1. 人 口 移 動

長期的 にみ る と、マ レー シアにお ける労働 ない しは人 口移動 には2つ の大きな流れ があ り一つは、

FELDAが 推進 した土地開墾 、小農 育成 プ ログラムに呼応 した人 口移動 に よる、北部 のケダ州、プル リス州

な どか らマ レー 半島中央に位 置す るジャングルに覆 われ たパハ ン州 への流れ がその1つ である。工業化に

よる高度成長 が進 展す る中で、農村 州か ら山地州に向けて人 口移動 の大きな流れがみ られ る とい うのは、

世界で もまれ な現象であ るとともに、また一面ではマ レー シア政府 の土地 開発 事業がいか に大規模 な もの

であ ったか を物語 ってい る1。 そ して もう一つ の流れは工業化の中心であ り、首都 であるクア ラル ンプー

ルへの半島各州 か らの人 口の流れ であ る。工業化 は後述の よ うにマ レー半 島西岸 の コリ ドー を中心に しペ

ナ ン～ク ア ラル ンプール～ジョ ホール とい う三極 を軸 に して広範 囲に立地 してい るのに対 し、人 口は一貫

して クア ラル ンプールへ の集 中が著 しく2、他 の二極の地位 は相対的 には低下 して いるのが特徴的 である。

前者 につ いて、平戸の報告3に よれ ば、まず70年 代の人 口の地域間移動を80年 セ ンサスで見てみ ると、

純移動 人 口が大 きくマイナ スを示 してい るい くつかの人 口流出州 (ペ ラ、ヌ グ リスン ビラ ン、マ ラ ッカ、

クランタ ン) か らの人 口流出先は、スランゴール、連邦直轄領 が多 く、都 市指向的な流 出傾 向が伺え る一

方 、クダ、 クランタン両州 か らは、パハ ン州な どへの農村指向的な流れ が卓越 している。連邦直轄領 、ス

ランゴールへ の流れは、相 対的に都 市化の進んだ半島西部諸州か らの ものであ るのに対 して、パハ ン州へ

の流れ は よ り農 村的な諸州 か らの ものが大 きな比重 を占めてお り、前者 には都 市～都 市的移動 、後者 には

農村～農 村 的移 動が多 く含 まれ るもの と考 え られてい る。種族別では、マ レー人人 口の移動数が際だって

大 き く、その人 口率 も他種族 よ りも高いのであるが、地帯別 とも組み合 わせ てみ ると、他種族 に比べて農

村～農 村型移 動が量的に も、比率的 にも極 めて高 く、かつ都 市へ の移 動 もか な り高 い水 準になっている。

後者の クアラル ンプール 大都市圏の成長 については、1970年 代か らもみ られ たが、1980年 代以降 によ り

顕著にな ってい く。特に80年 代の人 口移動 は、農村 ・都市～都 市型 移動へのシ フ トが窺 え、それは70年 代

の移動パ ター ン、いわば二極 (都市=ク ア ラル ンプール ・ス ランゴール と農村=パ ハ ン) 型か ら、80年 代

の一極集 中 (都市=ス ラン ゴール) 型への変化に対応 してい ると平戸 は報告 してい る4。一方1957年 には

ペナ ンの 中心都 市であ るジ ョー ジタウンの人 口規模 はクア ラル ンプール の75%の 規模 であったが、この比

率は1980年 には既 に33%ま で減少 した。それ以降 はクアラル ンプールの副都心が さらに成長 している こと

か ら、大都市圏 としての相対的 な地位 の格差が よ り開い てい ると考える ことが できるだ ろ う。

一方、 サバ ・サ ラワク州 については、 元 々人 口の 自然増加率 が多い他、 半島マ レー シア、 サラワクか ら

の人 口流入、 フィ リピン ・イン ドネ シアか らの合法、非合法の移民の流入 とい う社会増 も大 き く、年に よ

ってはス ランゴール をも上回 って、マ レー シアで最 も人 口増加率の高い州 とな ってい る5。

1 萩 原 宜 之 ・今 岡 日出起 (1994)

2 Lee Boon Thong (2000)、p.31-

3 平 戸 幹 夫 (1991)、p.320

4 平 戸 幹 夫 (1991)、p.329

5 平 戸 幹 夫 (1994)
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注:(出 典 よ り) 1980年 と1991年 の 行 政境 界 は2000年 のそれ に合 うよ う に調 整され て いる 。

表5-8 マ レー シアの州別人口

出典: マ レー シア政府統計局のウ ェブサ イ ト

5.2.2.2. 都 市 化 ・都 市 人 口

リーの報告6に よれ ば、マ レー シアの都 市化過程は次の ような5つ の段階に分けて考 えることができる

として いる。

(1) 第二次世界大戦か ら1957年 か ら独立 まで、都 市化の開始期

第二次世界大戦以降、マ レー シアの農村部 では、 中華人民共和国 の成立の影響 な どによって共

産主義 の影響 が強まった。 そ してその脅威 か ら逃れ るために、農村 に住む人々は都市 に流入 し

た。 これ に加 えて、国内に分 散的に居住 していたかな り多 くの華人農 民が、いわ ゆる 「新村 」

に集 め られ るこ ととなった。

(2) 57年 か ら70年 まで。都 市化は比較 的ゆっく りと進 行

農村か ら都市へ の移動 ではな く、農村間の移動 がかな り多 くな され た。 この段階では工業部門

の雇用吸収力 は多 くな くて、工業は農村か ら都 市への人 口移動の主な雇用吸収先 とはな らなか

った。 この段階の主 な雇用吸収先はサー ビス部 門で あった。

(3) 70年 か ら80年 まで 。(2) の時期 よ りも急速な都 市化 が進行

この時期 の雇用吸収先 はサー ビス産業以外で はお もに、建設業 、工業、それか ら産業基盤整備

事業等 であった。 これ らの産業や事業は都市地域で多 くの雇用 を生み出 した。 この時期特に注

目され るのは、 自由貿易地 区 (Free Trade Zone) の開発整備 である。 それは、農村 か ら都市への人

口移動 の焦点 のひ とつ とな り、多数の労働者 を吸 引 した。ただ し、 この農村か ら都市への人 口

移動のみが都市化 の急速 な進展 をもた ら したわけではない。 他の重要な要素 と しては人 口の 自

6 Lee Boon Thong (2000)、p.29-
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然増加 があ る し、都市の行 政区域 が拡大 して都市の範 囲が拡大 した ことも影響 した。 この時期

に始 まった新経済政策は、農村か ら都 市への人 口移動 と都市人 口の増加 の重要な要因 となった。

とい うのは、NEPは 、主に農村 に生活 の基盤 を持つマ レーシア人が、工業お よび商 業部 門にお

いて経 済活動に 占める比率を拡 大す ることを 目標 のひ とつ に置いていたか らである。

(4) 80年 代。 再び都市化の上昇率はやや低下

都市人 口の増加 比率の低 下は、マ レー シア経済に深刻 な影響 を与 えた80年 代中期の不況 が影響

している。 しか し上昇率が低 下 した ものの、絶対数 と しては増加 し続 けてい る。

(5) 90年 代。 グローバ リゼーシ ョンの進展 と巨大都 市開発 の影響

90年 代 に入 って も増加 比率は依然 として高い割合で推移 し、その増加 実数 は増 えつづ けた。 こ

の時期 の都 市化 に とって とりわけ重要であったのは、海外直接投資 (FDI) が急増 して、マ レーシ

ア経済 の世 界化 と国際化 が進展 した ことであ る。 とりわけ、 日本 、韓国、香港 、台湾、そ して

シンガ ポール な どのア ジア諸国か らの投資 が大 きか った。FDIは 、マ レー半島の西海岸 に集 中 し

た。 と りわ け、 ピナ ン (ペナ ン)、 ジ ョホール 、そ して とりわけクランバ レー などで ある。

都 市人 口の 旧定義: 1980年 時 点で1万 人以上の人口を有する指定地域 (gazetted area)

に居 住する人 口。

都市 人 口の新定義: 1991年 時 点で1万 人以上 の人口を有する連担した既存市街地

(buiit-up area) を含 む指定地域 (gazetted area) に 居住する人 口。既存市街地 とはこの場

合、指定地域に隣接 して10歳 以 上の人 口の60%以 上 が非農業部門に属し、30%以 上 の

世 帯が近代的水洗設備を使用している地域を指す。

表5-9 マ レー シ ア の 州 別 都 市 人 口 比 率 の 推 移

出 典:『Urbanization and Urban Growth in Malaysia』

長期的な都市 人 口を実数 で見てみ る と、第二次世界大戦 直後の都市人 口の実数 は100万 人 あま りであっ

たが、57年 には160万 人 とな り、70年 には280万 人、80年 に475万 人、そ して85年 に591万 人 となった。80年

か ら90年 の 問に都 市人 口は53.7%も 増加 して730万 人7と な り、 この増加 率は農村 人 口のそれ よ りもはるか

に速い もの で、マ レー シアの急速 な都市化 を示 している8。 そ して1995年 現在、総人 口の約 半数以上が都

7 マ レー シ ア の都 市 人 口算 出 の た め の 対象 地 域 は80年 と90年 で 異 な っ てお り、 こ こで 掲 載 して い る リー

の数 字 は80年 ベ ー スで の数 字 と考 え られ る。 対象 地 域 が よ り広 が っ た90年 代 の基 準 を用 い る と、1991

年 に は947万 人 に 、都 市 化 率 は 、80年 の34.2%か ら51.1%に な って い る と され て い る。Malaysian

Government (1996) よ り。

8 Lee Boon Thong (2000)、p.28-
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市部に居住す るマ レー シアは東南ア ジア諸国の中では シンガポールについで都 市人 口の比率 が高い9と い

われてい る。都 市人 口は475万 人 (1980) か ら947万 人 (1991) に、都市化率は34.2%か ら51.1%に な り、また特

に1980年 代後半 につ いて平戸が報告 しているよ うに、人 口の6%が 移 動人 口でその うち半分以上が州内で

の移動 である こと、また州間移 動についてもか な りの部分が隣接州か らの移動 である ことか ら10、都市化

の勢 いは全国的な ものであった と考えるこ とがで きる。

ただ、この都 市化 の傾 向はマ レー シア全土で全 く均一 な ものではな く、その増加 がい くつ かの都市に集

中す る傾 向を見せ た。 リーは、具体的に この1980年 代後半以降の顕著 な傾 向 として人 口規模 が7万5千 人

以 上の都 市に よ り人 口が多 く集 中 して きた と報告 し、その要因 と して 「大都市 は高い費用投入 を必要 とす

るインフラ整備 を回避 す ることがで き、それに加 えて都市 に存在 する各種 の集積利益 を活用 して集中的な

生産 が可能 であ るゆえ、産業活動 はこ うした拠点に集 中す る傾向 をもった」 と説明 してい る11。

中でもクアラル ンプール連邦直轄領 は第二の都 市 と比較す ると成長 が速 く、1957年 か ら91年 の間で首位

性 を高 めている。 クア ラル ンプールやその副都 心であ るプタ リンジャヤ、シャーア ラム、クラン等を含 め

た大都市圏の成長 は、他 の都市 と比較す る と差が大 きく、この結果 は、工業、商業、イ ンフラの発展 の累

積的拡張 に対応 した人 口増加 によってい る。

表5-10 1991年 の 上位10都 市 の人 口

出 典:『Urbanization and Urban Growth in Malaysia』

こ うした こ とを踏 まえて、松原12や 高山13は、クアラル ンプール の首位性がマ レー シアの都 市 (間) 構

造 におい てその傑 出 した地位 を変えていない と主 張 してい る。アジアの他諸国の大都市圏 と比較 してみれ

ば、その人 口規模は小 さいものの、総人 口に 占め るKL都 市圏の人 口割合 は91年 に11.8%14で 必ず しも他国

に比べて最小 とは言 えず 、首都圏への人 口集 中 とい う共通の現象 がKLに お いて も起 きてい ると考え られ

てい る。 さらに有名企業や外国の高等機関、金融機関、建設会社、工業製 品や消費財 関連 の企 業がクアラ

ルンプー ルに主 なオフ ィスを構 えてい ることな どもその理由 として挙 げている。

ところで、前述の よ うにマ レー シアの民族間格差の 中ではマ レー人の都 市化政策が大 きな一つ の柱 と し

て位 置づ けられ 、UDA等 を中心 と して主な政策 が行 われ てきたが、その取 り組み にも関わ らず、都市での

華人勢力、また総 じて華人の経済力が支配 的であ るとい う特徴はあま り変 わっていない。例 えば、1990年

9 マ レー シア 日本 人商 工会 議 所 (1998)

10 平 戸 幹 夫 (1991)、p.329

11 Lee Boon Thong (2000)、p.31-

12 松 原 宏 編 (1998)

13 高 山 正 樹 (2000)、p.65

14 松 原 宏 編 (1998)
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代後半時 点で、クア ラル ンプールの人 口は、華 人が56%、 マ レー人が26%、 イ ン ド人が14%と な ってお り、

依然 として人 口規模 について も華人勢力が強い。但 しこれ らの中で急速 に人 口が増加 してい るのがマ レー

人 となっている15。

5.2.2.3. 絶 対 貧 困 率 ・平 均 収 入 ・一 人 当 た りGRP

戦後 か らの一連 の開発政策の間に絶対貧 困率は劇的 に減少 し、1990年 代前半 の高度経済成長の間にその

割合 は16.5% (1991) か ら8.9% (1995) と減少 し貧困問題 はかな り解決 した。 ただ し、サバ ・サ ラワク州 につ

いては、マ レー シア全体 の高度成 長期 であ る1990年 代 を経て もなお、貧 困発生率 (Incidence of Poverty) が高

いと され 、そ の原 因 として雇用 を生み出す製造業 ・サー ビス業が少 ないこ とが挙げ られてい る16。

また70年 代 のブ ミプ トラ政策に伴 う一連 の地域格差是正政策に よって、70年 代 については経済成長 にも

関わ らず一人 当た りGDPに よる格差の拡大は見 られ なか った17。一方、不況 を経 た二度 目の経済発展期 が

熟す る1990年 代前 半にお いては、例 えば全体の貧富の格差 を示す ジニ係数は1990年 代において0.446 (1990)

か ら0.464 (1995) に上昇 してい る。 これは依 然 と して民族間格差が大 きい ことも示 しているが、一方で都市

化等に伴 って民族内格差や それ に関連す るセ クター間格 差 も同時 に上昇 してい ることを示 してお り、格差

是正を巡 る事情 は複雑 化 してい る18。

表5-11 マレーシアの州別主要指標
出典: 各種政府統計資料

15 Lee Boon Thong (2000)、p.35-

16 Malaysian Govemment (1996)

17 平 戸 幹 夫 (1991)、p.322

18 Sulaiman Mahbob (1997)、p.38
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表5-12 1997年 の 一人 当たり州民総 生産の比較 (1978年 価 格)

出 典:『State/District data bank Malaysia』

表5-13 業 種 別国内総生産 (1978年 価 格)

出 典:『Yearbook of Statistics, Malaysia 1998』

5.2.2.4. 産 業 雇 用

民族間経済格差 に直接響 くと思われ る産業雇用の民族間格差について、70年 の時点では産業構成 に関 し

て種族間 で極 めて大 きな差が見 られた。マ レー シア人は三分の二近 くが農業 に従事 してお り、製造業や商

業 は数パーセ ン トに過 ぎなか った。それ とは対照的に華人の場合 は、農業 は三割弱 に過 ぎないのに対 して 、

製造業 も商 業 も二割 に近い状態で あった。それ を80年 について見てみ る と、マ レー人は第一次産業 で構成

比が半分以 下に低下 し、第二次産業 と第三次産業ではそれ ぞれ7.1%、8.0%の 増加 を示 してい る。 この時

期 では各民族 とも、第 一次産業か ら第二次及び第三次産 業へ とその産 業構成 が大 きく変化 した わけだが、

その変化 が最 も大 きか ったのはマ レー人であった19。その後、80年 代半ばの不況で製造業部 門の雇用がは

じめての減少 を記録 したが 、86年 には回復 に向かい80年 代 後半は極めて高い増加率 で増加 し、製造業部門

が全新規雇用 に対 して 占め る割 合は3分 の1に 達 したのであった20。1990年 代に入 って もその勢いは止ま

19 平 戸 幹 夫 (1991)、p.316

20 平 戸 幹 夫 (1991)、p.323-
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らず。経済構造 とともに産業構造 の変化 は大都 市のみ ならず、地方で も大 きく生 じることになった21。

表5-14 マ レー シ ア 製 造 業 の 法 人 数 ・従 事 者 数 及 び 総 生 産 (1994)

出 典:『State/District data bank Malaysia』

表5-15 1993年 と1997年 の マ レ ー シ ア の 雇 用 状 況

出 典: Yearbook of Statistics, Malaysia; Annual Report Bank Negara Malaysia

こ うして この節 でみ て きた各種の格差 の状況 を一言で述べ ると、マハテ ィール の見解 に見 られ るよ うに

「90年代 までに、華 人 とマ レー 人の極端 な不均衡 はかな り是正 され た。」22と い うこ とになるだろ う。 こ

の格差縮 小は、農 村や 未開発地域が開発 された ことによる地域的配分 の不 平等 (地域 間不 平等) の是正に

よって達成 され たのではな く、工業化 と都市化によって一 人当た り配分 の不 平等 (地域 間不公 平) が解消

された とい うこ とになる。

21 Malaysian Government (1996)
22 マ ハ テ ィ ー ル ・モ ハ マ ド (2000)、p.109
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表5-16 州 別 産 業 別 労 働 人 口 の 比 率 (1994)

出 典:『State/District data bank Malaysia』
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5.3. マ レー シアに おけ る製造業の立地状況の把握

5.3.1. 立地分析 に関す る既存研究 の レビュー

ここで は、年代 を追 って製造 業の立地分析 に関す る文献 レビュー を行い、本論 文への分析の前提 とす る。

これ まで示 してきた よ うに、マ レー シアは都 市化が深刻化す る以前の1970年 代 か ら、NEPを 背景に工場

の地方分散 を奨励 して きた。石筒に よれ ば、こ うした方針 が クランバ レー な どの大都市に とってはいわば

逆風 といえた ものの、その一方 で都 市部ではFTZの 設置がな され 、実際のマ レー シア経 済に対す るFTZの

効果は低開発地域 での企 業進出の効果を上回ってお り、結果 として、1970年 代 の工業分散政策 は低開発 地

域への分散 とい う意味で は十分 な結果 を得 ることはできなか った としてい る1。 クランバ レーのみ で見れ

ば、1959年 ～83年 (不定期) の間の製造業セ ンサスをま とめた コスチャ トスキー の分析2に よると、クア

ラル ンプール を含 めたセ ラン ゴール州 の優位性 は弱 められ、国内全 体 (半島内) で見ても、また各州内 レ

ベル で見て も、首都や各州 中心都 市か らの地方分散が進 んでいる とい う分析がな されている。 しか しデー

タを よく観 察す ると、む しろそれ らの都市 を中心 と した郊外 化が進んでい ると考 えられ 、半 島東マ レー シ

ア等 、農村 部 の地位 は、一部大規模 開発 が行 われ た地域 を除いて低 いままである と考え られ る。その理 由

の一つ と して、政府 が積極 的 に誘致 していた外 資系企業 の工場は低賃金労働力を必要 とす る一方で、大部

分 の原材料 ・部品 は輸入 に便 り、製品は国内市場で はなく輸出する タイプが少 な くなか ったため、こうし

た企業 は相 対的 コス トが高 いにもかかわ らず、輸 出入 に関す るイ ンフ ラが整 っている都市部 を志向 してい

たこ とが考 え られ る。 この点で効果的 な役割 を果た したのがFTZで あ り、NEPの 方針に したがって、労働

集約型 と同時 に輸 出志 向型 の業種 を求 めたことが、結果的 にFTZへ の企業進 出につながった といえ、FTZ

に立地 した企業 は、雇用創 出 と輸出拡大 とい う2つ の要件 を同時に満 た していた。 コスチ ャ トスキーの産

業別の分析3で は、電気 電子 ・繊維等 「フ ッ トルースな」産業は分散 (郊外化) の状況が見て取れ るが、

立地指向型産業 の立地 は、原材 料等 の位 置が重要で あると している。ただ しフ ッ トルースな産 業に関 して

も、部品調達 を輸入 に頼 る とい う点、あるいは人材や企業 サー ビスな ども関連 し、結果 と して低開発州に

おけ る立地が進 まなか った と考えることがで きるだろ う。

80年 代、特に経済不況か ら立ち直 り海外進 出による新規 立地や増設が大幅 に増 えた80年 代後 半に関す る

分析 において も、低 開発州 において相対的な立地数 は増 えていない とす る分析結果 が多い。 リーは、80年

代にマ レー シア全体 で認 可 された工業開発件数 、雇用機会 として、総投資額の3分 の2が クランバ レーの

コ リ ドーに集 中 したと してい る4し 、オ スマ ンラニ5もサバ とケダにおいて以前に開 発 された2つ の工業団

地では操 業 を中止 した と報告 し、同時期 に東海岸部の州 に建設 され た工業団地の多 くは、完成 か ら5～6年

たった後で さえ部分的 に しか入居 してお らず 、 「遊 休地」として残 ったま まの ところもある としてい る6。

またオスマ ンラニ7は 、事業所数全体で見れば、国内市場 を対象 と しイ ンフラ依存度が小 さい と考えられ

る中小企 業等の存在 か ら地方 分散が進 んでいる ものの、一人当た り製造業雇 用数でみた地域格差は依然高

1 石 筒 覚 (2000)、p.48

2 Knut Koschatzky (1988)

3 Knut Koschatzky (1988)

4 Lee Boon Thong (2000)、p.34-

5 H. Osman-Rani (1993)、p.140-

6 H. Osman-Rani (1993)、p.140-

7 H. Osman-Rani (1993)、p.153
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い と し、その理 由と して、先進地域 にお いて労働集約的な電子産業や繊維産業が主要な位 置を 占めている

ため、この影響 を他の労働集約的企業が全国的 に普及 してい ることの効果では十分に相殺 できなかったこ

とを挙げてい る。結論 と して、財政上のイ ンセ ンテ ィブや工業団地 によ り、サバやサ ラワクと半島マ レー

シア東海 岸 とい う後進州 に産業 の分散 を進め る試 みは、それほ ど成功 しなか った8と す る分析 が大勢 を占

めてい る。

1985年 と95年 ににお ける各州 ・連 邦直轄 区の工業従業者数お よび出荷額 を比較 した、比較 的最近の石筒

の分析9を ここで紹介 してお く。従業者数、出荷 額のいずれ も、両年 でスランゴール州 が第 一位 であるが、

従業者 数の シェアは横 ばいである ものの、出荷額の シェアが増加 してお り、オスマ ンラニの分析 と一致 し

てい る。

(出 所) 生 田 [1989]. Malaysia [1998] State/District Data Bank.

表5-17 製造業の従 業者及び出荷額

出典:石 筒(2000)、p.41

また クランバ レー 内では、ス ランゴール州 は製造機能、クアラル ンプールは非製造機能 とい う機能分化

の傾 向が現れ て いる10が、 こ うした現象 はいまの ところ、マ レー シアにおいて特 にクアラル ンプール大都

市圏に特別に存在す る状 況である と思われ る。確かに外 資 を導入す る輸出加 工区は、首都 圏に加 えて シン

ガポールの都 市基盤 を利用す ることも可能なマ レー半島南部や半島北部の地方 拠点都市 に も作 られたの

で、立地配置 を取 った場合 、工業化拠 点 としての首都 の重要性は低 くな るが、一方で多国籍企業 の立地動

向を詳 しく調べ ると、外資系企業の進出に付帯 して進出 して くる生産関連 のサー ビス業な どは首都に集 中

す る ことがわか る11のである12。

8 H. Osman-Rani (1993) 、p.140-

9 石 筒 覚 (2000) 、p.40-

10 石 筒 覚 (2000)、p.40-

11 生 田 真 人 (2000-c)、p.239

12 日 系 企 業限 定 で あ るが 、Jetroの 調 査 (JETRO Kuala Lumpur (1999)) で は 、1999年 時 点 で の 日系 企 業

の 本 辻位 置 は 、 製造 業788社 中 、 クア ラル ンプー ル 市内 に35社 、 セ ラン ゴー ル 州 に326社 と 、合 わせ る

と首都 圏 に45.8%が 集 中 してお り、ま た非 製 造 業640社 で 見 て み る と、 クア ラル ン プー ル 市 内326社 、 セ

ラ ン ゴー ル内215社 と 首都 圏 で は84.5%と い う集 中ぶ りとな って い る。
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5.3.2. マ レー シアの製造 業企業の立地意 図 につ いての既存文献調査

マ レー シアの製造業企業全体の立地意図 をア ンケー トしたものはそれほ ど多 くな く、ある特定 のカテ ゴ

リー (地域 、国籍 な ど) において調査 したものがむ しろ多い。

比較的古 い もので、コスチ ャ トスキーが1981年 ～82年 にかけて行 った企 業ア ンケー トでは、結果 として

(1) マーケ ッ トへの近接性 、(2) 労働力供給、(3) FTZ・ 工業団地の存在、が重要 とされ ている とい う結果が出

てい る1。

また1990年 代 の高度成 長期においては、主に外 資系企業 についての調査 が多いが、総 じて政治的安定や

慎重なマ ク ロ経 済運 営、政策 の一貫性や予測可能性 、制度的 ・物理的なインフ ラス トラクチャー とい う要

素に外 国投資家 は よ り重要性 をおいてお り、一方 で租税上のイ ンセンティブはマ レー シアに対す る外国投

資を促進 した主要な理 由の 中に入 っていない2と いわれ ている。 クランバ レー に立地す る企業限定でのア

ンケー トでは、最 も重要 なのは電力 、揚水 、電話設備 の利 用可能性 であ り、殆 どの企業 が例外 な くこれを

「不可欠 の要因」 と見な してい る。重要だ と見な され る他の決定要 因には、イ ン フラス トラクチ ャー と労

働力の移動可能性、生産性及び技術水準が挙げられ、このような要因はすべての産業部門を通じて重要だ

と見なされている3。

一方で、1990年 代前半 の高度成長期 での立地上の主 な課題 は、 労働 力に依る ところが多い。未熟練労働

者 を含 めて深刻 な労働力 不足に悩 ま されたペナ ンな どの地域 もある4が、一般 的な課題 は、電気電子、 自

動車、通信 、ITといった労働者雇用 の需要 に対 し、熟練 労働者 (skilled workers) の不足で ある5と され てい る。

石筒に よるクランバ レー に立地す る 日系企 業の分析6に おいても、 もともとリスクの少 ない立地選択 は、

港湾 に も顧 客 に も近 い場所 を選ぶ こ とである としてお り、首都か らほぼ等距離 で も、港湾に近い、市場 に

近い等 の理由が非常 に大 き く効 いた結果 として、シャーア ラムな どクランバ レー上の地域での立地が進ん

だ と指摘 してい る。

本論 では、製 造業企業の立地意図の分析 は タイにお けるそれ に譲 ってい るので、ここでは散発的 に行 っ

た企業イ ン タビューの結果 について簡単に述べてお くのみにす る。マ レーシアの三極 で9社 に行 ったイ ン

タ ビューで その傾 向 を見てみ ると、総 じて港湾 ・道路 ・工業団地な どインフ ラな どが重 要な条件 として入

ってい るものの 、細 か く見てその条件 は一定では な く、また工業団地につ いては一部 で否定的な意見が見

られる。サ ンプル が少 ない ものの、ここで共通す るのは、工場が手狭になった り労働 コス トが上昇 した り

して移転 を検 討す る状況 になって も、現在 の顧 客や従 業員 との位置 関係 を考 えて別の州への移 転には消極

的な企業 が多い こ とである。こ こでのイ ンタビューはG社 以外 中小企業 であったが 、こ うした企 業の場合

は顧客 ・従業員 な どとの既 存の関係が非常 に重要 となってお り、労働供給 ・コス トの変化 に よる長距離の

移転 な どは非常に難 しい ことが窺える。

1 Knut Koschatzky (1988)

2 Mohamed Ariff (1993)、p.27

3 Abdul Aziz Abdul Rahrnan (1993)、p.176-

4 Niels Fold and Ame Wangel (1998)

5 Sulaiman Mahbob (1997)、p.39

6 石 筒 覚 (2000)、p.55
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表5-18 マレーシア各地で1998年 に行った製造業インタビュー調査結果
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5.3.3. オ フ ィス ・工場 の立地 も踏 まえた包括的 な分析

5.3.3.1. 分 析 趣 旨

これまでの論旨を踏まえて、本論文はマレーシアにおける製造業の立地を分析 し、製造業の地方分散政

策について評価することにする。マレーシアの製造業立地の分散傾向に関する分析は、すでに前項までに

示 したような既存文献がある。しかし、例えばクアラルンプール大都市圏において機能分化が進んでいる

状況、マ レーシアで全土的に都市化 とともに経済構造の変化が起こっている状況など、地域的に (州より

も細かい) 詳細な立地の動向、またそういった機能分化の進展度合いや政策展開に企業がどのように反応

しているか といった時系列的な動向、さらにはオフィスと工場の位置関係 を見ることによる都市構造の階

層性について、これまでの分析では状況証拠的な推測で しか示 されていない。本論文ではこういった点を

補 うため、より細かい立地データを用いて検証を重ね、地域格差是正政策のなかでも地域的配分の不平等

(地域間不平等) の是正を担 う、製造業の地方分散政策 (これは地域側にとってみれば経済構造の転換政

策 と取れる) がどの程度進展 したかについての評価を行 うことにする。

5.3.3.2.使 用 デ ー タ

本論文 で使用 するデー タは、第二期の経 済成 長が始 まる直後の1987年 と、それ が一巡 した1999年 の2時

点 でのマ レー シア製造業者協会 (FMM) の会員 リス トを主体 に、1997年 現在 の連 邦工業開発庁 (MIDA) 所有

の投資認可企業 リス ト (1998) と、クア ラル ンプール証券市場(KLSE: Kuala Lumpur Stock Exchange) の1997年

におけ る一部上場企業本社立地 デー タを補助的 に用いて分析 している。FMMの リス トとMIDAの リス トに

はそれ ぞれ 特徴 があ り、前者は製造業で最 も大きな規模の圧力団体だが、その会員 である製造業企業は 中

小企業が多 い といわれ 、また本部がKLに あるこ とな どか らKL大 都 市圏 での立地が過大評価 され る傾 向

にある。一方 、後者 の リス トは製造業以外 もMIDAの 投資に関連す るもの (例 えば観光業 な ど) は全て含

む一方、認可が必要 な中規模以上の企業のみ1で あ り、また投資促進分野以外 の投資及 び既 存企業 の再投

資は含 まな いとい う点で完全ではない2。 この2つ の リス トを利用す るのは、基本的に前章のタイ の分析

の趣 旨と同様 で あ り、両 リス トとも生産機 能 (工場) と管理機能 (オ フィス) が別の場所に ある場合、 そ

れ ぞれ の住所 まで掲載 されてい ることである。KLSEの リス トはオ フィス機 能の立地 を代表す るとい う趣

旨か ら利用す る。

5.3.3.3. 地 域 区 分

・基本 的 な地域 分類

地域 区分 は、まず基本的 には特徴 を際だ たせ るため首都 クア ラル ンプール (連邦直轄領) と、主な立地

集積で あるセ ラ ンゴール州 、ジ ョホール州、ペナ ン州 を独 立 して扱 い、その他 は半島西部5州 (北か らプ

ル リス、ケ ダ、ペ ラ、ヌ グ リセ ン ビラン、マラ ッカの各州)、 東部3州 (ク ランタン、 トレンガヌ、パハ

ンの3州)、 ボル ネオ東 部 (サバ ・サ ラワク両州 とラブアン連邦直轄領) にま とめて分析す る。 この分 け

方はほぼ これ までの文献 レビューの中に出てきた分析 に準 じる ものであるが 、三極 といった場合 それ らの

1 1975年 の工業調整 法 に基づ き、製造 業に従事 し、株主資本 (Shareholders' Funds) が250万 リンギ以上また

は常庸 (フル タイ ム) の従業員75人 以上の どちらかの条件 に該 当す る会社 は製造 ライセ ンスを取得す る

必要があ り、 これ をMIDAに 提出す る必要 がある,ジ ェ トロ (1998)、p.137よ り
2 デー タは実際の投資 ではな く、主に認可投資の ものである。1980年 代の認可プ ロジェ ク トの5分 の1は、

1989年12月31日 現在で実行 されていない、Mohamed Ariff (1993)、p.4よ り。
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産業集積 はクア ラル ンプール+セ ランゴール州 、ペナ ン州 、ジ ョホール州 の3州 の 中にほぼ収ま る範囲に、

また比較 的発 達 してい る地域 とい った場合 はこの3極 に西部五州 を合わせ た もの となる。

・詳細 な地域分 類

またオ フィス ・工場 の位 置関係 な ど、地域 区分 をよ り細か く見 る必要のあるものにつ いては、上記の三

極 を、それ ぞれ都 心 ・副都心 ・郊外な どの性質に よって分 けて表示 してい る。

セラン ゴール州は、全体 と して クア ラル ンプール連邦直轄領の郊外 に 当た るが、クランバ レー と呼ばれ

る既存開発軸 に沿った西側部分 と、それ以外の部分 で も大 きな性 質の違 いがあるこ とか ら、クア ラル ンプ

ールか ら近 い順 に クランバ レーに沿って、 プ タ リンジ ャヤ ・プチ ョン、スバ ンジャヤ、 シャー アラム、 ク

ラン (郡) に分け、それ以外 はクアラル ンプール連 邦直轄領 に接 してい る郡 とそ うでない郡にま とめるこ

とに した。 ジ ョホール州 は、州都 ジ ョホールバル を中心 とした ジ ョホールバル郡 がかな り大 き く、主要な

工業団地 であ るパシール グダ ン (Pasir Gudang) な ども含 まれ ることか らその郡 とそれ以外の郡の2つ の分

類 に、ペナ ン州 は、 もともとペナ ン島部で立地が始 ま りFTZの あるバヤ ンルパス (Bayan Lepas) 等に集積 が

で きたが、その後ペナ ン大橋 の開通やプ ライ (Prai) 工業団地の整備 な どによって半島部のバター ワー ス側

に も立地が進展 して きたた め、ペナ ン島部 の2郡 、バ ター ワース周辺3、 それ以外 のペ ナン州郊外 とい う

3つ の分類 に した。

また他 の州 は、それぞれの州都 がある郡 とそれ以外 の郡 に分 けて表示 してい る。南北高速道路は、 半島

西側の州 を縦 貫 し、ペ ナン州 の州都 ジ ョー ジタウンを除 くすべての州都付近 を通過 して南は シンガポール

に直接繋が ってい る。

・業種区分

業種区分は、文献 レビューのところで産業における分散度の違い、特にフットルースな産業と資源依存

型の産業の違いについて述べられていたので、それを検証するための区分にした。ただここで利用するリ

ス トは業種 (生産物) についての細かい分類があるだけなので、そこから類推 して集計することになり、

考慮の結果、まずジャングルでの木材伐採が多いサバ ・サラワク州に立地が多くあると予想 される木材 と

製紙 ・出版 をそれぞれ分類 し、残 りはまず資源に依存 しやすい素材型産業、安価な単純労働者の労働力に

頼 る傾向がある労働集約型産業、海外進出企業に多くマ レーシア政府が積極的に誘致を進める高付加価値

産業を多く含むと考えられる知識集約型産業にわけ、さらに後者はフッ トルースかどうかで類推 して機械

金属 と電気電子に分割 した。結果として、

「製紙 ・出版」

「木材 」

「労働集 約型」=食 品、 たばこ、 繊維 ・衣料、 靴 ・皮革

「素材 系産業」=化 学 ・石 油 ・ゴム ・プ ラステ ィ ック、 セ メン ト ・ガラス

「機械金 属」=輸 送機 械、 金属、 薬品 ・精密機械、そ の他機械

「電気電子」=パソコ ン ・周辺機器、 電気機 械、 電波機器

とい う分類 とした。

3 バ ター ワー スは郡境 に位 置 してい るため郡単位 では うまく集計がで きず、 周辺部 を含 めた もの と した。
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5.3.3.4. 分 析 結 果

まず単純 に、1999年 の工場 立地 の状況 を見 ると、FMM全2,353企 業、MIDA全3,945企 業の うち、KLと

セ ランゴール を合 わせて第一の (それ ぞれ1,076企 業、1,232企 業) 、それ についで ジ ョホール (378企 業、707

企業) とペナ ン(239企 業、536企 業) の集積が分か り、三極全体のそれ ぞれ65.7%、77.6%を 占める。 さらに

立地集積 は半島西部5州 に ものびてお り、合 計で はペナ ン ・ジ ョホール の集積 を上 回っていて、半島西部

一帯で立地が進んでい る (一帯合計 でそれぞれ対全国比96.2%、84.5%) ことがわか る。

一方で、 半島東部及 びボルネオ島部の集積 は限 られ てお り (合わせ て同3.8%、15.5%)、MIDAデ ー タでは

相対的に多 くの集 積が見 られ るが、業種 をみ る とその多 くは木材産業 ・労働集約型 ・素材型産業 (両デー

タとも合 計で約8割) となっている。総 じて業種 の上 では、農林産物等 を元に した天然資源 ・労働集約型

産業は主な立地集積以外 の場所 で比率が高 く、電機電子等 、高付加価値 が期待 できる産業 は主な立地集積

で比率的 に も多 く立地す る傾 向がある。フ ッ トルー ス型産業 と して電機電子 の構成比 はペナ ン州において

もっ とも大き く、他 の州ではそれほ ど大き くない とい うのが現状 となっている。 さらに各業種別 の構成比

を見 てみ る と、電機 電子産業 は、素材系産業や機 械 ・金属産業 よりも西側一帯に広 く立地が分散 してい る

傾 向がややで はあ るが見て取れ る。 ただ しフ ッ トルー スとい って もそれ が限界で、 半島東部3州 やサバ ・

サ ラワク州へ の立地 は伸び ていっていない。

ところで、この2つ のデー タにはい くつかの違いが見 られ るが、まず木材産 業の構成 費が大 き く違って

い るのは、MIDAデ ー タが投資認 可ベース とな ってい るため特にサバ ・サ ラワク州での木材 関連 プ ロジェ

ク トを非常に多 く含んで いるためである。 またそれ を除 く各業種について、FMMデ ー タの方が クア ラル

ンプール連 邦直轄領内の比率 が高いが、この原 因は中小零細で都心に立地す る企業 が多 く含 まれている為

と考えるこ とができ る。

一方、工場 とオ フィスの位置関係4に ついて見てみ ると、同 じ位置 にあるものがMIDA:2,712社(68.7%)、

FMM:1,538社 (80.2%) であ る5。 また別 の位置 にオ フィスを持 ってい る残 りの企業 の うち、MIDA:939社

(23.8%)、FMM:153社 (8.0%) あって6、 合わせ る と、 オフィス と工場 を別 々の位 置に持っている企業

は、両デー タ ともにそれ ぞれ全 体の約1割 しかないこ とになる。 ここではそれ ぞれ の企 業の大 きさ (資本

投下や雇用者数) は 考慮 に入れ ていないものの、基本的 に多 くの製造業企 業はそのオ フィス と工場を同 じ

場所あ るいは同 じ地域 に構 えていることがわかる。

一方、他州 に分 かれ て立地 してい る場合、そのオフ ィスはクアラル ンプール とセ ランゴール州 の合計で、

MIDAで 同89.6%、FMMで 対全国比89.8%と ほぼ独 占 されてお り、クア ラル ンプール大都 市圏の優位性 、経

営機能 の首座都市集 中 と立地上の機能分担が見て取れ る。一方、ペ ナン、ジ ョホール を含 めた他州ではそ

うした州 間の機 能分担は見 られない。

次に、86年 以降 の高度成 長期 に実際にオフィス ・工場を移動 させた企業の動 きを、FMMの 二時点 (1987

年 と1999年)の デー タで見てみ る と、まず工場に くらべてオフィスの移 動が多 く (工場103、 オ フィス175)、

他州へ の移 動の場合 はや は り移動先はKL・ セ ランゴール (オ フィスの他州への移動の うち77.1%) となって

いる。 しか し、基本 的に同州内での立地移動が多 い (工場 で79.4%、 オフィスで72.6%) ことは、既存企業の

4 ここで表示 してい る企業 の うち、それぞれの事業所 を複数持 ってい る企 業については、 それ ぞれの企 業

を最 も代表す る工場 ・オ フィスを もって表示 してお り、重複 してカ ウン トしていない。
5 この両者の差 は、FMMの 方がクアラル ンプールの 中小企 業を多 く含んでい るこ とを示 している。

6 この両者の差 は、前述のMIDAデ ータでの木材産業の多 さが影響 している。ボルネオ島部 だけで工場 と

オフィスが一致 して いない企 業が320社 あ る,
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他州へ の移 動が難 しい こ とを示 している。

MIDAデ ータ出典: 1998年12月31日 時点でのMIDAに よる製造業認可企業リストより筆者集計。

FMMデ ータ出典: "FMM Directory 1999" より筆者集計。

注1: 半 島西部5州 はプルリス・クダ・ペラ・ヌグリセンビラン・マラッカの5州 、半島東部3州 はクランタン・トレンガヌ・パハンの3州 。

注2: FMMの 業 種は複数回答の集計のため、のべ企業数の割合となっている。

注3: 業種 は、「労働集約型」=食 品、たばこ、繊維・衣料、靴・皮革、「素材系産業」=化 学・石油・ゴム・プラスティック、セメント・ガラ

ス、「機械金属」=輸 送機械 、金属、薬品・精密機械、その他機械、「電気電子」=パ ソコン等、電気機械、電波機器、等となっている。

表5-19 MIDA製 造 業認 可企業 リスト及びFMM会 員リストによるオフィス・工場関係 及び業種別 ・州別立地動 向

出 典: "FMM Directory 1999" 及 び "FMM Directory 1987" よ り抽 出 して 計

表5-20 2時 点 (87年 ・99年) のFMM会 員リストの比較による工場 ・オフィス立地の移動状況
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さらに、年 代別 にそれぞれの地域で立地が ど う展開 されて いるかについて、表5-21で 見てみ ることに

す る。年 代の分割 について は、まず基本 的に レッセ フェール体勢の もとで 自由な立地 が進 め られたがまだ

工業化 の揺藍期 にあ った1970年 まで、次にブ ミプ トラ政策 に基づいて国家主導の政策誘導 を行 い立地につ

いて も地方分 散 を最 も強 く進 めた1971年 ～1985年 、それ に不況後の民活 ・規制緩 和を踏 まえて再びやや地

方分散政策 が緩 め られ 一方海外 の進 出企業 が大挙 して押 し寄せた1986年 以降の3つ に分類す る。

出典: "FMM Directory 1999" より筆者集計

注1: 郡の 位置まで判明しない企業があるので、各地域の合計と州計の値は異なることがある。

注2: 「セランゴール州郊外1」はKLと 接するゴンバック・ウルランガット郡内の立地、「同郊外2」はそれ以外の郡。

注3: プタリンジャヤ・プチョン、スパンジャヤ、シャーアラム、バターワースの範囲は当該地区の行政界を基本に現状を勘案して判断。

注4: 半島 西部・東部、ボルネオ島部の州都の範囲は、州都が存する郡での立地数。郊外はそれ以外の全ての郡への立地を合計した値。

注5: 「経営機能特化指数」=「オフィスのみ計」/(「(工場とオフィスが)同 じ場所計」+「オフィスのみ計」)。

表5-21 オフィス・工場の位置関係別・年代別のFMM会 員立地動向

70年 代以 前は、主 な立地集積 の中で もとりわけクア ラル ンプール ・セ ラン ゴール での立地が多かった (両

地域計 で工場 立地の全国比60%)が 、全体 としてサ ンプルがそれほ ど多 くないので この時点 ではなん とも言

えない状態7で あ る。1971年 ～85年 になるとペナ ン ・ジ ョホールを含 めた半島西部全体に広 が り、工場機

能の 立地上 の クア ラル ンプールの地位 は相対的に低 下 した (合計で同47%)。 この時期 クアラル ンプールで

は、オ フィス ・工場 両方の立地 (63) とともにオ フィスのみの立地 (62) が多 くを しめ、工場のみ の立地(7)を

大 きく上回 ってい ることか ら、立地機能の転換がお こって いると考える ことができる。

86年 以降 もその傾 向は基本的に変わっていないが、シンガポール ・リア ウ諸 島 (イ ン ドネ シア) と共に

成 長の三 角地帯 を構成 す るジ ョホール州 での立地 が著 しく、工場立地が71～85年 の全国比14%か ら、86年

以降の同21%に 増 えて いる。他ではセランゴール州や半島西部 五州 で絶対数が伸びて シェアではほぼ横這

7 1999年 まで存続 してい る企業 のみ を扱 ってい る ことか ら、デー タ量の上で も不足は否めない。但 しそれ

で も前述 の文献 レビューの結果 とほぼ一致 している。
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い、一方でペナ ン州は絶対 数 を減 じてお り、総 じてクアラル ンプール とシンガポール の大都市圏内で増 え、

あ とは全体的 に西海岸 一帯 に緩や かな立地展開 となっていると考 えることができるだろ う。地方分散政策

が比較的強 く行 われ た71年 ～85年 の期間 を含めて半島西部での立地が9割 以上 と常 に多か った一方で、半

島東部やボルネオ 島部 は、地方分散政策の主要 な対象であ ったにもかかわ らず、立地数 はその政策の各節

目を経て も全国的 なシェアで殆 ど変化がな く低迷 してお り、地方分散政策の評価 として立地が促 されてい

るとはいえない状況で ある。

詳細な地域別 によ り詳 しく立地 を観 察 し、機能分化 の構 造を より端的 に捉 えるために、経営機能特化指

数 とい う数字を出 してみ るこ とにす る。 この指数 は、FMMデ ー タに よって得 られた工場 ・オ フィスの立

地動 向によって、オ フィスのみ計 と工場 とオフィスが同 じ場所 にある企業の合計 に対す る、オ フィスのみ

の合計の割合で あ り、オフ ィス機能 がその地域内で どの程度 の割合 で存在す るか を端的に示 しものである。

この指標が高 けれ ばオフ ィス機 能に特化 しているこ とになる。 これ を用 いる と、製造業企業で もオフィス

機能 のみの立地は クアラル ンプール及 び副都心プタ リンジャヤ ・プチ ョン とスバ ンジャヤで高 く (経営機

能特化係数 がそれ ぞれ51.1%、38.1%、47.4%) 、セ ランゴール州 で もそれ よ り離れた シャーア ラムや クラン

郡 ではむ しろ工場機 能 を含 めた立地 が著 しく (同指数が11.7%、7.5%)、 際 だった違いを見せ てお り、都 市

の機能分化、階層構造 を見せ ていて面 白い。 さらにセ ランゴール州郊外 でもクア ラル ンプール に接 し都心

との交通条件 もよい 「郊外1」 では生産機能の立地が 見 られ るが、それ よ り離れた 「郊外2」 では少 な く

なってい る。

一方全国的な視野 で見てみ ると、ペ ナン州で もペナ ン島部=経 営機能 (同指数28.6%)、 バ ター ワース ・ペ

ナ ン州郊外=生 産機能 (同指数6.4%・3.1%) とい う分化 が若干見 られ る8も ののセ ランゴール ほ ど明確 ではな

く、地域の中心 と しての機能 を果 た しつつ も製造機能が主体である ことを示 してい る。 さらにジ ョホール

州はその集積が最 も大 きい州都 ジ ョホールバル において も、オフィスのみ に比べて工場 を含 めた立地数が

大 きい (ジ ョホール バル郡で も同指数 は13.2%) ことか ら、州全体で シンガ ポール大都 市圏の郊外 的な位置付

け となってい ると考 え られ る。 このこ とは80年 代に発展 してきた 『成長 の三角地帯』(Growth Triangle) と

呼 ばれ る地域 (SIJORI: Singapore, Johor and Riau Islands) の一角 を占めるジ ョホールの機能分 化の状況 をよく

示 してお り、グル ンスベ ンによるSIJORIの 成長の三角地帯 の分析9が 指摘す る結果 と一致す るものである。

半島西部5州 の州都 で もオフ ィスのみの立地 が若干見 られ る (同指数13.1%) が、基本 的には工場機能の付随

した立地 となってい る。

この ことは、別に集計 した クア ラル ンプール証券市場 (KLSE) の一部上場企 業の本社の立地 (表5-22)

によって も確認す るこ とが できる。全体 と して もクア ラル ンプール連邦直轄領 内の立地 が63.8%、 セラン

ゴール州 の立地が16.1%、 合計で79.9%と 体勢 を占めてお り、 この中か らサー ビス業な ど直接製造業 と関

係 ない ものを除 き、製造業 と鉱業 に限 って もクアラル ンプール連 邦直轄領内の立地が56.7%、 セランゴー

ル州の立地が18.5%、 合計で75.2%と なってい る。 これ を見ても、マ レー シアにおけ るクアラルンプール

の首位性 が見て取れ る と考え られ る。

こ うした ことか ら、製造業 の工場機能 としてはく高速道路 などが通 り既存 の三極 の集積 によって結ばれ

てい るマ レー半島西側一 帯になだ らかに立地が拡が りなが らも、主 な立地集積 地は クア ラル ンプール、シ

8ペ ナ ンで こ う した 分 化 した 立 地構 造 が 存在 す る ことは 、 フォー ル ドと ワ ンゲル の分 析 (Niels Fold and

Arne Wangel (1998)) やYusof他 の 分 析 (Nooriah Yusof et al (1995)) で も 指摘 され て い る。

9 Leo Van Grunsven (1995)
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ンガポール といった数百万人規模 の拡大大都市圏の郊外 にお いて顕著 となってお り、1980年 代後 半は、ク

アラル ンプール郊外 のセ ランゴール州 とジ ョホール州 がその舞台 とな ったのに対 し、オ フィス機能は クア

ラノレンプール (そ して恐 らくシンガポール) と、そ こか ら10km程 度離れた副都 心に非常に集 中 した格好

とな り、他の地域 は立地数 の大小 こそ あれ、 どこも生産機能 を担 っているこ とがわか った。

出 典: KLSE (1997)" Annual Companies Handbook"

volume23, Bookl及 びBook2よ り筆 者 推 計

注: 位 置 は1997年6月 ～9月 末 に 登 録 され て い るオ

フ ィス に 基 づ く。

表5-22ク アラルンプール証 券市場 (KLSE)一 部上場

企業 (1997) の立地

以上 の結果 を整理す る と、マ レー シアの製造業企業 立地は、(1) クアラル ンプール都心 ・副都 心をオフィ

ス機能 を含 めた中心 と し、そ こか らセ ラン ゴール州郊外及 び国内の他 地域 の集積へ生産機能 が一部 で分化

された立地構造 、(2) ペ ナ ン島 を中心 としてその郊外 に広 がる小 さな分化構 造、(3) シンガポール を中心に し

ていると考 え られ るジ ョホール州全体への生産機 能を中心 とした立地 、(4) 半島西部5州 州都 を中心 と して

そ の郊外 に広 が る小 さな立地集積、(5) 特定産業 を除 いて概 して立地が停滞 している半島東部3州 及びボル

ネオ島部、 とい う形 で整 理で き、半島西側回廊 の立地集 積及び86年 以降の クア ラル ンプール及び シンガポ

ールの拡大大都 市圏の形成 が急激に進行す る一方 で、地方分散の動 きは見 られず、 時期別の違 いも見 られ

ない ことか ら、政策 との因果 関係 も殆 ど見あた らない とい う結果 とな った。
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5.4. マ レー シアにお ける国土政 策 と情報産業立地政策

5.4.1. マ レー シアの情報産 業振興政 策

5.4.1.1. 高 付加価値 化 と しての情報通 信産業へ の取 り組 み

前節 まで に、マ レー シアが戦後 か ら高度成長期 に至 るまで、工業の地方分散 に よる地域格差是正 を促 し

て きた ものの、それは思惑通 りにはいかず、既存集積で あるマ レー 半島西側 を軸 に立地が集積 し、さらに

80年 代後半か らの高度成 長期において、非 常に高い経済成長率 と産業構 造の転換 に成 功 したが、そ うした

中で クア ラル ンプール 、シ ンガポール といった拡大大都市圏 (Extended Metropolitan Area) での集積が よ り顕

著にな ってい るこ とが示 された。

一方 この経済発展 の時期には、 マ レー シア とい う国の特徴 に も由来す る幾つかの新 たな課題 が生 じた。

まず これまでの高度経 済成 長は労働集約 的な業種 あるいは工程が多 く、付加価値 が多 くつ く部分ではない

ことで、 グローバル化の進展 と共に同 じよ うな形で発展 してきた周辺 のASEAN諸 国、 さらには 中国等 に

対抗す るために、よ り高付 加価値 な業種 ・工程 を担 う必要性 が生 じて きた。特 にマ レー シアは人 口が2千

万人前後 と周辺のASEAN諸 国 と比べて も小 さく、国内市場が他国以上に期待 で きないため、経済発展に

よって国民の所 得が上が った として も内需主体の発展 には切 り替えに くく、超長期計画で あるビジ ョン

2020の 目標であ る 「2020年 までに発展 先進 国入 りの仲 間入 り」を達成す るた めには、これ まで通 りの輸 出

主体での発 展 を、これ までよ り高付加価値 な産業で達成す る必要 に迫 られて いる。また この ことに関連 し

て、労働 力不足 も深刻 な もの となってい る。単純労働者 の労働 コス トについ ても、や は り人 口規模 もあっ

て経 済発 展期は需要 が逼迫 して不法滞在者 を含む外国人労働者 (イ ン ドネ シア人、バ ングラデ ィシュ人等)

に頼 らざるを得 ない状 況が続 き、また特 に外資系企業に とっては熟練労働者や技術者不足 は深刻な もの と

して常に指摘 され てきた。優秀 な人材 は高付加価値化 に とって もかかせ ないが、ブ ミプ トラ政策が様 々な

局面で華人 を相対的 に不利 な立場 に置 いているため、大学進学な どで差別 され る優秀 な華 人が国外 に流 出

す るな どの問題 も生 じている。

こ うした課題 が90年 代 前半 までの高度経 済成長の 中で急激に顕在 化 してい く過程 の中で、マ レーシア政

府 は、90年 代 中半か ら新 しい基幹産業 と して世界各 国で注 目され始めた情報通信 (ICT: Intemet and

Communication Technology) 産業に特 に焦点を絞 って、国家 レベルでのプ ロジェク トを進 めてい く。その計

画また各プ ロジェク トの対象 地域 は 「マルチ メデ ィアスーパー コ リ ドー」(MSC: Multimedia Super Corriodor)

と呼ばれ てお り、光 フ ァイバーな どの情報通信イ ンフラをは じめ としなが ら、ハイテ ク産業対応の工業団

地 ・空港 ・道路 ・鉄道 イ ンフラ、庄宅開発 な どのイ ンフラ整備 、さらには新 行政庁建設 ・電子政府化 な ど

の政府 関連施設 にいた るまで、様 々なプ ロジェク トを含 んだ計画 となってい る。 しか し一連 のプ ロジェク

トは最初か ら相互 調整 されて行われ て きたわけではな く、例 えば現在MSCの 主要プ ロジェ ク トと呼ばれ て

い る、クア ラルンプール 新空港 (KLIA: Kuala Lumpur International Airport)、サイバ ージャヤ (情報産業団地 ・

後述)、 プ トラジャヤ (新 行政政府 ・後述)、 クアラル ンプール シテ ィセ ンター (KLCC: Kuala Lumpur City

Center) の 各建設 プ ロジ ェク トも公式にはそれぞれ異 な る意志決定主体か ら行われてお り、これ ら全てを深

くまで調整 してい る計画は表向 きには存在 しない といわれ ている,実 際は (2002年8月) 現在、すでに20

年以上の長期政権 を保 つマハテ ィー・レ首相が 、その内容 の多 くを直接 決定 した といわれ ている。

産業立地の視点 か らみれば、MSCは 、後述す るよ うにクア ラル ンプール の郊外 だが副都心 が並ぶ クラン

バ レー とは別の位 置に位置 してお り、前節 までに検討 した製造業の機能分担 にお いては、生産機能 しか担

わない場所 にある。 こ うした場所 に、通常都心 立地志向が強い といわれ る情報通信産業 の立地 を大規模 に
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誘導す る試み は他 国で も例 がな く、都 市の機能構 造改変の試み についての実証分析 とい う意義が ある。ま

た全国的 な視点 でいえば、クア ラル ンプール 大都 市圏 内に巨大開発 を行 うこ とは、国 土計画で唱 える地方

分散 ・地域格 差是 正政策の意図 にも反す る し、また後述する ように、その内容 もブ ミプ トラ政策 について

否定 しないまで もかな り弱め る方向にな る政策 を多 く含 んでい る。 このこ とは、前述 したマ レー シアの近

年の課題 に照 らして政策の重み付け に変化が生 じた ことを示 してい る。 ただ し、 このMSCの ビジ ョンも、

先進国化が期待 され る2020年 までには 「マ レー シア全土での情報化」が 目指 され ているため、MSC計 画に

よる産業 立地誘導 の成否 は、その後 の最終 目標 の達成においても非常 に大 きな意味 を持ってお り、そ の分

析の意義 が見いだせ るところとなってい る。

5.4.1.2. 情報産 業誘致 と地域 格差是正

マ レー シアの情報産業政策 は、2002年 現在で このMSCに 集約 され てい る といってよい。MSCと いった場

合、後 述す る情報化 ・情報産業誘致計画の対象 となるクア ラル ンプール都心か ら南側 にか けての広大な地

域 を指す 場合以外 に、マ レー シアの情報政策それ 自体 を指 してい う場合が ある。

特に、MSCの 具体的 なプ ログラム内容が、7つ の 「フラ ッグシップアプ リケー シ ョン」1と い う形 で表

現 されて いるが、これ らの多 くは当初 か ら、または最終的に全国的な レベルで行われ ることを想 定 したも

のであ り、まず その最初 の地域 として 「MSC対 象地域 」で事業が行われてい るに過 ぎない、とい うスタン

スに建前上 はなってい る。

図5-8 MSCの 長期 ビジ ョン

出典: MDC資 料よ り

さらにMSCの ビジ ョンは、現在 の単一 コ リドーか ら複数 コ リ ドー を経 て最終的 にはマ レー シア全土 を情

報化す る とい う目標が設定 され、それ に よって形成 され る情報都市 (「イ ンテ リジェン トシテ ィ (Intelligent

City)」) につい ては、2003年 までは現在 の対象地域の中心にある情報企業団地で ある後述のサイバー ジャ

ヤだ けだが 、最終 目標 である2020年 には12の インテ リジェン トシテ ィを設置す る とい う目標 になっている。

1(1) 電 子 政 府 (政 府 内 、政 府 関係 手続 き の電 子 化)、(2) 遠 隔 医療 、(3) ス マ ー トス クー ル (マ ル チ メデ ィア

に よ る遠 隔 教 育)、(4) 多 目 的 カー ド、(5) 研 究 開 発拠 点 づ く り、(6) 世 界 的遠 隔生 産 シ ス テ ム 、(7) 世 界 的 マ ー

ケテ ィ ン グセ ン ター づ く り。
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ただ し具体的にどこを情報都市として振興するかについては、サイバージャヤ以外は決定 していない。

このことは、依然 として地域格差是正に配慮して国内の様々な地域での情報化 を (少なくともタテマエ

として) 念頭に置きつつも、当初はまず情報化 と情報産業の誘致を最も行いやすい首都近郊での振興を実

現させ るとい うホンネの部分をかいま見させている。

5.4.1.3. 国 家 計 画 と して の情 報 産 業 政 策

MSC計 画は、マ レー シア全体の地域 開発計画 の中で は、80年 代後半か ら始ま る製 造業に よる急成長 のた

だ中に策定 された超長期計画 ビジ ョン2020 (WAWASAN2020)(1991-2020)、 国家開発計画 (NDP)、 第二次長

期展望計画 (OPP2)、 さ らに経済成長が進んだ1990年 代 中半 に策定 された第二次工業化マス タープ ラン

(1996-2005) とい った流れ の中にある。

しか しなが ら、MSC構 想が発 表 され るのは公式 には1996年8月2と 他 の一連 のプロジェク トと比べ て も

遅 く、その年 に策 定 された第七次マ レー シアプ ランの中に も具体的な計画内容は含 まれ ていない。それぞ

れ が単独 で行われていた事業 を、MSCと い う計画パ ッケー ジと して後 か らひ とま とめに し、それ を首相府

や その付 属機 関、あ るいはマハテ ィール首相 自身 が指揮 を採 って急激な速度で進行 させ てい くとい う形 と

なった。 このため、MSCの 中のパ ッケー ジとい う意味合 いでは、クア ラル ンプール 国際空港や行政機能の

プ トラジャヤ移転 をは じめ として後付的 な ところが大 きく、実際 にMSC構 想に基づいたプ ログラム独 自の

事業 と して行 われ てい るのは、主な ところでは情報企業団地サイバー ジャヤだけ となっている。

次項 以降では、このMSCの 一連の政策の うち、現在のMSC、 す なわ ちクア ラル ンプール か ら南の広大な

対象地域 での事業、その 中でもと りわけ情報産業の立地に関わ る部分 につい て、述 べてい くことにす る。

2 初 めて の正式 な発表 と しては、1996年8月29日 に、MSCの 構成 要素 となる新行政首都 プ トラジャヤ着

工式典 でのマハテ ィール 現首相 のス ピーチで発表 され た。
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5.4.2. マ ル チ メ デ ィ ア ス ー パ ー コ リ ドー

○最 初のMSC

MSCを 開発計 画 と してみた場合、事業区域 はクアラル ンフー ルの南 に縦50km×横15km、 同 じく高度情報

化 を 目指 して様 々な政策 ・施設整備 を行 ってい るライバルのシ ンガポール の全国土面積 よ りも若 干広い区

域 となってお り、そ の中に新情 報都 市サイバー ジャヤ (Cyberjaya) の他、新行 政都 市プ トラジャヤ (Putrajaya)

面積約1万ha、 滑走路4本 (完成時) の超 巨大空港 クア ラル ンプール新国際空港 (KLIA) 等 が含 まれ 、主要

プロジェク トで あるプ トラジャヤ 、サイバー ジャヤ、新国際空港を合計す る と、総工費は500～1000億 リ

ンギ (4兆 円) のプ ロジェク トとなってい る。事 業全体は、新都 市 となるプ トラジャヤ とサイバー ジャヤの

2都 市 を中心 に展開 され 、世界最高 レベルの情報通信イ ンフラ1をは じめ として、道路、鉄道、住宅、商

業施設 など種 々の産業 ・生活イ ンフラを政府 主導 で一括 して開発す るプ ロジェク トとな っている。

その 中で情報通信産業 の誘致に関 しては、サイバージャヤを中心 としなが ら多様な性質 を持つ計4つ の

サイバー シテ ィを指定 し、そ こに立地す る企業のみに対 して 「MSCス テー タス」とい う政府 承認 の称号 を

与 え、一般 企業 に課せ られ る各種規制 を大幅 に緩和 し、更 に様 々な恩典 を与 えるとい う方法で国内外企業

の誘致 を図ってい る。サイバ ージャヤを中心 と した情報産業 の誘致政策については次項に回 し、ここでは

も う一つ の大 きなプロジェク トであるプ トラジャヤについて先に解説 し、MSC計 画全体や産業立地誘導政

策 との関連について述べてお く。

表5-23 マレーシアMSCの 各プロジェクト計画面積

出典: 連 邦都市地方計画局資料

1 2.5～10Gbit/秒 の 大 容 量 回線 。 これ は バ ー チ ャル 会 議 、 リモ ー トCAD/CAM、 イ ン ター ネ ッ ト放送 等 が

障 害 な く使 え る レベ ル と され る 、
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表5-24 マレーシアMSCの 計画人口

出典: 連邦都 市地方計 画局資料より。

○プ トラ ジャヤ

新行政首都 プ トラジャヤは、付近の近郊地域 も含めて開発用地合計14,780ha (人 口570,000人)、 うちコ

アエ リア と呼ばれ るプ トラジャヤ本体 である4,400haを 中心 と して新 しい行政機 能が設置 され 、計135,000

人 (う ち政府職員76,000人 、民間人59,000人) が就業 し、250,000人 が居住す る計画 となっている。 プ トラ

ジャヤは正確に は 「新行政 首都」であ り、旧首都か らの距離以外に も、首一都 の重要な部分を占める国会は

移転 しないこ とも日本の首都機能移転 な どと異 なって いる。プ トラジャヤ 単独 では、総工費は200～240億

RM (約75～90億 ドル、約1兆 円前後) とな ってお り2、総理府 に設 けられていたプ トラジャヤ開発室 を発

展 させ た形 で、政府 出資の 公社であ る 「プ トラ ジャヤ公社 (Perbadanan Putrajaya)」 を設立 して計画 ・調

整 を行 わせ 、事業施 工 ・運 営は政府関連企業 も出資す る3民間企業 「プ トラジャヤ ・ホ-ル デ ィングス

(Putrajaya Holdings Sdn Bhd)」 を中心 に民間べー スの開 発会 社4が行 っている5。 また特徴 として、地図 上の

パーセル と呼ばれ る小 高い 丘を囲ん で並べ られ た地域 に、各行政機関 を集 中的に配 置 してい る。

図5-9 プ トラジ ャヤ設計図

出典: プ トラジャヤ公社の ウェブサイ ト

2 富 士 総 合 研 究 所 国 際 調 査 部 (1997)

3 出 資 の 内 訳 は 以 下 の 通 り: Petronas=40%、Khazanah Nasional=40%、Kumpulan Wang Amanaf Negara=

20%

4 JVパ ー トナ ー は 以 下 の 通 り: Malaysian Rzsources Corporation Berhad (MRCB)、Peremba, S. P. Setia Bhd、

Hong Leong Properties Bhd, Malaysian Plantation Berhad

5 吉 村 弘 之 (1997)
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プ トラジャヤ が政府 内部 で起案 され た時期 は正確 には不明だが、1992年3月 に立地決定のためのコンサ

ル タン トチー ムが結成 され、 クア ラル ンプール周辺 のい くつかの地域 が検討 された結果6、 翌1993年6月

に現在の場所で あ るクアラル ンプールの南約20kmの プ ランブサール に決定す る。 その後 、同年12月 には

具体的な開発計 画策 定のための組織 が組 まれ 、1年 半後の1995年2月 には開発計画が政府 に よ り認 可され、

さ らにそ の半年 後の8月 には着工 され る とい う、異例のス ピー ドでの計画進行で あった。1997年5月 には

その隣の地 にほぼ同様の面積 のサイバー ジャヤで起工式が行われ ている。

この早 い展 開には、マハ テ ィール首相 の権力 によるところが大きいこ とは、様々 な取材 か らも明 らか と

なってい る7。 肯定的にみれ ば、首相 の強力 なイニ シアチブ とアピールに沿って さらなる成長に向けての

強い意図 を速や かに示 し、明確 なコンセプ トメーキン グを持 って各種イ ンフラの建設、サイバー法の成立、

企業誘致等 をほぼ計画に沿 う形で実現 させ てい る。否定的にみれ ば、経済危機後の一連の政争 の中での批

判 にも見 られ たよ うに民主的 な手続 きは担保 されず 、サイバージャヤやMSC全 体の管理機 関MDCが 首相

府で な く首相直轄 の機 関8で あった り、他の計画の 中に もしば しば強権 的な動 向が見 て取れ るな ど、独裁

的要素 も拭 い されない状況 となってい る。本論文 は現在のマ レーシアの政治体制や 民主化の度合 いな どに

ついて論述す る立場にはないが、地域格差是正政策 との関係 でみれ ば、少な くとも結果的に拡大大都市圏

での先行的 な投 資が、強大 な国家権力の元で決定 され、それ が実行 に移 された とい う結果か らみ て、地域

格差是正政策 が事 実上弱 め られた とい うことがい えるだろ う。

6 その他 、 クアラル ンプー ルの北部等 も検討 され た。連邦都 市地方計 画局 リー トシチ ョイ氏へのイ ンタビ

ュー に よる。

7 マ レー シアで の幾つかの イン タビュー による。また間接的 な情報 によれば 、首相 自らがヘ リコプター で

クアラル ンプール上空 を視察す るな どして、立地選定に積極的に関与 した とされ ている。

8 MDCへ の1999年 のイ ン タビュー,
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5.4.3. 立地誘 導政策 の具体 的な取 り組み

5.4.3.1. マ レー シ ア の 情 報 化 の 前 提

そ もそ もマ レー シアの情報化 は前述 の ように、最高位 の国家 計画 『ビジョン2020』 や その下で作成 され

た各種長期 計画 (NDP、OPP2、 マ レー シア計画) や産業計画 (IMP-2) 等の流れの延長線 上にあ り、1980

年代後 半か らの経 済発展 を経 なが らも、その際に生 じた新 たな問題、特に高付加価値化や グローバルな競

争へ の対応 として出て きた と考 え られ る。 したがって、通常欧米諸 国や 日本 な どに見 られ るよ うな業務 の

効率化 な どの意 図は薄 く、生産力 を向上 させ た り雇用 を創出 しない ものについては情報化 であって も認 め

ない とい うスタンスであ ると考え られ る1。

また1990年 代 のマ レー シアの産業政策 には、強 い競争力 を持 った産 業がそのポテ ンシャル を元に振興 さ

れ、産業化プ ロセス の変 革や深化 、さ らには製造業 (全体) の発展に繋が る新 しい刺激 を生み 出す、 とい

うクラスター アプ ロー チ (cluster approach) や、それ に類似 した概念 が しば しば登場す る2。 この クラスター

アプ ローチ は、IMP2等 において基本的 な枠組みが形成 され、元々は主に製造業 の高付加価 値化 を前提 と

した概念 であったが、IT産 業 を主軸 とす るMSCの 関連計画 にも度々用い られ るよ うにな り、それは産業振

興におけ る非空間的概念 だけでな く、実際 の立地 に反映 され るよ うな形 で中小都市の計画が策定 され るな

ど様 々に応 用 され た。例 えば教育 ・訓練機 関、R&D機 関、技術支援組織 、財政支援機 関 と同様 に産業 リン

ケー ジ (industrial linkage) や部 品産 業を強化す るといった形で クラス ター型戦略 (cluster-based strategy) が 目

指 され てい る3。但 し、第 二章 で紹介 した、クラスター論で有名なマ イケル ・ポー ターが クラスターアプ

ローチにつ いて 「セ クター計画ではない」と言い切 っているのに対 して、マ レー シアの計画は情報通信産

業の他 、重 工業、 自動 車な どのセ クターに焦点を絞 った振興 となってい る。結果 と してMSCで は、2大 プ

ロジ ェク トとい ってよいプ トラジ ャヤ、サ イバー ジャヤの他 にも、空港都市、エ ンターテイ メン ト都市等、

様 々な コンセプ トを持つ都 市が数珠 上につなぎ、物理 的に 「クラスター」(か たま り) を構 成す る とい う

計画内容 になってい る。

海外 の情 報通信産業の施策 と比較 した場合 、マ レー シアのMSC計 画 、及び後述す る情報産業誘致政策

MSCス テー タスの場合 、条件を満た し特定の地域 (サイバー シテ ィ) へ立地する企業に対 し、中央政府 が

音頭 を とって一般 に厳 しい政府 による規 制を大幅に緩和する点 、誘致に際 し巨額を投 じたインフラ開発を

行 ってい る点で非常に特徴的4で あ り、かつ これまでの国家主義的なアプ ローチ を応用 している とい う点

では、1990年 代前半 までの製造 業に よる経 済発展期の路線 を受け継 ぐもので ある と捉 え ることがで きる。

5.4.3.2. 総 合 的 な 管 理 機 関: MDC

MSC関 連 の 政 策 及 び 事 業 は 、首 相 直 属 の 政府 企 業 で あ るマ ル チ メデ ィア開 発 公 社 (MDC: Multimedia

Development Corporation)(以 下MDC) が 一 元 管理 して い る。MDCは 、 現 在 の 場 所 にMSC計 画 が 決 定 され

1 マハテ ィール首相 は 自著で 「…、 現在の状況を見 る と、情報技術 (IT) はその役割 を果た してはいな

い。IT関 連企業 は、消費者 に直接商品 を売 り、発展 途上国の輸入業者、流通業者 、小売業者の仕 事を奪 う

結果 を招い てい る。消費者は安 価な商品 を購入 できるが、その代 償 と して多 くの人 々が失業する ことにな

る。 」(マ ハ テ ィー ル ・モ ハ マ ド (2000)、p.155) な ど と述 べ て い る。 単 な るIT化 で はマ レー シア の 目標

を達成 させ るた め に 資す る変 化 に な らな い こ とを示 唆 してい る と考 え られ る。

2 Sulaiman Mahbob (1997)、p.46

3 Zainal Abidin Sulong (1997)、p.66

4 福 井 (福 井 雅 (1999)) に よ れ ば 、MSCは 外 在 要 因 を用 い ての 、大 胆 で厚 み の あ る国 家 レベル で の 実行 プ

ラ ン に よ り多 国 籍IT企 業 を誘 致 す る戦 略 とい う定 義 付 け が され て い る。
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てか ら、情報通信 その他 のイ ンフ ラや 、都市開発に関す る計画の策定、企業誘致活動、進 出企業 に対す る

優遇支援 、ベ ンチ ャー支援等を、その子会 社な どを利用す ることによって一手に引き受 けている5。従業

員 は99年9月 時 点で約130人 とい う規模 であ り、現在 は公企業であるが、マ レーシア会社 法に基づいて設

立 されてお り、2001年 には民営化 され るこ とになっていた6。公企業の概念 についてはす でに前述 したが、

MDCが さらに特徴的 な点 は、首相直轄 として、公企 業であ りなが ら官僚政策 に依存 しない とい う点 を 自

ら謳 ってい る点 であ る。MDCの 主要施策 は、各種委員会 (国際諮問委員会 (IAP: International Advisory Panel)

や後述のMSCス テー タス承認委員会) で決定 され 、それぞれの委員会の決定 には少 なか らず首相 (首相府

ではない) の意向が反映 され てい る とされ る。

立地を望む企 業側か らみ ると、MDCはMSCに 立地す るための 「ワンス トップサー ビス」 としての機能

を請け負 う機 関で あ り、通 常の立地 では就 労 ビザ をは じめ様 々な許認可が継続的 に必要にな る ところを、

首相 直属 と しての権力 を持 ったMDCが 一括 してサー ビス し、企業活動の 円滑化 を保 証す る形 となってい

る。こ うした 「ワンス トップ」とい う形態 は前述の よ うに製 造業 での政策に もみ られ、一般 には厳 しい様 々

な規制 を緩 め差別 化す るこ とで、政府に とって必要な政策誘導 を企業 に課す ることができ るシステ ム とな

っている。 こう した意味で も製造業における政策の路線 を受け継 いでい ると考える こともできる。

5.4.3.3. MSCス テ ー タ ス 取 得 に よ る恩 典 と 義務

MDCは 、 ビジ ョン2020計 画に明記 された高付加価値化の 目標を達成す るために、MSCへ の企業の誘致

にあたって 「MSCス テー タス (MSC Status)」 と呼ばれ る資格 を設 け、政策 意図に沿 う企業 に付与 し、様 々

な特 典を与え るこ とによ り狙 い通 りの産業 立地誘導 と地域開発 を実現す る手段 として いる。MSCス テー タ

スによる様 々な優遇 を与えた国内外の企業 を含 んだ情報産業集積が、MSC計 画のイ ンフラを触媒 としつつ 、

企業 同士が相互補完 しなが ら発展 してい くとい う図式が理想像 となっている。

ロー カル ・外 国を問わず、企業がMSCス テー タスを取得 し優遇 を得 るには、MDCに 申請書 を提 出 し、

以下の条 件を満 たす必要があ る7。

(1) マルチ メデ ィア ・情報通信関連の製 品や サー ビスを提供す るかまたは非常に多 く用 いる企業

(2) 知的労働者 を多 く雇用 してい る企業

(3) MSCの 環境 ガイ ドライ ンに抵触 しない生産 ・サー ビス活動 を行 う企業

(4) 技術移 転 の意 図が あるかまたはMSCの 発展に貢献できる企業

実際、MSCス テー タスに応募す る企業 は (1)～(3) の条件は既 に満た してい る場合 が ほとん どであ る。例え

ば (2) の場合 、MSCス テー タス企 業を設定す る基準 である知的労働者 の割合 はその企業雇用者の15%と い う

ことになってい るが、実際 は基準 に適合す る知的労働者 は、MSCス テータス企業雇用者全体の9割 近 くに

のぼってい る3。(1)、(3) は通常の情 報産 業についてはすで に問題 な く条件 を満た している と考えることが

できるが、一 方です でにマ レー シア に進出 して製 造業 の生産 を行い情報産業に も進 出 し始 めた、主に多国

5 行政機関が入 るプ トラジャヤの計画区域 だけは基本 的には別組織に よる開発 がな され てい る。

6 99年9月 のMDCへ のイ ン タビュー よ り。 しか し2002年1月 に再イ ンタビュー した時点では、民営 化

はまだ 実施 され ていない との ことである。
7 MDCへ のホー ムペー ジよ り。

8 MDCへ のイ ンタ ビュー よ り。
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籍 の企 業が抵 触す る可能性 がある。こ うした企業は多 くの場合、情報通信 関連業務 に特化 した子会社 を作

ってMSCス テー タス を取得 させ る方法を採 っている。結果 と して、取得可否 の判定 は (4) とい うことにな り、

MDCへ 提 出す る事業計画の 中に、特に外 国企業 につ いて、マ レー シア人 を対象 とした訓練プ ログラムや

母国派遣 な どが十分 に織 り込 まれていない よ うな場合 には落選す る。

1996年12月 に最初 の企 業がMSCス テー タスを取得 してか ら、その数は着実に増加 して きてお り、2000

年11月13日 までに、484企 業が申請 、392企 業が取得 してい る9。資本 国籍 では、マ レー シア企業 (過半数)

が244企 業 (62%) と過 半を占めてお り、業種では、 コンテ ンツ、情報 システム ・インフラ開発、 コンサ

ル タン ト等、情報通信関連の様 々な業種が見 られ る。

図5-10 MSCス テ ー タス 企 業 の 増加 状 況 (2002年5月8日 現 在)

出 典: MDCの ウ ェ ブサ イ ト (http://www.mdc.com.my/)

こ うして一定の手続 きを経 てMSCス テー タス取得 に よって得 られ る特典は次の10項 目となってい る。

(1) 世界 レベルの物的 ・情報イ ンフラの提供: 大容 量の情報通信 イ ンフラを代表 としなが ら、その

他 さまざまな産 業 ・生活 インフラな どが整備 されている。詳 しくは後述す る。

(2) 外 国人知的労働者 の無制限雇用: 一般 的には外 国人雇用のための就 労枠が設定 されてお り、原

則 と して払 い込み 資本金額 と連動 した形になっている10。

(3) 外 国人に よる企業所 有制限の撤廃: 一般 的には外 資は30%未 満 、ブ ミプ トラ (マ レー系、その

他 先住民族) が30%以 上等 とい う原則規定があ る。 実際は認可制 とい うこともあ り様 々な例外

が ある11。

9 MDC資 料 よ り。

10 ジ ェ トロ ・ク ア ラ ル ンプー ルセ ンター (1998)

11 ジ ェ トロ ・ク ア ラ ル ンプー ルセ ン ター (1998)

325



第五章 マレーシアの地域格差是正政策と産業立地政策 ・産業立地動向

(4) MSCの イ ンフ ラ建設 のための国内外か らの 自由な資金調達

(5) 財 政的なイ ンセ ンテ ィブの提供: 税 制優遇 (5～10年 間の法人税免除 または投資税額控除の選

択制)、 マルチ メディア関連機 器の輸入関税免 除、有利な資金供 与等

(6) 知的財産権の保護や その他サ イバー法 の適用:「 電子署名法 (Digital Signature Bili 1997)」 「コン

ピュー タ犯罪法 (Computer Crimes Bill 1997)」 「遠隔医療法 (Telemedicine Bill 1997)」 「マルチメ

デ ィア&通 信 法 (Communication and Multimedia Act 1998)」 「改正著作権法 (Copyright (Amendment)

Bill1997)」 「電子政府 法」 「デー タ保護法」 とい った一連 の法律 を指 し、2000年 末現在 ですで

に前5法 が国会 の批准 を経 ている。法律の対象地域 は全国 とな ってい る。

(7) イ ンターネ ッ トで の検閲が ない ことの保 証: 一般的 には、事実上の検 閲 (発禁処分 など) が認

め られ てい る。

(8) 世界で も最安価 な レベルの電信電話料金

(9) MSCの 主要イ ンフラプ ロジェク ト契約で の優遇: 前述 の7つ の 「フラ ッグシ ップアプ リケー シ

ョン」に関連 したプ ロジェク トについて、MSCス テー タスを保持 している企業 はその入札等で

優 遇 され る。

(10) MDCに よる統合 的なサー ビス: 前述 のワンス トップサー ビス。 通常の多国籍企 業ではパイオ

ニア ステー タス等の優遇 を受けてい ても煩 わ しさが指摘 され る、 ビザ発給の 申請 などについて

も便宜が図 られ る。

一方 、MSCステー タスを取得 した後で特別 にかけ られ る主 な規制は、特定地区 「サイバー シテ ィ」への

立地移 転義務で ある。これは、クラス ターアプ ロー チに基づいてMSCス テー タスを得た情 報関連企業が 「触

媒」と しての機 能 を うま く働 かせ るため、単 にマ レー シア国内 とい うだ けで なく特定の場所への集 中的な

立地が不可欠 との考え方 か らきている12。現在MSCス テー タスを取得 してい る企業は、2000年7月 まで13に

後述の4つ のサイバ ーシテ ィ14の どこかへ の立地 が義務づけ られ 、も し移 転 しない場合 はMSCス テー タス

が剥奪 され るほか 、免税分 を さかの ぼって支払 う義務 が生 じる15。

2000年7月 の時点でまだ動いていない企 業には、まず8月 に最初の (移転) 督促 状 を送付 し、それ で も

動か ない ことが確認 され た場合 は2回 目の督促 状を不定期 で送付 している16。実際にMSCス テータスを剥

奪す るには、承認委 員会 (Internal Approval Committee) 17にかけなければな らず、2000年11月 現在 ではまだ

MSCス テー タスを剥奪 され た企 業は存在 しない。一方、サイバー シテ ィに移転 しない ことを正式にMDC

に認 め られ てい る企業 もか な りの数 に上 る。その理由は様々で、サイバーシテ ィ内で企 業が入居予定のオ

フィス開発 が遅 れてい る場合 が多いが 、各業種 に応 じたその他 の理 由に よる場合 もあ る18。

12 MDCへ のイ ンタ ビューよ り

13 サイバー ジャヤ が開業 した1999年7月 か ら数 えて1年 以内 とい う意味 あいか らの期限 となってい る。

14 当初は クア ラル ンプール都 心のKLタ ワー も5番 目のサイバーシテ ィとなっていたが、現在 は実質上

含まれ ていない。MDCへ のインタ ビュー (99年9月 時点) よ り。

15 但 し、支所 (Branch Office) を設置す るだけで もよい とい う解釈 にな っている。
16 MDCへ のイ ンタ ビュー よ り。
17 関係省 庁の担 当者が参加 しMSCス テー タス付与 ・剥奪 を決定 している。
18 他に も、 サイバ ー ジャヤの南方約8km地 点 にE-villageと い う新オフィスがあ り、ここは立地上 、現在

はサイバー シテ ィにはな っていないが、今の ところそ こに既 に立地 してい るか立地 を決定 してい る企業 に

ついては、移転立地義務 が生 じない状況 となっている。
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5.4.3.4.4つ の サ イ バ ー シ テ ィ

MSCス テー タスを取得する様々なタイプの情報関連企業を政策目標に叶った形で誘導するために、開発

主体も地域 も様々な4つ のサイバーシティを移転立地義務の移転先地区としている。

図5-11 4つ の サ イ バー シテ ィ

図-1 4つ の サ イパ-シ テ ィ (●印)

●サイバー ジャヤ

まず 、MSC計 画の主要プ ロジェク トであ りMDCが 直接管理 してい るサイバー ジャヤは、 元々プランテ

ーシ ョン農地で あった ところに情報通信イ ンフ ラの他、 交通 ・産業イ ンフ ラや、 大学 ・住宅 な ども含め包

括的に整備 して いる地域で 、完成すれ ば人 口24万 人、面積7,000haの 緑 豊かな郊外都市 となる。ロ ッ トも様 々

な種類があ って19、 大企 業、中小企業 とも入居 可能、まだMSCス テー タスを取得す ると土地購入 が可能で

賃料 も比較的安 く、様 々な タイプがあ るが標 準的 な ロッ トで レン トが3RM/ft2と なっている。 但 し、1999

年7月 に正式開業 した ものの、経 済危機の影響 もあ って周辺地域の各種イ ンフラ整備 は遅れ がちで、2000

年11月 現在、幾つ かのオフ ィス と主要道路 、情報通信 インフラ以外は建設途 中であ り、特に公共交通機 関

と生活イ ンフラはまだほとん ど整備 されていない。すでに立地 してい る大学は、マル チメデ ィア大学

(MMU: Malaysian Multimedia University) とい う国立大学であ り、既存のマ レー人学生枠 をな くして広 く優 秀

な学生 を募集す る とともに、内外 か ら講師 を呼ん で授業を行 っている。その中には現役 の企 業家 な ども含

まれ てお り、大学 としての評価 は一般企業の中で も高 くなっている20。

●UPM-MTDC

UPM-MTDCの イ ン キ ュベ ー シ ョンセ ン ター は 、 マ レー シア ・プ トラ 大学 (UPM: Universiti Putra Malaysia)

(旧 マ レー シ ア農 科 大 学 (Universiti Pertanian Malaysla)) 内 に あ り、大 学 が 総 計約67haの 土 地 を提供 し、政

府 企 業 マ レー シア 技 術 開発 公 社 (MTDC: Malaysian Technoiogy Development Corporation) が 開 発 、運 営 を担 当

して い る。1996年11月 に 設 立 され 、サ イバ ー ジ ャヤ よ りクア ラル ンプ ー ルに 近 く (都 心 か ら10Km未 満)、

19 オ フ ィ ス タイ プ も普 通 のR&Dセ ン ター の よ うな 中層 タイ プ (セ ン チ ュ リー ス ク ェ ア) や リ ゾー トオ フ

ィス の様 な 低層 タイ プ (サ イ バー ビュー ガー デ ン) 等 の バ リエ ー シ ョ ンが あ る。

20 企 業 イ ン タ ビュ ー に よ る。
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接続道路等 を含 む各種イ ンフラもすでに整備 ・運用 され、大学等関連機 関 も存在 して研 究室 との交流活動

や アルバ イ トの学生 などの人材の調達 も容易な ことか ら、 サイバー ジャヤ よ りも先に立地が進ん でい る。

また賃料 がサイバ ー シテ ィの中で最 も安 い21が、入居には事業計画等の審査がMSCス テー タス取得 とは別

に必要 で、各 ロッ トが小 さく中小企 業向けであ り、また孵化機 能を重視す るため入居は原則3年 となって

い る。2000年11月 現在 で第 三フェー ズまで開発 ・入居が終わ ってお り、30社 が立地 してお り、第四フェー

ズ も現在 開発 中であ る。MSCス テー タス企業は同時期 までに全体の1/3く らいとな ってい る22。

●TPM

ハイテ ク企 業向けに開発 された324haの テ クノロジーパー クマ レー シア (TPM: Technology Park Malaysia)

は、民間企業 テク ノロジーパー クマ レー シアが設 立 ・運営 してい るサイエ ンスパー クであ り、立地が

UPM-MTDCよ りさらにクアラル ンプール に近 く、高速道路やLRTが 付近 を通過 していて都 心 とのア クセ

スもよい。UPM-MTDCよ りも規模 が大 きく設備 も充実 していて、賃料 もサイバー ジャヤ と同水 準であ り23、

ロッ トサ イズ も大小用 意 されてい る。情 報産業の他に もバイオ、また付加価値の高い製 造業部門 も視野 に

いれた誘致 を行 ってお り、2000年 現在92企 業が立地 してお り、その うち約4割 がMSCス テー タスを取得 し

ている24。MSCス テー タス企業以外 の大部分 も情報通信 関連 の業務 を行 ってい るが、中にはバイオや製造

業等の企業 も見 られ る。2000年8月 現在 、人気があって ロ ッ トに よっては満室 の場合があ る25ので、希 望

しても入居 できる とは限 らない。

●KLCC

クアラル ンプー ルシティセ ンター (KLCC) は、延 べ床 面積約30万 平米の超 高層 オフ ィス ビル ・ペ トロナ

スツイ ンタ ワー を中心 と して1997年 に完成 した、都心の商業業務系 の都市開発 であ り、国営石 油会社ペ ト

ロナ ス等 が出資す る企業に よ り運営 され、周囲 にも高層 ビル が建ち並び、クアラル ンプール の代表的な繁

華街の 中心 に位置 してい る。MSCの 本来の開発区域 か らは外れ てい るが飛び地 として認定 され てお り、タ

ワーか らも通信 ネ ッ トワー クの基幹幹線 に接続 でき設備上の問題 はないが、レン トが他 のサイバーシテ ィ

と比べ る と格段 に高 く、中小 企業や生産 ・R&D施 設には向かない。

4つ の サイバ ーシテ ィの性 質 をま とめ ると、UPM-MTDCは 中小 ・新興企 業に、KLCCは 大企業子会社等

のよ うに賃料負担 力が大き く都心 立地 の必要性 の高い企業 に誘致が特化 され 、残 りのサイバージャヤ と

TPMは 都心 立地 を必要 と しない様 々な タイプの企業の受入が可能 と思 われ るが、TPMは 調査時点での完成

度 と都心へ の近 さで 、サイバ ー ジャヤは空 き状況、土地取得、設備 ・環境等 の将来性等で有利 となってい

21 1.80 (第1フ ェ ー ズ) ～2.50RM/ft2 (第3フ ェ ー ズ)。UPM-MTDC管 理 事 務 所 へ の イ ン タ ビ ュー よ り。

22 UPM-MTDCへ の イ ン タ ビュー よ り。UPM-MTDC管 理 事 務 所 か ら取得 した 全企 業 数 の リス トか らの 参

照 で は 、MSCス テ ー タス 企 業 は4社 (約10%) しか 確 認 で き なか った が 、 逆 にMDCが ウ ェブ サ イ トで

公 開 して い るMSCス テ ー タス 企業 リス トを参 照 す る と、UPM-MTDC内 に あ る か は不 明 だ が そ の付 近 に あ

る もの が か な り多 か った 。周 辺 部 は2000年11月 現 在 、大 学 の 農 地 実験 場 や 森 林 な どで 情 報 関連 企 業 が 立

地す る よ うな 場所 は 見 あ た らな い こ とか ら、 こ こは イ ン タ ビュー で の 回答 を 信用 す る こ とに す る。

23 2～3.45RM/sqft。TPMの ホ ー ムペ ー ジ (http://www.tpm.com.my/) よ り。

24 TPMの ホ ー ム ペ ー ジ に あ るテ ナ ン トリス トと、MDCのMSCス テ ー タ ス取 得 企 業 リス トの名 前 を 参 照

した。

25 2000年8月 の 企 業 イ ン タ ビ ュー よ り。
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る。 これ ら4つ で、情報通信産業企業が立地に要求す る機 能の大部分 に対応 で きると考え られ ている。

5.4.3.5. イ ン フ ラ 整 備

MSC計 画の特徴 は、情報通信のみな らず 関連産業 ・生活 ・ソフ トイ ンフラの一体的整備 を行っている点

で、その うちわ けは、

(1) 最 新 の ソ フ トイ ン フ ラ (Leading-Edge Soft Infrastructure)(MSCス テ ー タ ス 、サ イ バ ー 法 、人材 等)

(2) 世 界 レベ ル の情 報 通 信 ネ ッ トワー ク (World-class IT Network)

(3) 強 力 な ワ ン ス トップ サー ビスセ ン ター と して のMDCの 役 割 (MDC as a high-powered, one-stop

shop)

(4)(MSC内 に お け る) 最 高 水 準 の都 市 開発

となってい る26。

MSCの 呼び物 の一 つであ る大容量の情報通信イ ンフラは、MSCの 開発地域全体 を取 り巻いて整備 されて

お り、2000年 現在 で世界最高水準であ るとされ ている。元 々マ レー シアの通信 ネ ッ トワー クは、半島西海

岸地域を 中心 に錫 とゴムの 発展に伴 って形成 され てい ったが、近年 は電話の普及が きわめて顕著で、80年

か ら90年 にか けて加入 者数は4倍 増加 し、台数は3.4倍 とな り、80年 には、23人 に1台 だ った普及 率が、91

年 には8.2人 に1台 の普及率 にな り、加入者増加率 は90年 代に入ってなお加速す る傾向 にある27。電話 (移

動電話を含 む) の普及 率は20%を 越 えてお り (1995)、45%～75%の 先進国 ・NIEs諸 国には及 ばないが、近

年 まで軒並み一桁台 であったASEAN諸 国 (シンガポール以外) に比べ る と非常に高 くな っている。イ ン

ターネ ッ トの普及率 については2000年 末で14% (280万 人) 28であ り、NIEs (韓国 (36.8%)、 台湾 (37.6%)、

シンガポール (34.0%)、 香港 (31.7%)) や 日本 (23.4%) よ りも低 いが、タイ (2.3%)、 中国 (1.5%)、 フ ィリピン

(0.6%)、 イ ン ドネ シア (0.2%) な どよ りは格段 に普及 してい る。

MSC内 では、国内大手電話会社 のテ レコム ・マ レー シアが、2005年 までに50億RM (約19億 ドル) を投

じて、非同期転送モー ド29を含 む各種 プ ロ トコルに対応 した高度な通信網 をMSC内 に設置す ることになっ

てい る。 主要 な5区 間 (KL～プ トラジャヤ、KL～サ イバー ジャヤ、サイバー ジャヤ～プ トラジャヤ、

新空港～プ トラジャヤ、新空港～サ イバージャヤ) を結ぶ幹線 には、2.5～10Gbit/秒 の大容量回線 が使用

され、98年 に完成す る予定 とな っている (他の地域 は、155M～2.5Mbit/秒 の通信回線)。 さ らに主要な

海外 とは5Gbit/秒 の光 ファイバーケーブルで結 ばれ、また金融セ ンターの ラブア ン島 な どマ レー シア国

内主要地域 とはCOINS (Corporate Infomation Superhighway) と呼ばれ る計画の元、2.5Gbit/秒 の幹線 ケーブ

ルで結ばれ る30。

26 MDCの ウ ェブ サ イ トよ り。

27 平 戸 幹 夫 (1994)

28 "Access Media International 2001" の デー タ。 日本 イ ン ター ネ ッ ト協 会 (2001) よ り。

29 高 速 なデー タ転送 やマ ルチ メデ ィア通信 に適 した、最新の通信 プ ロ トコル。ITUで 標準化 作業が進行 中

で あ る。

30 富 士総合 研究所 国際調査部 (1997)
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図5-12 MSCの 光 ファイバー網

出典: MDC資 料よ り抜粋。

その他のインフラ整備は、情報産業に適した快適なオフィス環境を提供する情報産業団地 (前述のサイ

バージャヤ用地)、 道路 ・鉄道などの交通インフラ、連邦都市地方計画局の規制に基づいた一定水準を満

たす住宅開発、大学等研究機関の整備 (前述のMMU、UPM等) に分類することができる。

道路 、鉄 道の計画については図5-13に 示す。MSC対 象地域全体 に渡 って多 くの道路が計画 され 、また

クアラル ンプール と都 心 を結ぶ高速 鉄道 、さらにMSC地 域を環状 に結ぶLRT (Light Rail Transit) が計画 され、

サイバー ジャヤの起工式 よ りも前か ら一部 で建設 が始 まってい る。こうして既存の南北高速道路等の道路

と計画道路 が完成す ることによって 、都心か らKLIA (新空港) までが30分 程度 (自動 車 ・鉄道 とも)、

都心 とサ イバー ジャヤは15分 程度 で結 ばれ る予定であったが、1997年 の経済危機 等に よって建設工事が遅

れ、都 心 とサイバー ジ ャヤを結ぶ交通路 が2001年2月 現在ではまだ完成 してお らず 、それまでは南北高速

道路 と接続道路 を使 って30分 か ら朝方40分 ～1時 間かか る場合 もあった31。鉄道 は2001年12月 によ うや く

開通 してお り、それ まではクアラル ンプール とKLIAは 車で1時 間弱かかっていた。LRTに ついては工事

は進行 中であるが、全線開業は2001年 現在で まだ2～3年 以 上先 となってい る。結果 として、鉄道 が開通

す るまで は公 共交通機 関はバスかタ クシー だけであったが 、バス も1時 間 に一本程度 であ り、実質的に ク

アラル ンプールや衛 星都 市か らの通勤は 自家用車等 の個別交通手段 しかな い状態 となっている。

住宅開発 も、MSCの 基本 コンセ プ トに基づ き、情報都市にふ さわ しい緑豊かな郊外 住宅の建 設をめざ し、

連邦都市地方計画 局がガイ ドラインを作 ってデ ィベ ロッパー を指導す る形で住宅開発 を誘導 している。具

体的にはオー プ ンスペ ースが35%を 占め る計画 となってお り、その他、建ぺい率、建築物 の高 さ、セ ッ ト

バ ック、駐 車場付 置義務 を詳細に規定 し、一定の質 を保証 している。プ トラジャヤ付近の住 宅は2001年2

月現在でか な りの程度 出来上がってお り、すでに一部 で入居 も始 まっている。一方、サイバー ジャヤ周辺

は 同 じ時点 でまだ開発 中であ りまだ住宅地 としての体 をな していない。周辺 もクア ラル ンプールや副都 心

の周辺の よ うな シ ョッピングセ ンターが整備 され てお らず 、生活環境 と して もまだ整備 が行 き届 いていな

い状態 となってい る。

31 イ ンタ ビュ-及 び筆者調べ。
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図5-13: MSCの 交 通 計 画 (1996年 時 点)

出 典: Federal Department of Town and Country

Planning, Selangor State Development of Town and

Country Planning, Nippon Telegraph and Telephone

Cooperation (1996)
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5.5. 情 報 産 業 企 業 ・MSCス テ ー タ ス企 業 の 立 地 動 向

5.5.1. 情報産 業の立 地分析 に関す る既存文献の レビュー

マ レー シアにおけ るIT産 業の分析 については、民間 ではコンサル タン ト会社 な どが調査 している と考 え

られ るが 、公開 されてい る ものは管 見の限 りない状況であ る。情報通信産 業につ いては、基本的 には前述

の 日本 とマ レー シアでそれ ほ ど大 きな状況の差はない と予想 され るが 、前述の 日本 での国土交通省の調査

と同 じよ うな検討 を、本論 文でマ レー シアにおいて行 っていきつつ、情 報通信産業 の業態の細かい部分 に

ついて も検討 していきたい。

状況 としてマ レーシアが 日本 と異 なるのは、これ までに検討 した よ うな基本 的な経 済や国土構造上の違

いの他 に 、日本にはマ レー シアのMSCの よ うな包括的 な情報産業立地の優遇 政策 が存在 しないこ とであ る。

日本にお ける情報通信産業 の立地誘導政策 については、理念 レベルでは様 々な提案1が されてお り、現実

に東京都 八王子市2、 横浜 市3、北海道4な どで検討が進め られてい る。 しか し、2002年 初頭現在で税の減免

やイ ンフラ整備 な どを含 めた包括 的政策が実現 した ところは未だ存在 しない。このこ ともあって、情報通

信産業の誘致 に際 し、優遇 に加 えて立地に制限を加 えて特 定の方 向に誘 導す る政策の評価事例 は少 な く、

一般 的な立地の実証研究5等 や 「自由を求 める情報産業 の本質」 を強調 して政策 関与の効果 を疑問視す る

論調 が多い状況 となってい る。

前掲 の湯川は、ネ ッ ト企業 の支援 に関 して政策的な支援がほ とん どな され ていないことを踏ま えて、集

積 地域 を情報特別 区と して通信料金や接続料金 を定額 とす る制度や 、オフィス賃貸料の軽減のための補助

金 な どを集積 地域内に立地す るネ ッ ト企業に与えるよ うな支援 も必要 と述べ る6。一方、別 のニュー ヨー

ク7やサ ンフランシスコ8の分析 においては、ハ コモ ノな どを作 って企業 を誘 致 しよ うとす る 「プル型の政

策」で はな く、既 に起 こってい る企 業集積 を適切 に支援す るよ うな、後押 し型 、つま り 「プ ッシュ型」が

有効 であ るとも結論づ けている。本論 文で検討す るMSCは 、地方 分散 の第一段階 と して農地 を開発 して郊

外に情 報通信産業 を誘致す ることか ら、湯川の分類 にい うところの 「プル型」 とな り、ここでの分析結果

が これ まで世 界的に もまれな大規模な プル型の政策 による影響を評価す る上で非常に有用 であ ると考え

ることがで きるだ ろ う。 「プル型 の政策 」 とい うのは、情報通信 産業の誘 致に限 らず 、特に元 か ら集積 が

あるわけではない地方へ の産業 の誘致政策 とい う意味で、地方 分散 ・地域格差是正の本質的な性 質で もあ

るため、その点で も本論文の分析が非常に重要な示唆 を与 えると考え られ る。

1 例えば、島 田 (島 田晴雄 (2000)「 ソフ ト重視の情報特 区を」 日本経済 新聞2000年11月22日 東京朝刊

31面) や篠原 (篠原健 (2000)「IT特 区、東阪 ・沖縄 ・札幌に」 日本経 済新聞2000年12月21日 東京朝刊

31面) な ど。
2 日本経 済新聞2001年7月6日 東京 朝刊15面

3 日本経 済新聞2000年9月5日 東京朝刊26面

4 日本経 済新聞2001年6月25日 北海道 朝刊38面

5 名 古屋都 市セ ンター (2000)、p.20

6 湯川抗 (2000)、p.23

7 湯川抗 (1999)

8 湯川抗 (1998)
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5.5.2. マ レー シア にお ける情報産 業の一般的 な立 地行動

ここではまず 、MSC計 画に よる情報産業 の立地誘導政策の検討の前に、マ レー シアにお け る情報産業の

一般的 な動 向につ いて押 さえてお くことにす る。

注: 企業数 はのべ

表5-25 本論文での詳細業種分類

出 典:『Malaysia Times Guide to Computer 2000』

333



第 五章 マレーシアの地域格差是正政策と産業立地政 策 ・産業立地動向

ここでの分析 は、デ ー タとしてTimes Publishing Groupか ら発行 されてい る情報通信業 界の年鑑である

"Maiaysian Times Guide to Computer 2000" に掲載 されてい る1,563企 業を対象 と してい る。このデー タには住

所が掲載 されてい るので立地が郡 レベルまで判別 でき、また業種 も細か く186種 に分 かれてい るため、業

種別の分析 も可能 とな ってい る。 しか し限界 もあ り、まず民間企 業による年鑑 であるため当然 なが ら悉皆

調査ではな く、地域的 な偏 りがある可能性 は否定できない1。 また業種については、 コン ピュー タとの関

連でパ ソコンの製造等 の企業 も入 っている可能性が あ り、一部 で前節 までの製造業 の立地 に重 なる部分 が

ある。また細かい定義 が為 され ているわ けではないので、実際の業態 につ いては憶測が入 り込 まざるを得

ない。 業種は複 数回答 を認 めてい るため、延 べでは2,100の 企業について検討す ることになる。

*1 それぞれの州における中心都市での立地数の割合

*2 のべ立地数は、2業種以上に登録している企業をそれぞれカウントした場合の数

表5-26 マレーシアの情報産業企業の立地

出 典 "Malaysia Times Guide to Computer 2000" よ り筆 者 集 計

まず全国の 立地動 向について表5-26に ま とめた。 全体 としてみて、 クア ラルンプール (32.2%) とセ ラ

1 この 二とにつ いて 発行元に メー ルで問 い合わせ たが回答 はなかった。
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ンゴール州 (33.5%) に大 きな集積 があ り首都 圏全 体で半分以上 (65.7%) となってお り、他 の極 と言われ るペ

ナ ン州 (9.9%)、 ジ ョホール州 (6.9%) よりも遙 かに大 きい数字 となっている。 この割合 は人 口や他 業種 で首

都圏が 占め るシェア よ りも多 くなっていて、例 えば前節 までに検討 した製造業の立地 は、FMMデ ー タに

よれば、クア ラル ンプール で8.1%、 セ ランゴール州 で36.9%、 首都県全 体で45.0%に 対 し、ペナ ン州 で10.4%、

ジ ョホール州で16.5%と なってお り、情報産業 の立地 の方が集 中傾 向にあると考 えられ る。

また情報産業 の もう一つの特徴 は、それ ぞれ の州 においてその中心都市 に立地 が偏 る傾 向である。前節

のFMMデ ー タの分析 では、セ ランゴール州 において工場が広い範囲に渡って分布 しているがオ フィスは

プ タ リン郡 に偏 ってい る傾 向を示 した。ここでの情報産業の分析 は、この うちオ フィスの傾向に非常によ

く似た傾 向で あ り、プ タ リン郡 (プ タリンジャヤ、スバ ンジャヤ、シャー アラム等 を含 めた地域) でセラ

ンゴール州全体 の85.1%を 占め る (全国比では28.5%) 他 、立地がそれほ ど多 くない州 で も、例 えばマラ

ッカ州では90.9%、 ペ ラ州 では中心都市イ ポー を含む キンタ郡で83.8%な ど、中心都市へ の集 中率が高い。

次に、業種別の立地 も検討 してみ よ う。ただ、通常の分析が 「ハー ドウェア」 「ソフ トウェア」 「サー

ビス」等の よ うに幾つ かの大分類 で分 け られ て分析 されてい るのに対 し、ここで用 いて いるデー タは小分

類 しかな く、その小分類 か らでは上記 のよ うな大分類 に分 けることができに くい (小分類か ら業種を正確

に判別 しに くい) ものが多 いことか ら、ハー ドウェア、ソフ トウェア、サー ビスの各大分類 に必ず当ては

ま りそ うな小分類 を幾つか選 んでその代表 的な立地傾 向 として分析 し、立地動 向を調べ ている。ハー ドウ

ェアでは 「コン ピュー タ」と 「(コ ンピュー タ)ア クセサ リー」、ソフ トウェアでは 「ソフ トウェア開発 ・

供給」 「ソフ トウェア (制作)」 、サー ビスでは 「システムイ ンテ グ レー シ ョン」 「トレー ニングセ ンタ

ー」 を代表 させ て分析 した。 その結果が表5-27と なっている。

表5-27 代表的な業種による情報産業の立地動向
出 典 "Malaysia Times Guide to Computer 2000" よ り筆 者 集 計

ここでまず言 えるの は、前述の首都圏への集 中傾 向については、ソフ トウェアの方がハー ドウェアよ り

も強 く、サー ビスではその業種 によって さらに様々にな ることである。全体ののべ 立地数 で最 も多 い2地

域であ るセ ランゴール州 プ タ リン郡 とクアラル ンプー ルは、全業種 では全国 の59.6%を 占め るが、ハー ド

ウェア を代表す るコン ピュー タ とア クセ サ リでは、それ ぞれ42.0%、48.9%と 半数 を割 り、製造業 に近 い

傾 向を示 してい る。一方、 ソフ トウェアを代表す る ソフ トウェア開発 ・供給 とソフ トウェア制作は、それ
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それ 首都 圏での シェアが75.9%、69.6%と さらに集中の度合 いを増 してい る。一方でサー ビスについては、

システ ムインテ グ レーシ ョンでは首都圏合計で85.0%と 非常に強い集 中が 見 られ る一方で、 トレーニン グ

セン ターは51.3%と それ ほ ど集 中 してい るわけでは なく、業務 の性質 に よってその 立地性向が大き く変化

してい るこ とがわか る。

この こ とを更 に詳 しく見るために、デー タの 中で5企 業 以上 あるカテ ゴ リーのすべてにつ いて、その立

地動 向が実際 に どの程度集 中 しているかにつ いて分析 した。首都圏 を始 め、特定の大都 市にのみ集 中す る

業種 は 「集 中業種」、逆 に全国に立地 が広 がっている業種を 「分散業種 」 と して捉 えるこ とがで きる。地

域 の分類 は、情報産業集積 の深化 に伴 う階層構 造が見えるかど うかで判断 している。 「深化 に伴 う階層構

造 」とは この場合、よ り大 きな集積 がよ り多 くの業種を持つ とい うことであ り、この ような性 質が明確 に

出 る場合 は、集積 が単な る数の大小 だけではな く質の問題 に もなって くる と考 え られ る。逆に このよ うな

性質 がそれ ほ ど顕著でない場合 は、それぞれ の地域が機能分化 してい る可能性 を示す とい うことにな る。

分析 の結 果、 ここで階層構 造は (1) 首都都心 ・副都心 (ク アラル ンプール ・プタ リン郡)、(2) 第二都市 (ペ

ナ ン ・バ ター ワース)、(3) 主要都 市 (ジ ョホールバル ・イポー)、(4) 各州 中心都 市、(5) 全国 、の5段 階 に

分 けるときれい に分類す るこ とがで きる。すなわち5企 業以上あ るカテ ゴ リー では、例 えば (3) で見 られ る

業種は必ず (2) で も見 られ、(2) で見 られ る業種は必ず (1) での見 られ るとい うことになる。こ うしたことによ

り、この (1)～(5) はその情報産業集積の深化の度合いに対応す ると考 えることが出来るだろ う。その結 果を

図5-14に 示 した。

注: 例えば、「データコミュニケーション (9)」とあるのは、データコミュニケーションというカテゴリーの企業がマレーシア国丙に9

つ、その全てが首都都心・副都心のみに集中して立地していることを意味している。ここでは企業が5つ 以上あるカテゴリーの

すべてについて立地を割り出して、それぞれのカテゴリー (業種 、ここでは出典のカテゴリーをそのまま用いている) についての

集中度、分散度を調べている。

図5-14 マ レー シ ア に お け る情 報 通 信 産 業 の 業 種 別 集 中 度 ・分 散 度

出 典 "Malaysla Times Guide to Computer 2000" よ り筆 者 集 計
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集中 ・分散業種につ いては、最 も集中 しているのは、デー タ コミュニケー ション (9) 2、デー タコ ミュニ

ケー シ ョン供給 ・装置 (9)、マルチ メデ ィア (7)、AV装 置 (6)、光 ファイバー (6)、 中国語 ソフ ト (5)、電子商

取引 (5)、 人材 コンサル タン ト (5) で、いずれ もマ レーシア国内に立地す る5企 業以上がすべて首都都心 ・

副都心に位 置 してい た。 これ らの共通点は、いずれ も情 報通信の (汎用 ではない) 特定 分野 に特化 した技

術 を必要 とす るもの であるが、ここで見えるのは共通点 よ りもむ しろ相違点 であ り、ハー ドウェア、ソフ

トウェア、サー ビスの どの分野 に も見られ るとい う結果 が出ている。第二都市に定義 され ているペナ ン州

までに見 られ る業種 は、バー コー ド装置 (15)、イ ンターネ ッ トソフ ト (11)、ワークステー シ ョン・サーバ (9)、

グラフィ ックシステ ム (8)、セールス ・マー ケテ ィング ・流通 (7)、DTPシ ステム (5)、金融 (5) であ り、やは

り装置産業か ら ソフ ト、サー ビスに至るまで、様 々な面 でやや専門化 され た技術 が、よ り深 化 した集積 に

集 中 してい ることに なる。

一方で、(4) 各州中心都市や、(5) 全国に広が っている業種の中には、 製造業 (電気電子産業) から派生 し

て出て きた と考 え られ る業種、あるいは電気電子産業それ 自体に分類 され るものが多 くみ られ 、ハー ドウ

ェアの割合が高 くなって くる、この ことは 、前節までに検 討 した製造業立地の うちの工場 立地 とも関連 し

てくるところであ ると考えられ る。

最後に、次項 で検 討す るMSCス テー タス企業の立地動向に関連 して、首都圏 の中での立地動 向の詳細 に

ついて見てお こう (図5-15)。 前述の よ うに、情報産業は基 本的 に首都都心 ・副都心 であるクアラルン

プール ・プ タ リン郡 に集 中す る傾 向があるが、プタ リン郡の 中で もプ タ リンジャヤでの 立地が クア ラル ン

プール (589企 業) につい で多 く439企 業あ り、以降ク ランバ レー を クア ラルンプール か ら離れ る方向に行

くに したがい、 スバ ンジャヤ (162)、 シャーアラム (41)、 クラン (52) と急速 に減 少 してい く。 また クアラル

ンプールか ら西側に 伸びる クランバ レー地域以外での立地は微 々たるもので、郊外都市 のプチ ョン (18) が

目立つ程度 である。 この傾向は 、前節の製造 業のオフ ィス立地に非常に似てお り、都心 と副都心に集 中す

る傾向があ る。

図5-15 ク ア ラ ル ン プー ル 大 都 市 圏 に お け る情 報 産 業 の 立 地 状 況

出 典:"Maiaysian Times Guide to Computer 2000" よ り 筆 者 集 計

2 基下的にはサー バ関連 と考えられるが正確な定義は不明で、企 業に よって も異なる と考えられ る。
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MSCス テー タス企業 の誘致で は、4つ のサイバー シティへの移動 が義務づ け られ てい るが、主要な集

積 を 目指す サイバー ジャヤは都 心か らかな り離れ、 さらに クランバ レー か らも離れた場所 にあ り、また

UPM-MTDCやTPMに ついて も、集積 に近い とはい え地域 的には外れているこ とになる。 したがって、こ

うした地域 での集 積 は本項 の分析か ら自然発生的にはあ りえず 、また前項 の文献 レビュー か ら見て も人為

的 な移転 要請 と集積 の構 築は難 しい とい う前提が あることになる。
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5.5.3. MSCス テ ー タ ス 取 得 企 業 の 立 地 動 向

前項の分析 か ら、マ レー シアにお ける情 報産業は、やは り首都都心 ・副都心 といった特定の場所 での集

中傾 向が強 いこ と、また集積 が大 き くなれ ばなるほ どその質 も深化 してい くこ と、しか し情報産業 とい っ

て も既 存の分類 では一概 に集 中業種 か分散業種 か とい うことは言えず 、製造業 との関連でハー ド部 門がや

や分散傾 向にあ るとい うことくらい しかいえない (程、立地 を踏 まえたカテ ゴ リー分類が出来 ていない こ

と) な どが示 され た。

本項で は、MSCス テー タス取得企業の実態について、立地動向をMDCの ウェブサイ トか ら入手 して分

析1し 、さらに独 自にア ンケー ト2とイ ンタ ビュー3を 行 って、情報産業 の立地誘導政策の評価 を行 うととも

に、分散に適 した業種 あるいは業態 とい うものが、ど うい うものなのか につ いて の分析 も加 えるこ とにす

る。

MSCス テー タス取得企業 の基本的 な特徴 をア ンケー トか ら見てみる と、設立年は平均で1997年 前後、

1995年 のMSC計 画発表 以降が78% (各問回答 数の うち ・以下同 じ)、1999年 以降で も31%と 新興企業が

大部分 を占め、オ フィス も1つ しかない企 業が7割 を占めてい る。雇用者は平均30人 、10人 以上50人 以下

で70%を 占め てお り、小企業が多い。資本 はマ レー シア100%が7割 弱 、過 半数 を合わせ ると9割 弱で国

内企業 が大部分 である。またマ レーシアでは重要な雇用者の人種構成 では、マ レー人 (ブ ミプ トラ) が過

半が32%に 対 し、華人系が過半 を占め る企 業が46%と 多 く、国全 体の人 口比率4と 比較す ると華 人系が非

常に多い ことがわか る5。

業種 について は、 ここではMDCと 同 じ分類 を用 いつつ も複数回答 と した結果 、一社 平均で3分 類 を兼

ねてや ってお り、特 にインターネ ッ ト・電子商取引関連業務 が52%と 過半数 を占め、以下 コンサル タン ト、

システ ム統合等 となってお り様 々な業種が あるが 、情報通信産業 の中でも、イ ンターネ ッ ト関連企業等情

報通信 イ ンフラを比較的 多 く用 いる企業が 、コンテ ンツ開発 ・製作等 と比べ比較的多 く、情報通信イ ンフ

ラの利 用強度 が高い と予想 され る企業がMSCス テ ータス企業の主流 を占めてい ることがわかる。

この ことは 立地決 定要因の複数 回答調査 (図5-17) か らみ ても明 らかで、 「情報通信 インフラへのア

クセス」を選択 した企業が7割 あ り、また職 場環境 、人材 へのアクセ スが国内の比較的狭 い地域 において

非常に重ん じられ てい ることか ら、少 な くともMSCス テータス取得企業 に とって、情報通信イ ンフラや

MSCの 整頓 され た緑の多い都 市づ く り等 のイ ンフラ投 資に意義があ ることを示 している。また 「顧客への

ア クセ ス」が 高い (47%) 一方で 「同業種集積 」は低 く (4%) なってお り、漠然 としたイ ンキュベー シ

ョン効果 を否 定す る一方で 、同 じ情報通信産 業を含 めた顧客 への近接性 が重要で あることを示 してお り、

企業 同士 の既 存の関係性 が単純な類似産業の近接性 よりも遙かに大 きな影響 を持 つ ことがわか る。立地 コ

ス トも無 論重 要な要素の1つ であ り、これ らの比較 考量によ り、都 心か郊外 かの 立地選択がな され る もの

と考 え られ る。

1 1999年9月 (230社) と2000年11月 (366社)、MDCウ ェブサイ トに公開 されてい るもの。

2 1999年9月 、2000年8月 ・11月 に実施。 立地 ・業種 ・規模等 が様 々な多 くの企 業に取材 を打診 、承諾

を得た13社 に実施。
3 2000年11月 ～12月 に実施 、2000年11月 現在 ウェブサイ トに掲載 され てい る企業の うち、住所がマ レ
ーシア国内であ る342社 に往復郵送で実施 し、56社 (16%) か ら回収。

4 全人 口では華 人はマ レー 人の約2分 の1以 下。地域 によって も違い 、都市部 では華人 が多い傾 向がある。

5 イ ン ド系はア ンケー ト対象の総雇用者でマ レー 人 と比較 した人 口比率 もほぼ同 じであった。
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図5-16 MSCス テータス取得企業の業種 (複数選択)

図5-17 MSCス テータス取得企業の立地要

因 (複数選択)

さらに具体的 な企 業像 を把握 す るためのインタ ビューの結果を表5-28、5-29に 示す。大 きく分 ける

と、製造業等 であ る程度 の業績 を得つつ情報通信 関連 に参入 してきている中～大 規模 企業 (B、E、J、

M社) と、純粋 に情報通信 産業に関わ る中小企業 の2つ に分け られ る。 さ らに後者 は、大容量の情報通信

イ ンフラが必要 か ど うか で、サーチエ ンジン運営 (A社) や ソフ ト関連 (C・G・I・L社) の よ うにそ

の必要性が高 い と思われ る企業 と、 コンテンツ製作会 社 (D・F・H6社) の よ うに直接の必要性 は低い

と思われ る企 業で分類 できる。 しか しネ ッ トワークイ ンフラの重要性 は、必ず しもこの分類の通 りではな

く、ソフ ト系で もL社 の よ うに顧客への遠 隔管理 は しない会社 では必 要性 が薄 く、逆に コンテ ンツ系で も

6 H社 は厳密 には製造業系だが ここでは規模 な どを考慮 しここに分類 した。
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K社 の よ うに 自社サーバの ウェブサイ トで売 り込み を図 る場合 は必要性 が高 くなる。また顧客 との接触方

法 も様 々で、製 品の性質 に よ り、同 じコンテ ンツ系、情報通信 インフラが重要 な企業 でも直接接触の重要

性にはば らつ きがあ り、一概 にはい えない ことがわか る。 このこ とは前節 での結果 と一致 してお り、既存

の大分類 (ハー ド、 ソフ ト、サー ビスな ど) の分類で は、集 中 ・分散傾 向のある業種の特 定が難 しいこと

が わか る。

〈注 〉 立地: インタビュー当時、●はサイバーシティ内。設立: 多国籍企業の場合はマレーシア進出年。全社員: グループ企業の場合は状況を勘案して判断。

表5-28 1999年9月 のMSCス テータス取得企業インタビュー

〈注〉 表5-28に 同じ

表5-29 2000年8月 ・11月のMSCス テ ータス取得 企業 インタビュー
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次に、上記 のよ うな性 質 を持つMSCス テー タス取得企業 の立地動向 を、特 に立地移転義務 に関わ る4つ

のサイバー シテ ィへ の立地動 向に注 目して分析 する。

まず1999年9月 の段 階では (表5-30)、 立地の判明 した214企 業7の うち、サイバー シテ ィに立地 して

いるのは50企 業 で23.4%、 その うち都 心か らそれ ほ ど遠 くな く開発が既に進んでい るTPMが 半数以上を占

めてい る。一方残 りの76.6%の うち、都心であるクアラル ンプール市内に26.6%、 副都 心プ タリンジャヤ

に34.6%で 大部分 を占め、前項の情報産業全体の立地分析 同様、都 心 ・副都心 を中心 と した立地傾 向があ

るこ とが裏付 け られ ている。

注: 業 種 分 類は、MDCの ウェブサイトに掲載されていたものをそのまま利用している。

表5-30 2000年11月3日 現在 登録 され ているMSCス テ ー タス企 業の 業 種 別 立 地 動 向

出 典 MDCの ウェブサ イト (http://www.mdc.com.my/partner/index.html) よ り筆者 集 計

そ して立地移転義務 の期 限を4ヶ 月過 ぎた2000年11月 の状況 を見てみ ると、立地 が判明 した366企 業の

うち、サイバー シテ ィに立地 している企業は125企 業で34.2%と 、絶対数 ・割合的共 に次第に上昇 している

7 当時の取得企業 は約230社 。
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こ とがわかる8。内訳 もTPMが 絶対数では増加 して いる ものの割合はほぼ変 わ らず、他 のサイバー ジャヤ、

UPM-MTDC、KLCCが その割合 を含 め増加 してきている状態で ある。その分、クアラル ンプール市内、プ

タ リンジャヤで割合的 には減少 してお り、MSCス テー タス を取得 した企業 の中でみ る限 りでは、次第 にで

はあるがMSCへ の 立地が進 んでい るこ とを示 してい る。一方サイバー シテ ィ以外 での主要 な集積 は、クア

ラルンプール都 心9と プタ リンジャヤ副都心 中心部10に 限定 されてお り、政策 的に誘 導 されたサイバー シテ

ィでの顕 著な集積 が確 認で きる。

出典: MDC名 簿より著者集計

表5-31 MSCス テータス取得企 業の立地動向

しか し、1999年9月 時点でMSCス テータスを既 に取得 していた223企 業 の うち、その後2000年11月 まで

に動 いた企 業は42企 業 (19.6%) に過 ぎず、 しか もMDCの 要請 に従い他地域か らサイバー シテ ィ内に移動

してきた企業は、他地域 の164企 業の うち18企 業 (11.0%) に過 ぎず 、他地域か ら他地域への移動 (19企 業)

よ り少 ない。 この ことは、2000年7月 とい う立地期限 が有効に機能 してお らず 、短期間に よる情報産業 の

政策 的な立地誘 導 は非常 に難 しか った ことを示 している。 またMDCが ほぼ同時期に行 った集計結果に よ

れば、2000年11月9日 現在 の取得企業369社 の うち、正式に移転延期が認め られ た企 業は146社 (40%) (う

ち取得6ヶ 月以内 で当面 の義務 を免れ る企業が50社 (14%))、 その他 にまだ移転義務 に従 わない企 業が57

企業 (15%)) で 、合計203社 (55%) と半数 以上がまだサイバ ーシテ ィに移転 していない とい う結果が出てい

る11。

8 ウェブサ イ トに掲載 され ている企業の所在地 は主要な連絡先であ り、支所 (Branch Office) が サイバーシ

テ ィに存在す る ことで も構 わない とすれば分析の正確 さが損なわれ ている とい う見方がある。 しか し

MDCの 集計 では、2000年11月9日 現在の取得企 業369社 の うち、サイバー ジャヤ36社 、UPM-MTDC17

社、TPM54社 、KLCC30社 と、サイバージャヤ以外で は筆者 の調査 とそれ ほ ど相連 がないこと、また前述

のア ンケー ト結 果 よ りオ フィスが1つ しかない企業が大部分であ ることか ら、この分析には一定の信憑性

が あると考 えた。

9 ゴールデ ン トライアン グル 付近。

10 マ ラヤ大学 キャ ンパ スの西 か ら南西 にかけて。

11 MDCへ のイ ンタ ビュー よ り。
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出典: MDC名 簿より著者集計

表5-32 1999年9月 時 点ですでにMSCス テータスを取得 した企 業のう
ち、2000年11月 までに立地移転 した企業の移転先

最後に、こ うした立地動 向が企業 の どの よ うな意思に基づ くもので あるか につ いて、ア ンケー トとイ ン

タビューか ら分析 を加 える。但 し両調査 は時期的に立地移 転義務 の期 限直後で あったため、有効な回答 を

出来 るだ け多 く得 るべ く直接的 な質問は避けてい る。

まずサイバー シテ ィへ の立地の動 向については (図5-18)、 ア ンケー トの回答企業では、28社 (55%)

のみ が移転済み であ り、その うちMDCの 要請に従 って立地 した とす るのは13社 と半分 もなく、立地移転

義務 を伴 う政策 が必ず しも企業 に有効 に機能 してい るわけではない ことがわかる。

図5-18 アンケート回答企業の

立地移転義務への対応

一方MSCス テー タス取得 にお いて特 に重要 な項 目は (図5-19)、 まず外国人 を中心 と した知的労働者

の無制限雇 用が37社 (70%) ととりわけ大 きな要因になってお り、マ レー シア国内の人材 不足や 自社外国支

所か らの専門家招聘 が不 可欠である ことがわかる。また資本所有制限 の撤廃 (51%)、 資金 調達の 自由 (40%)
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と合 わせ る と、従来 マ レー シアがブ ミプ トラ政策の採用以来段 階的に導入 して きた各種の規制が、情報通

信産業の足 かせ にな ってお り、それを解 除す るこ とが非常に大 きな特 典になってい ると考 え られ る。世界

レベル の情報 通信 イ ンフラ (52%)、 財政的 (税制等) 優遇措置 (49%)、 政府が公認す る 「ステー タス」 自体

の信用価値 (42%) については、重要である と考 える企業 とそ うでない企業で分 かれ 、企業の業態、規模等

に よる違 い を反映 して いる と考 え られ る。一方、電話料金は格安であ って も殆 ど関係が ない こ とがわかる。

マレーシア人・外国人知的労働者の無制限雇用

世界レベルのITインフラ

資本所有制限の撤廃

魅力的な財政的優遇措置 (税制優遇等)

政府が公認する「ステータス」自体の信用価値

資金調達の自由

サイバー法等

インターネット無検閲

MDCの サービス

MSCイ ンフラ関連プロジェクトへの優先参入

魅力的な電話料金

その他

図5-19 MSCス テータスの優遇項 目の中での重要項 目 (複数選択)

また本ア ンケー ト中で、各 々の回答 をダ ミー変数 と した相関係数 を見 ると、情報通信イ ンフラへの接近

を重視 す ろ企業 と、MSCス テー タス取得理 由に情報通信イ ンフラの利 用を挙 げる企業、及びサイバーシテ

ィに移 転 した企業 との間に強い相 関 (1%有 意) が見 られ 、情報通信 イ ンフ ラの整備 にそれ な りの効果が

あった ことを示 してい る。 しか しなが ら、他 の主要な項 目では顕著 な相関関係 が見いだせ なか った ことに

よ り、業種 が劇的 に多様 化、分 化 しその業態 も急激 に変化 してい る情報通信 産業にお いては、単純 な業態

や規模 の分類 では立地決定要因や恩典への直接的 な効果が計れ ないこ とがわか った。

これ らの点 を さらに具体的にみ るためにインタ ビューの結果 を見 ると (前述の表5-28、 表5-29)、

サイバー シテ ィへ の立地については、質の高い情報通信 インフラを重視す る企業 (E、F、G社)、 イ ン

フラ整備度 も含 めた レン トを重視す る企 業 (A、I、L社) はほぼサイバー シテ ィに立地 し、一方、従業

員の居住 問題 を気にす る企業 (B、C、I、M社) では対応 が分かれ、既 存の集積や他社 との関係 を考慮

す る企業 (D、K社) は移転に消極的で あることがわかる。

MSCス テー タスの恩典で重要な ものについては、外国人雇用 の 自由が大 半を占め、そ の次 に税制優遇 を

指摘 した企業 も多い。外 国人雇用 については多国籍企 業ではお しなべて指摘 してお り、関連 して ビザ取得

をMDCが 簡素化す るこ とをメ リッ トに挙 げる企業 も多い。税制優遇については、現在は設立直後で利益

が出 てお らず 、大規 模な資本 受入 も行 わない企 業が多いが、優遇 は5年 間続 くため将来的 なメ リッ トを考

えてい る企 業 も多い、将来性 については、現在 はまだ多 くの地 区が完成 してい ないサイバージャヤ での立

地企業 にお いて特 に指摘が多 く、近年 中に整 うとい う政府の計画 に沿 って、現在は職 場 ・生活環境が整わ

な くても将 来性 と格安な レン トに惹かれて立地す る企業 が多く見 られ る。

結局 、MSC計 画 にお ける政府 主導の情報 産業の誘致政策 は、計画後5年 、全 ての拠点開業後1年 間 とい

う短い期間で立地集積 を急 激に増加 させ ることは出来ず 、結果的に多 くの企 業がまだサイバー シテ ィに進

出せず にお り、MDCも それ を認 めざるを得ない状 況であるこ とがわか った。しか し、比較的短期間でMSC
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ステータス取得企業のサイバーシティへの立地が増加 している点を見ると、こうした立地限定的な優遇政

策 と大規模なインフラ整備を行えば、政策的な立地誘導と集積の形成は製造業同様可能であるとも考えら

れ、今後の状況の推移が注 目される。ただ しそれが莫大な開発投資に対する費用対効果 として見た場合は

また別の検討が必要で、今回はそれについて検討 しているわけではない。

よ り細 か く結 果 を吟味す る と、特に大容量の情報通信イ ンフラ開発 は、それ を必要 とす る企業の一定 の

集積 を各 サイバー シテ ィに形成す ることに成功 した ことが、ア ンケー トの相 関やイ ンタ ビュー によって明

らか となった。 ただ し、 「大容量の情報通信 イ ンフ ラを必要 とす る企業」 が どの よ うな企業 であるかは、

アンケー トで もこれ まで のよ うな分類では判明できず 、またイ ンタビュー によれ ば同 じよ うな製品を提供

す る企 業で もその企業方針 によってその利 用度 は様 々であることがわかった。す なわち、これ まで企 業を

分類す る際に一般的 に用 い られて きた業種別の分類 では立地 の性質 を捉え る上では不十分 であ り、異なる

業種 で も同様 の性 質 を持 った、す なわ ち業態の同定に よって立地の特徴 を捉 える方が よい ことが分 かる。

本調査 で見 られた分散業態 については、例示 と して表5-33の よ うな業態 を挙 げ るこ とができるが、情報

通信産 業の技術 の進歩 はめざま しく、また状況 も短期 間で大 きく変化す る ことが考え られ るため、継続的

な調査 が必 要 と考 え られ る。こ うして分散業態 を把握 し、立地分散 が可能 な企業 を同定 して集 中的な呼 び

込み を行 うことが、今 後の立地誘 導政策 に必要 であると考え られ る。

表5-33 MSCス テータス企 業における情報通信 インフラの利用強度の高い分散業態の事例

一方、企 業に とって情報産業の集積は顧 客関係 が成 り立 って は じめて立地決定要因にお いて重要 となる

こともわか り、情報産業集積 とい う漠然 とした範疇での集積 ・インキュベ ーシ ョン効果 は認 め られない と

い う結 果が出た。この ことは、情報産業の集積 の深化 と相まって、誘 致政策において単純に対象地域への

集 中 を促すので はな く、顧客 関係 に代表 され る密接な関係 を前提 とした集積 の形成 を促す 必要があること

がわか る。

ここでは、全国的な地方分散政策の意味合いか らMSCの よ うな首都 郊外 地域 よ りもっ と離れ た地方圏な

どへの立地誘導政策 については、そ ういった事 例がない ことか ら綿密な検討がで きなかった。本論文の分

析に よれば 、情報通 信 インフ ラの利用強度が高い企業は郊外 への立地が促 され る傾向が あることがわか っ

たが、それ が地方まで延び るか ど うかは ここでは基本的 に判断で きない。予想 で きるのは、居住環境への

配慮 とい った地方に有利 な要素はあま り効いていない反面、都心 ・郊外では同様 に、あ るいはある程度享

受 できる人 材へのア クセ スの比率が高 く、また何よ り顧客へのア クセ ス (お よび人材 への アクセス として

従業員 の居 住地) が既存集積への依 存度 を高めている。立地 コス トや職場環境は都心か ら郊外 に移ること

によってある程度解 消 され る とすれば、それ より遙か に遠い地方 への 立地の メ リッ トは、技術 者の移住 を

促 した り情報通信 技術 をさ らに革命的に変化 させ 人材への アクセスを飛躍的 に改善 させ ない限 り、一般的

にはか な り難 しい と考え ざるを得 ない状況にあ ると言 えるだ ろ う。
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5.6. 第 五 章 の ま とめ

本章で はまず 、マ レー シアの地域格差是正政策 について、第四章のタイの分析 と同 じよ うな形で、グ ロ

ーバル化 の下で高度経済成長 を担 った製造業の立地分散 を、様 々なデータを用いて検討 し、次に次代の成

長産業 として期待 されマ レーシアで先行的 に立地政策が採 られてい る情報産業 の立地 について も検討 し

た。

マ レー シア にお いて国家計画 を通 じて製造業の地方分散を促 し、地域的配分の不平等 (地域 間不平等)

の是 正を狙 った こ とは、高度成長期の タイや 日本 と類似 した動 きで あったが、政策 面で決 定的 に異 なって

いたのは、元 々の政治 的な理由か ら、主に華人 とマ レー人の間の民族 間格差の解 消が国是 として挙 げ られ、

地域格 差につ いて はそ の是正手段 としての 二次的 な意味合 い しか持た なか った ことで ある。従 って、地域

格差是正政策 は工業 立地 の地方分散 な どによる地域的配分の不平等 (地域 間不平等) の是正だけで はなく、

農村 にいた比較的貧 しいマ レー人 の都 市化 といった一人 当た り配分の不平等 (地域 間不公 平) の是 正 も、

国家計画や実際の政策 の中に織 り込まれ た。従 って少な くとも80年 代 中半の経済不況まではブ ミプ トラ政

策の元で政府 の民間活動へ の介入がやや大 きい 中で も、地域間 の格差是正 といった意味合 いでの政策は強

力 に押 し進 め られたわ けでは な く、また80年 代後半以降は、グローバル化 の進展 の中で民主化 ・自由化 に

よって外 資導入 を図 るために、工業の地方分散 とい った考え方 はさらに弱め られ ていった。

結果 として、経済成長 を支 えた製造業の立地は、既 存の集積 であるクア ラル ンプー ル大都 市圏、ペナ ン、

ジ ョホール バル など、またそれ をつ なげたマ レー半島西側 のコ リ ドーに連な るよ うにな り、工業立地の分

散 とい う意味での地域的配分の不平等 (地域 間不 平等) の是正 は達成 されなかった。時期別 にみても、比

較 的政府 の介入度が大 きかった と考え られ る80年 代前半 まで とその後を比べて も特段 の違 いが見 られ な

い ことか ら、地方へ の立地分散 政策 はあま り意味 を為 さなかった と考えてよいだろ う。 しか も、急激な経

済成 長を遂げた80年 代 後半以降 の トレン ドは、主に クアラル ンプール大都 市圏 と、シンガポールの郊外 と

しての位 置づ けが強 いジ ョホール州 への立地が特 に大 きくなってお り、オ フィス と工場 といった機能別立

地の面か らみ て もクア ラル ンプールにおける深化 が著 しく、本章では検証 してい ない シンガポール にお け

る機 能深化の推測 と合 わせ ると、大都 市圏がグローバル化に したが って さらに拡大 してい るとい う、タイ

にお ける分析 と同 じよ うな結果が得 られ る。

しか し付記 してお きたいのは、マ レーシアの国家計画全体か らみれ ば、こ うした動 きは必ず しも失敗 と

はいえず 、経 済成長に よ り絶対貧困率が農村 部にお いても劇的に減少 し、農村 のマ レー 人が都 市化す るこ

とによって経 済的地位 が向上 したことで、政策は成功 した と捉 えられ ることであ る。肝心の華人 との経済

格 差は必 ず しも十分 に埋 め られ てはいない ものの、経 済開発 によって とりあえず大 きな成果が得 られた と

考え られ る。都市化 による こうした格差の是正は、本論文 の分類か ら見 ると、一人当た り配分の不平等 (地

域 間不公 平) の是 正にあた り、その意味では地域格 差はか な り減少 した と思われ る。ただマ レー シアにお

いて も、 こ うした都市 化によって様 々な問題 (都市環境問題、スラムの形成 、森林 ・農村荒廃) な ど、本

論文で定義す る過密過疎問題 (絶対的地域格差) が多 く生 じている と考 え られ る。

一方、 マ レー シアで先行的 に進 め られ ている情報産業の立地政策 について は、現在行われ てい る大規模

な開発 であるMSCは クア ラル ンプール大都 市圏の郊外 で行 われてお り、現時点 では全国 レベルでみた地域

格差是正政 策であ る とはい えない。 しか し、多 くの国で将来の基幹産業 と目され、またマ レー シア政府 で

も将来全国 土の情 報化 を目論んでい る点 を重視 した上で、立地分散 の可能性 につ いて検討す ると、郊外へ

の移転 につ いては情報通信 イ ンフラによるア ドバ ンテー ジが あれば、そ うしたイ ンフラの利用 を重視す る
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一部の業態 につ いてあ る程度可能であ ることが分 かった。しか し情報通信イ ンフラの利用 を重視す る業態

は既 存の業種別 の分析 では明 らかにな らず 、業態 を踏 まえた より詳細 な検討 が必要であ ることが分かった。

一方、 前述の タイ の製造 業に関す る分析 と同 じよ うに、情報 関連産業 において も顧 客関係 を主体 とした集

積 の中にい る必要 があ る とい うことがかな り効いてお り、こ うした意味合 いか ら、一部の業態 で郊外や あ

るいはそれ よ り離れ た地方での分散が可能である とはい え、基本的 に地方 での立地は難 しい とい う結論 を

得た。この こ とは、情報 関連産業がただ集積す ることによるシナジー効果や触媒作用 を期待す るよ うな一

般的 な見方 を否定 して いるこ とにもな り、タイ ・ランプー ン県の北部 工業団地 の例で も見た よ うに、ただ

地方へ の立地を振 興 して も、そ こか ら周辺への波及効果 は限 られ ると予想 され る。
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